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II. フィリピン共和国 
 

1. ヒアリング調査 

 
 ヒアリング調査および文献調査を実施した。ヒアリング調査では、国内事業者へのヒアリ

ングに加え、下記の日程でフィリピン共和国（以下、「フィリピン」という）政府当局等へ

訪問し、ヒアリングを実施した。 
 
 

1.1 現地ヒアリング調査 

 
【日程】 
2020 年 2 月 24 日～28 日 
 
【訪問先】 
① 環境天然資源省 環境管理局 化学物質管理課 
② 保健省 食品医薬品局 
③ 労働雇用省 労働安全衛生センター 
④ 財務省 税関局 環境保護・コンプライアンス部 
⑤ フィリピン化学工業協会 
⑥ フィリピン日本人商工会議所 
 
 

現地ヒアリング調査のコンタクト先一覧 
 所轄当局名 連絡先 

① 

行
政
機
関 

環境天然資源省(DENR) 
環境管理局(EMB) 
化学物質管理課 

Technical Assistant 
Tel: +63-2-928-8892 

② 保健省(DOH) 食品医薬品局(FDA) 
Director IV 
Tel: +63-2-857-1979 

③ 労働雇用省(DOLE)   
労働安全衛生センター

(OSHC) 

Deputy Executive 
Director 
Tel: +63-2-924-2412 

④ 財務省(DOF) 税関局(BOC)  Deputy Commissioner 
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 所轄当局名 連絡先 
環境保護・コンプライア

ンス課(EPCD) 
Tel: +63-2-527-4578 

⑤ 産
業
組
織 

フィリピン化学工業協会

(SPIK) 
― 

President 
Tel: +63-2-753-1752 

⑥ 
フィリピン日本人商工会

議所(JCCIPI) 
化学品部会 

事務局 
Tel: +63-2-8892-3233 

 
 
【ヒアリング先の選定理由】 
① 環境天然資源省(DENR) 環境管理局 化学物質管理課 

 DENR の下部組織である環境管理局(EMB)の化学物質管理課は、新規化学物質規制

や既存化学物質インベントリ(PICCS)、優先化学品リスト(PCL)、化学品管理令(CCO)
など、フィリピンにおける化学物質規制を統括する規制当局である。 
 

② 保健省(DOH) 食品医薬品局 
 DOH の食品医薬品局(FDA)は、洗剤や塗料、文房具などを対象とする家庭／都市有

害物質含有指定製品(HUHS)に関する規制を所管しており、2019 年 6 月には、HUHS
に関する操業許可取得義務を復活させる行政命令を制定し、規制を強化している。 
 

③ 労働雇用省(DOLE) 労働安全衛生センター 
 DOLE の労働安全衛生センター(OSHC)は、職場における GHS 規制を所管し、労働

安全衛生基準(OSHS)の策定および改正の役割を担っている。また、労働者への安全衛

生プログラムを提供している。 
 

④ 財務省(DOF) 税関局 環境保護・コンプライアンス課 
 DOF の下部組織である税務局が 2019 年に設置した有害廃棄物の輸入を監視する専

門部局「環境保護･コンプライアンス課」は、フィリピン国内に化学物質を輸入する際

に、必要書類や証明書などの検査も担当しており、規制当局と連携をとりながら、化学

物質管理に務めている。 
 

⑤ フィリピン化学工業協会(SPIK) 
 現地の化学工業協会（日系企業も所属）であり、フィリピンの化学物質規制に対する

ロビー活動やポジションペーパーの提出などを行っている。また、化学品産業が経済活

動を行うに際して抱える化学物質管理制度の問題点を把握している。 
 



3 
 

⑥ フィリピン日本人商工会議所(JCCIPI) 化学品部会 
 2019 年 7 月現在、682 社の日系企業が所属する団体であり、企業の円滑な活動のた

めの各種情報提供や関係機関との連携を行っている。JCCIPI には、化学品や薬品、プ

ラスチック産業などの企業が所属する化学品部会が設けられており、化学物質規制に

関する情報の共有や課題解決にあたっている。 
 
 
【アポ取りの経緯】 
今回、現地ヒアリング先へのアポイント取りは、以下の方法を用いて行った。 

(i) 日本側からメールによるアポイント 
(ii) 現地パートナー/日本側の電話によるアポイント 
 
各ヒアリング先とのアポイントの経緯を以下の表で示す。なお、メールでのアポイントを

要請する際には、経済産業省(METI)および NITE 発行の公式レターを添付して、送った。 
 
本文との対応 (i) メール (ii) 電話 
①DENR 環境管理局(EMB)化学物質管理課の問い

合せ先 (Email: chemicals@emb.gov.ph )
に訪問ヒアリング希望の旨をメールする。 
➡回答なし。 

日本側より問い合わせ先(Tel: 
(02)928-8892)に電話 
➡応答なし。 
現地パートナーより、化学物質管

理課に所属の技術アシスタントに

直接連絡し、ヒアリング実施の協

力を得る。 
➡アポイント取り完了 

②DOH 食品医薬品局(FDA)が所管する「家庭／都

市有害物質含有指定製品(HUHS)規制の

意見募集提出先である担当者宛にメール

を出す 
➡FDAのDirectorが面会を受けてくれる

との返事を受け取る。 
➡事前に質問状を送付し、ヒアリングの日

時を折衝。 
➡アポイント取り完了 

 

③DOLE 労働安全衛生センター(OSHC) 環境管理

課のチーフ (2020 年 2 月現在、Deputy 
Executive Director)に直接メールを送付

 



4 
 

本文との対応 (i) メール (ii) 電話 
し、訪問ヒアリングの希望を伝える。 
➡返信あり。訪問ヒアリングの日程を折衝 
➡アポイント取り完了 

④DOF 税務局の環境保護・コンプライアンス課

(EPCD)の Deputy Commissioner および

税 務 局 の 総 合 窓 口 (E-mail: 
boc.cares@customs.gov.ph )に訪問ヒアリ

ング希望の旨のメールを送付。 
➡ 総 合窓 口の 担当 者よ り 、 Deputy 
Commissioner 宛に書面の公式レターを

送付するように言われる。 
➡公式レター送付後、正式に受理され、

EPCD 所属の方より、連絡が入る。 
➡ヒアリング日時を折衝 
➡アポイント取り完了 

 

⑤SPIK SPIK のホームページに記載の問い合せ

先 (spik.secretariat@gmail.com 

/secretariat@spik.com.ph)に訪問ヒアリ

ングへの協力要請を打診 
➡窓口担当者より President に回覧する

旨のメールを受け取る。 
➡President より返信があり、訪問日時を

折衝 
➡アポイント取り完了 

 

⑥JCCIPI 問い合せ先(jccipi@jccipi.com.ph )より、化

学品部会への訪問ヒアリング希望の旨を

メール 
➡事務局より連絡が入り、訪問ヒアリング

の希望日時を伝える。 
➡事務局が化学品部会所属の企業へ連絡

を取り、5 社出席が確定 
➡アポイント取り完了 
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【ヒアリング結果】 
 

組織名称 ヒアリング結果 
環境天然資源省  

環境管理局  
化学物質管理課 

 環境管理局（EMB）では法令を策定する際に、化学品製造国である、

米国、欧州、カナダ、韓国、オーストラリア、日本の 6 ヵ国・地域の

法令を参考にしている。 

 PICCS の 2018 年版のドラフトの状況は、EMB 長官(Director)の承認

待ち。2020 年中に公布できることを希望する。 

 PICCS の 2019 年版のドラフトに関しては、現在、収載する化学物質

のリストを審議している。ドラフトはまだ公に発表されていない。 

 ポリマーの PMPIN 免除規定に関して、すでにいくつかの申請を認可

している。申請書類に不備があった場合は、再提出を通知し、提出が

ない場合は、申請を却下する。 

 PCL（優先化学品リスト）第 3 版のドラフトは現在も審議中である。 

 公開されている PCL のドラフトは、EMB が私企業のコンサルタント

に依頼して作成させたものであるが、選定基準等に関して、意見が寄

せられたため、現在も選定基準に関して審議されている。項目として

は、有毒性に加え、暴露危険性(リスク評価)、産業界での使用量、流

通量、使用用途などの基準が挙げられる。基準の策定においては他国

の例を参考にしている。 

 PCL の最終版を作成した後、パブリックコンサルテーションを実施予

定。EMB のウェブサイトにて法案を公開し、意見募集を行った後、

公布される予定。 

 化学品管理令(CCO)に関して、現在六価クロムとカドミウムのドラフ

トを審議している。審議の流れは、EMB の技術ワーキンググループ

➡DENR の技術ワーキンググループ➡EMB の各 Director➡
Assistant Secretary➡Under Secretary➡Secretary の順。その後、公

布に至る。 

 今後、CCO を策定する対象化学物質の審議はまだ始まっていないた

め不明。過去にはベンゼンなどが CCO の候補に挙がっていたが、現

在は製造量も輸入量も少ない。CCO の対象物質については、EMB は

関連調査を実施している。 

 EMB 覚書回覧第 2015-011 号の 1.3.2.4 において SDS の提出を求め

(任意)、情報を収集し「包括的な化学物質データベース」を創設する

とあるが、現在の状況はどうか？ 

➡混合物の情報に関するデータベースとなる。混合物に関する情報を

事業者が参照できるようなデータベースとなる予定。混合物の SDS
については事業者に対してすでに提出を要請している。あくまで任意

なので、提出しなかったからといって処罰されることはない。 

 GHS の適用対象である IMDG および IATA の規制対象物質に関する

法案はすでに策定済みで、Director の承認待ちである。また、混合物

に関しても GHS 適用のためのガイドラインを現在作成中である。 

 PRTR に関しては、現状策定の予定は聞いていない。 
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組織名称 ヒアリング結果 

 EU の REACH のような規制に関しては、規制動向をチェックするの

みで具体的に導入する計画は今のところ立案されていない。 

 フィリピンのリスクアセスメントに関しては、PMPIN の評価プロセ

スを参照 

 法令の移行期間を設けない理由はヒアリング担当者にもわからない

が、不備や違反があった場合は、まず是正の提案を行い、その後、当

局が検査を行い、警告を通知した後、罰金などの処罰を下す対応をし

ており、違反したからと言ってすぐに処罰される訳ではないという。 
保健省  

食品医薬品局 
 HUHS 規制は、2015 年行政命令第 0038 号で一度、操業許可取得義

務や事前登録などの規制が緩和されたが、その後、フィリピン大学の

法律センターから規制を廃止するのは上位法に違反すると指摘され、

2019 年に再度、製品申告義務などの要件を復活させた。また、毒性被

害報告のトップ 10 製品のうち 6 つが HUHS 規制の対象であったこ

とも、要件を復活させた理由。 

 最新ドラフトでは、以前の規制の登録制度（registration）が盛り込ま

れていないが、今後、別の法規で追加する予定である(詳細スケジュー

ルは不明) 

 最新ドラフトでは、GHS 準拠のラベル貼付要件は施行より 1 年後に

適用を開始するとあるが、猶予期間を 3 年に変更するとのこと。 

 2017 年に公開されたドラフトでは、トナーやバッテリーも対象であ

ったが、2020 年 2 月に発表された最新ドラフトでは削除されている。

理由として、FDA および 16 の地方局が、監視する能力(Man-power 
capability)が十分ではないため。ただし、今後体制が整えば、トナー

とバッテリーも本規制の対象に盛り込む予定である。 

 100%成分リストの提出はマストであるが、濃度については幅を持た

せて表示してよい。製品申告において、サプライヤーは直接 SDS を

FDA に提出することができる。 

 2017 年のドラフトでは、対象製品を「高リスク」と「低リスク」に分

類していたが、現状、企業による暴露評価を実施するのが難しいと判

断したため、この分類方法をやめ、1977 年行政命令第 312 号の分類

を改定する方法で、対象製品を 5 つのカテゴリーに分類した(正式に

公布された場合は、廃止される)。加えて、フィリピンの企業形態は、

95%が中小零細企業であるため、暴露評価の実施やラベル要件の順守

が難しいと考えられている。ただし、暴露評価による分類は、今後実

施したいとは考えている(詳細スケジュール不明)。 

 最新ドラフトの GHS 要件は、国連 GHS 最新版を参照すると良い。

適用するビルディングブロックに関しては、すでにドラフトを作成し

ているが、国連 GHS 第 8 版に基づき策定していないため、今後第 8
版との違いを確認しなければならない。その後、コンサルテーション

を実施する予定。 

 最新ドラフトでは、発がん性、変異原性、生殖毒性物質（CMR）など

の特定の有害性物質の含有を禁止しているが、何か具体的な物質リス

トはあるか？また、これらの有害性を特定するためのガイドラインな

どはあるか？➡国際基準や米国、EU などのガイドラインを参照して
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組織名称 ヒアリング結果 
いる。例えば、発がん性に関しては、国際がん研究センター(IARC)の
ガイドラインを参照している。 

 2019 年 FDA 回覧 004 号ではチャイルドケア製品（哺乳瓶など）への

BPA 含有を禁止しているが、今後このような含有規制を定める予定は

あるか。➡EU や米国 EPA の出す情報やデータによって検討する。以

前はこれらのデータをもとに、家庭用の農薬を規制したことがある。

例えば、シルバーアクセサリー・クリナーによるシアン化物毒性被害

などが報告されているため、規制を検討する予定である。 

 2012 年に消費者製品などへの GHS 適用行政命令案が出されていた

が現在の状況はどうか。➡現在も法案の段階である。一度パブリック

コンサルテーションを実施したが、その後進んでいない。今後は、ま

ず HUHS 規制の整備を優先させ、目途が立ったら、本行政命令案の

2 回目のパブリックコンサルテーションを実施する予定(見通し不

明)。その後は、意見募集を行い、法規内容の精査を担当する省庁に提

出し、Director General の承認を経て公布となる運び。 

 WSSD や SDGs に向けた取り組みは、DOH が取りまとめているため

詳細は不明だが、洗剤などに含まれるマイクロプラスチックやマイク

ロビーズ、使い捨てプラスチック製品、容器の廃棄方法などにおける

化学物質規制に取り組んでいく予定である。 

 フィリピンは 2008 年に医療機器への水銀含有を禁止しており、化粧

品に関しても、厳しい法規制を定めている EU 指令を参考にしてい

る。 

 ASEAN では、規制の調和を図るための技術作業部会が開かれており、

例えば、化粧品に関しては年 2 回会議が行われ、EU 指令の内容につ

いて検討を行っている。 

 農薬に関する ASEAN 技術作業部会も存在する。 
労働雇用省  
労働安全衛生センター 

 労働安全衛生センター（OSHC）は、労働者の化学品の安全な使用を

徹底するためのトレーニング（SDS、ラベル表示、安全衛生プログラ

ム）を提供している。新しい労働安全衛生法では、労働者は正しい情

報を知る権利が保証されている。 

 OSHC は環境測定サービス（ラボ、トレーニング）を提供しており、

日系企業からの要請も多い。 

 労働安全衛生における当局の検査は、DOLE の地方局に属する労働検

査官が実施する。 

 OSHC が発行するガイドラインなどは、米国の OSHA や日本の法令

を参考に作成している。 

 現在は、化学品の効率的な換気（ventilation）に関する調査を行って

いる。 

 労働安全衛生法の実施規則において、高リスク施設の対象に「有毒ま

たは有害化学品の保管、取り扱い、流通センター」とあるが、有毒ま

たは有害化学品の定義はあるか。➡これは、有害特定リスク評価管理

（HIRAC：hazard identification, risk assessment and control）を

実施したうえで対象かどうか判断する。判断するのは、安全管理者



8 
 

組織名称 ヒアリング結果 
（SO：Safety Officer ）であり、安全管理者は受講するトレーニング

コースの中で、HIRAC の実施方法についても学ぶ。 

 現在、労働安全衛生基準は、全般的な改正作業が行われており、ドラ

フトも出来上がっている。今後は、パブコメとして、政府、民間、組

織等を集めて協議を行う予定であり、中央だけでなく、フィリピン全

土で実施する予定。その後、DOLE の大臣の署名を以って、公布され

るため、1 年以内の公布を見通しているが断言はできない。 

 労働安全衛生基準における化学物質暴露基準の対象物質が新たに追

加される予定であり、発がん性物質などを追加予定。また、制限値も

より厳しくなり、例えば、水銀は、0.05 mg/m3➡0.025 mg/m3 に改

正される予定である。化学物質暴露基準の改正においては、日本と米

国（OSHA）の基準を参考にしている。 

 GHS の順守に関しては、DOLE の地方局の労働検査官が担当してい

る。施設の未登録や救急対応の不備などの違反は聞くが、GHS 規定

違反は聞いたことがない。 

 OSHC では、GHS を含む化学品安全プログラムを提供している。 

 フィリピンには 90 万の企業がおり、検査官は 572 名ほどで、各企業

年 1 回の検査は実施不可能。周辺から苦情がある企業や高リスク産業

を優先的に検査している。 

 今後に向けて、「Four Industrial Revolution」（デジタル化、オートメ

イション、AI、ビッグデータ）を検討している。これは、有害なプロ

セスなどによる暴露から労働者を保護する目的がある。 

 化学品を含む有害廃棄物の最少化も今後の目標の一つ。 
財務省 税関局  
環境保護・コンプライ

アンス課 

 2019 年公布の 2019 年覚書令第 38 号により、環境保護ユニット

(Environmental Protection Unit)から格上げされ「課（Division）」と

して再編された。背景としては、ASEAN において廃棄物の越境移動

が問題に上がり、この問題にも対処できるように組織を強化した。課

に再編され、スタッフが 5 名増員された。 

 化学物質の規制を主に担当する DENR とは、意見交換などを行うパ

ートナーシップ合意がなされており、協力体制が構築されている。定

期的な会議やオンライン許可システム(OPMS)などのデジタル・ポー

タルを通した情報共有、トレーニングなどを行っている。EPCD は通

関時に、化学物質の輸入に必要な書類や許可書などを OPMS へアク

セスして確認している。 

 化学物質の輸入においては、EPCD は特に ODS 代替物質、PCL、CCO
に気を配っている。また、化学物質のチェックポイントとしては１）

関税などの支払いと有効な許可書かどうかの確認、２）規定された輸

入量の制限を超えていないかの確認、3）DENR や EMB から提供さ

れた情報に基づく確認、が挙げられる。e.g. PICCS に収載されている

かどうかは、CAS 番号で確認している。 

 違反を見つけた場合は、Director に報告し、Director が通達を発行し、

輸入者へ通知する。 

 2017 年から現在までで、化学物質の輸入に関する違反件数は、フィ
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組織名称 ヒアリング結果 
リピン全土で 10 件確認している(※中央以外に 17 の地方局からの報

告も合わせて)。そのうちの 8 件は ODS の輸入である。 

 最も多い違反内容は、EMB 所管の 2005 年覚書回覧第 03 号で定めら

れている ODS 代替物質の Pre-shipment Importation Clearance の

未取得である。次は、PCL 証明書の未取得。 

 フィリピン麻薬取締局(PDEA)が管轄する麻薬の製造に使用される化

学物質の輸入管理は、BOC の Anti-illegal Drug Task Force が担当す

る。 

 輸入品は、リスク管理評価の基準(※BOC のリスク管理オフィスが策

定したガイドライン)に基づいて、緑、黄、赤のレーンに再分類される。

緑は低リスク、黄は必要書類のチェック(必要があれば X 線検査)、赤

は X 線検査の実施を意味する。緑、黄、赤の特定については、輸入者

や輸入物品（HS コード）といった情報をもとに分類される。 

 港や空港などでの税関担当は、BOC のアセスメント部門に所属する

税関審査官が担う。 
フィリピン化学工業協

会 
 フィリピン化学工業会(SPIK)には、72 の企業(うち日系企業は 5 社)が

会員として所属している。 

 SPIK 代表は、フィリピン国家警察(PNP)が所管する制限化学物質に

関する法令の作業部会のメンバー(産業界代表)だった。 

 PMPIN の SQI 申請において、フィリピン国内の輸入者が輸入する際

に、サプライヤーから 100％組成成分の情報を入手するのが困難。SQI
を申請することができるのは輸入者だけであり、当局に 100%組成成

分の情報を提出しなければならないが、サプライヤーにとっては CBI
であるため、情報提供ができない。 

  EMB は国外企業に対して輸入者に代わり申請を行う代理人(OR)の
使用を認めている。 

 SQI は 5 年間有効であるが、有効期限が切れた後は PMPIN 申請を行

わなければならない。新規物質として登録するため、ラボによる試験

データ等が必要になる。 

 上記の問題点について、SPIK は何度もポジションペーパーを提出し

ているが、EMB からの返信はなかった。一方でパブリックコンサル

テーションの際には、当局より回答はある。 

 SPIK がポジションペーパーを作成する際は、国外の産業組織(e.g.欧
州：Cefic、米国：ACA)からも意見を募っている。 

 直近のロビー活動は、ポリマーの PMPIN 免除規制に関して。他の国

では要求されないようなデータまで求められるため、低懸念ポリマー

の免除に必要な情報をサプライヤーから入手するのが難しい。また、

サプライヤーには試験費用などの負担がかかる。 

 PCL 第 3 版のドラフトに関して、SPIK は複数のポジションペーパー

を提出。本ドラフトで新たに追加される物質のほとんどは、フィリピ

ン GHS の対象である大量化学品(High Volume Chemicals)に該当す

る物質より選定されている。この大量化学品は NITE 化学物質総合

情報提供システム（NITE-CHRIP）の GHS 分類データを参考にし、
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組織名称 ヒアリング結果 
有害性を考慮して選定されている。リスク評価も考慮して欲しいた

め、他の組織(e.g. ECHA)の情報も参考にするように意見を提出した。 

 PCL の物質が追加されると、それだけ取得しなければならない許可も

増えるため、企業の負担になる(PCL 証明書は、対象物質の含有率が

1%を超える場合は申請しなければならない規定)。 

 化学品の通関に関して、税務局の環境保護・コンプライアンス課

(EPCD)は、通関時にすべての書類をチェックしている。書類に不備

がある場合は、規制当局に連絡し、規制当局が違反通知を発行する

(EPCD はあくまで、必須書類のチェックを実施するのみ)。 

 GHS の順守に関しては、大企業は特に問題なし。ただし、中小企業の

順守状況までは把握していない。 

 労働雇用省(DOLE)の対応の良い点は、検査を行った際に違反を見つ

けた場合、すぐに罰金などの処罰を下すのではなく、是正を促すよう

に指摘したり、提案したりサポートしてくれること。ただし、労働安

全衛生法(共和国法第 11058 号)が新たに公布され罰金が規定されたた

め、現在は、違反に対して厳しく対応している。 

 DOLE が現場検査を行う際は事前に通知がある。当局が実施する検査

のチェックリストはDOLEのウェブサイトよりダウンロードできる。 

 安全管理者(Safety Officer)の数は足りている。 

 新しい労働安全衛生法の下では、企業は従業員に 8 時間のトレーニン

グを実施しなければならない。受講した従業員には、企業より証明書

を付与されるが、このトレーニングを修了したことにより、従業員は

自動的に安全管理者 SO1 の資格を有することになる。 

 家庭／都市有害物質含有指定製品(HUHS)の規制に関して、SPIK は

ロビー活動を行い、規制要件を緩和させる法令の公布にこぎつける。

しかし、2019 年行政命令第 19 号が公布され、操業許可の取得や対象

製品の申告義務が復活した(ただし、登録制度は盛り込まれなかったた

め、以前よりは規制が緩やか)。復活した理由は、対象製品のうち、い

くつかの製品において毒性被害(poisoning case)があったためとされ

る。 

 この HUHS の規制に関しては、SPIK だけでなく化粧品産業、消費財

産業やその他の産業組織もロビー活動やポジションペーパーの提出

を行っている。その結果、例えば、前回のドラフトから、トナーやバ

ッテリーなどの製品が対象から除外されている。 

 フィリピン国家警察 (PNP)が管轄する制限化学物質（controlled 
chemicals）は、当初(2016 年)、101 物質が候補として挙げられてい

たが、SPIK 代表もメンバーであった技術ワーキンググループにおい

て、爆発物の原料になり得るかの評価のための合理化を行い、結果と

して 32 物質まで減らすことができた。 

 制限化学物質の法令に基づくと、化学品のライフサイクルにおいて 5
つも許可書を取得しなければならず、事業者の負担がかかる。 

 規制当局である PNP の銃器爆発物局の問題点は、担当者や部署のト

ップが頻繁に変わること。そのため、法規の解釈が担当者によって変
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組織名称 ヒアリング結果 
わったり、法規そのものを理解していなかったりと、困る場面がある

（SPIK は何度も説明をしなければならない）。例えば、ある日系企業

が液体の硫黄を輸入しようとした際に、EPCD の担当者が通関で止め

た。PNP が管轄する制限化学物質(付表 A)には硫黄が含まれている

が、「硫黄粉末」が対象であり、液状の硫黄は対象ではなかったが、そ

こを理解できていなかった。なぜなら、形状は異なるが CAS 番号が

同じであり、EPCD の担当者が CAS 番号で判断したために起こった

問題。実際は、液体の硫黄は、フィリピン麻薬取締局(PDEA)が管轄す

る麻薬前駆物質の規制の対象となる。 

 選挙期間中(6 ヵ月＋前後 1 カ月)における制限化学物質の輸入に関し

ては、フィリピン選挙委員会（COMELEC）の規制の対象にもなり、

PNP に加え、COMELEC からの許可も取得しなければならない。そ

の結果、企業の輸入量や生産量が減少することに繋がる。 

 新規の法令や既存の改正への対応のための移行期間が設けられてい

ないケースが多い。移行期間を設けるように意見を提出したが、当局

からの反応はない。 
フィリピン日本人商工

会議所 
 JCCIPI に加盟している企業数は 620 社で、うち約 70 社が化学品部

会に所属。化学品部会は都度、意見交換ができる体制。何か問題が生

じた場合、会合を開く体制をとっている。 

 直近のロビー活動だと、フィリピン国家警察(PNP)管轄の制限化学物

質規制に関してロビー活動を行った。 

 環境管理局(EMB)管轄のポリマーに関する PMPIN 申請免除規制に

は、関心がある(塗料メーカー)。 

 PICCS や PCL に関する制度システムは問題ないが、新規化学物質の

登録の際に毒性データの取得に 2 年かかった。 

 化学物質の輸入に際して、税関職員より PICCS に本当に収載されて

いるかどうか証明を求められたことがある。 

 トルエンを含有した塗料の輸入に関して、取得するべき許可書が多

く、また追加資料を複数回求められ、結局輸入を断念した。そのほか、

アセトンやニトロセルロースについても厳しい。 

 SDS は最新版で、100％成分表記のものを求められる。 

PNP の制限化学物質規制 

 港から倉庫まで運搬する際は PNP の同行が必要で、費用も掛かる。

しかし、その費用については領収書(OR：Official Receipt)がもらえな

いので困る。 

 追加書類の要求が多い。一度承認を受けた書類でも、担当者が変わる

と一からやり直しになる場合もある（書類にサインした担当者が替わ

ると、新しい担当者から再度サインをもらう必要がある）。 

 PNP 規制物質の輸入申請を 10 月に行って、申請が下りたのが翌年の

2 月半ばで、時間が掛かりすぎる。PNP 内での申請処理のミスが原因

だという。 

 PNP 規制物質を輸入する際は、市➡州➡国の順で許可を取得しなけ
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組織名称 ヒアリング結果 
ればならない。 

 日本人が直接当局へ出向いて説明を求めると、目を付けられるため行

きづらい。一度目を付けられると嫌がらせを受けるという事例もあ

る。したがって、一企業が意見を伝えるのではなく、業界として伝え

ることが必要。 

 物流企業の認識が甘く、PNP 規制物質の輸送を PNP 担当者の同行な

しに運搬してしまい、謝罪文書を提出した事例がある。 

 PNP規制物質の輸入申請等はケソン市まで行かないといけないため、

行くだけで 1 日使ってしまう(交通渋滞のため)。非常に時間を要する

ため、他の業務に支障が生じる。 

 特に選挙期間中は取り締まりが厳しい。 
EPCD 
 EPCD がユニットから格上げされたが、検査が厳格化された印象はな

い。 

 通関システムがダウンすることがあり、流通に支障をきたす。 

工場での化学物質管理 

 2019 年において、労働検査官による現場監査は実施されていない（ヒ

アリング出席企業を対象）。 

 抜き打ち検査はない。検査に来る際は事前に通知が届く。 

FDA HUHS 規制 

 HUHS 規制において、洗顔料は対象になるのか気になる。 

 殺虫剤を扱っているので、影響を受けるかもしれない。 

 フィリピン国内のローカルの中小企業は本当に対応できるのか。石鹸

を製造している現地企業はたくさんある。 

2016 年排水規制 

 2016 年に改正された排水基準が厳しい(特に銅など)。2020 年から適

用が開始されるが、検査可能な機関もフィリピン国内にはほとんど無

く、罰則も曖昧。 

 日本だけでなく他国の商工会と合同で意見書を提出し、排水基準の緩

和を求めたが、当局の回答は、「この規制は JICA の支援の下で策定し

たもので、基準も JICA の支援によるもの」とのことだったので、

JCCIPI が JICA に確認したところ、「排水に関するガイドラインを参

考に示したまでで、基準値に関しては助言していない」と判明。現在、

JICA と連絡を取り合い、当局に説明を求めている状況。 

 PEZA などの工業団地の場合、生活排水は集中処理施設で処理してい

るが、工場排水は各企業が対応しなければならず、厳しい基準に対応

している企業もあるが、難しい企業がほとんど。 
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1.2 国内事業者ヒアリング調査 

【ヒアリング結果】 
 

項目 ヒアリング結果 

既存化学物質 /新
規化学物質 

 新規化学物質規制への対応は、特に問題ない。 
 新規化学物質登録規制において、ポリマーの登録免除に関する法令が

施行されて、助かる。 
 ポリマー登録免除の規定において、その解釈がよくわからないところ

がある。例えば、2%ルールは、個々の物質が 2%なのか、全体で 2%
なのか、わからない。ドラフトでは「total」という用語が入っていた

が、その後、その用語がなくなっているため、判断に困っている。 
 問題というほどではないが、ポリマーに該当するか否かを悩んだこと

があった。海外法人にとっては、代理人の選定はいつも問題となる(費
用対効果や情報開示に対する信用保証)。 

 試験データのベースセットが明示されていないため、米国 TSCA の様

に持っているデータ全てなのか（＝データを所有していなければ無し

でも申請可能なのか）が判らなかった。 
 PMPIN で簡易申請があるが、実際には通常申請と同レベルの情報が

求められる。 
 副生物は登録から免除されていたのに、いつのまにか副生物でも廃棄

されるもの以外は PMPIN を要求された。 
 届出に必要な安全性試験項目が不明なため、実際に申請してみないと

わからない点。安全性試験には時間を要するので事業計画が遅れてし

まう。 
 当局の審査が長期化し、また、追加情報を五月雨式に要求された。 
 当局の審査状況の更新メール等がないこともあり、現地も審査状況の

把握が難しい。 
 申請は現地輸入者で行わなければならないが、輸入者に法の知識や自

覚がない。 
 化学品規制に関する大手のコンサルが少なく、特定の案件に関しては

個人コンサルのような方を頼るほかなく、対応に困ることがあった。

代理人制度があればよいと思う。 
 組成開示を求められた際の対応を悩んだことはある。 
 輸入者に秘密にしたい内容は直接 EMB へ提出できる。ただし、指定

された CBI の書式を使用し、CBI の正当化も提出が要求される。 
 届出を行って何日で審査が終了するのかハッキリしないのでビジネ

スプランが立てにくいことがあった。現在は？米国 TSCA の様に

NOC を実施した時点で、直ちに誰でも製造・輸入可能になるのかが

ハッキリしない。 
 PICCS 収載を申請しても、いつ収載されるのかが不明。インベントリ

ーの更新は半年ごとと資料には記載されているが、Web で公開されて

いるインベントリーは現時点で 2017 年版。 
 化審法でポリマーフロースキームを実施している場合、毒性・生態毒

性のデータが殆ど無いが、全く無いと評価できないとして、データが

無い理由を出せと言われたことがある。 
 事前の準備を計画的に行うことができるように、PMPIN 届出の手順

書または Q&A 等を作成して欲しい。 
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項目 ヒアリング結果 

少量新規化学物質

輸入申請（SQI） 

 SQI の更新を 5 年までに制限されたが、極少量のものの場合は日本を

含めて他の国では期限なく少量の免除があり、危険性・有害性のデー

タが少なく PMPIN の対応が困難である。例えば 100kg 未満のよう

な新しいカテゴリーで免除を無期限にして欲しい。 

優先化学品リスト

（PCL） 

 PCL については、個別の物質について事業者団体として何かアクショ

ンをすると、個社の利益につながりかねないので、団体としては広く

全般にかかわる内容についてアクションをとっている。 

 Bona fide seach は第三者が行う事ができないという、何のための制

度か判らない状態のため、実際は CBI であるにも関わらず、登録する

ために無駄なリソースを消費しそうになったことがある。 

 今回は対象物質がメタノール等の汎用物質にまで拡大されている。す

でに対応されている企業の状況（当局へ提出する情報、当局審査に要

する期間など）を可能な範囲で共有して欲しい。また、当局の対応が

滞ることなどにより業務に影響がでることを懸念している。 

 制度に対する情報が十分でないため、判断できない。ビジネスをして

いる製品中の物質が対象となれば影響はある。また、輸入者等から情

報開示の要請には対応せざるを得ない。 

 PCL の製造者、輸入者、卸売者、使用者には年次報や有害性廃棄物発

生者 ID、化学品管理計画、ユーザー名と使用量等のリスト等の提出が

求められる。これらは他国に比べると非常に厳しい管理であり、例え

ば「ユーザー名と使用量等のリスト」の作成は、例えば BtoC 製品で

あれば事実上困難と思われる。 

 現在の案にはトルエンなど有害ではあるがリスク管理の手段が良く

知られた物質や、酸化チタン、カーボンブラックのような発がん性が

懸念されるが実際のリスクが低い物質が含まれており、このような物

質にまで PCL Certificate が要求されると製品流通に悪影響がもたら

されると懸念される。 
製品含有化学物質

規制（RoHS） 
 今後、RoHS 規制の策定予定があるかどうか知りたい。 

全般 

法規制遵守

状況 
 フィリピンに限らず、法案が意見募集であるか、どこに意見を提出す

れば良いかわからない時が多く、意見を出せないことがある。 

法規制イン

フラ 

 運用通知やガイドラインがなかなか公表されないので、法律だけあっ

て、法律に従えというのはなかなか難しい。 

 法律に関し、問い合わせなければわからないことが多い。運用基準等

で明文化し、公開して欲しい。 

 新たな制度を公布してから施行までに十分な周知のための移行期間

を設けて欲しい。 

当局の対応 

 以前からの懸念点だが、そもそも法律がよくわからない。法律に書い

てあっても別の内容を要求されるケースや、当局に尋ねても人によっ

て回答が異なる点は困る。 

 申請にあたり公証が必要になることがあるが、取得に時間がかかる。

他国では要求されないので、フィリピンにおいても公証は不要として
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項目 ヒアリング結果 
ほしい。 

 制度変更の際に、ポリマー免除のように案を出した時点で旧制度の申

請受付を停止するようなことは今後止めてほしい。 

通関 
 通関で製品組成の CAS RN を要求されることがあるが、組成情報は

CBI のため、PICCS 認定書の取得で対応しているが、PICCS 認定書

の取得に時間がかかる。審査期間を明文化してほしい。 
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2. 文献調査 

 

2.1 基本情報 

 
背景1 
 フィリピンは日本の南西に位置し、首都マニアがあるルソン島を主島として、7000 以上

の島々からなる立憲共和制の国であり、国家元首は大統領である。大統領は行政権を行使し、

内閣と官公庁を通じて、二院制の議会によって制定された法律の施行を指示する。最高裁判

所および下級裁判所は司法権を行使する。司法権には、法律の合法性と行政規則の妥当性を

判断することも含まれる。1987 年フィリピン共和国憲法（The Constitution of the Republic 
of the Philippines）2により、環境行政機構が改組され、環境天然資源省（DENR）が環境

行政の職責を任命された。 
 
 フィリピンでは他の新興国と同様に、経済発展に伴う都市化による環境汚染問題に直面

している。特にマニラ首都圏の大気汚染は深刻であり、原因の一つとして移動発生源（自動

車やバイクなど）からの排ガスが挙げられる。マニラ首都圏の深刻な交通渋滞も大気汚染の

原因であり、アジア開発銀行（ADB）が 2019 年 9 月に発表した「Asia Development Outlook 
2019」3によると、アジア諸国 278 都市の中で、マニラ首都圏が最も交通渋滞が深刻な都市

として選定されている。 
 一方で、2019 年 11 月 6 日に行われた閣議において、ドゥテルテ大統領がプラスチック

使用禁止の法整備を進めるべきと提言している。2019 年 7 月下旬に開会した第 18 次国会

では、特に使い捨てプラスチック製品の使用を禁止する法案が上院および下院の両院に複

数すでに提出されていた。地方自治体レベルでは、すでにプラスチックの使用を規制または

禁止する条例を制定する自治体は 2019 年 8 月末時点で 58 存在するが、その数は全国の 4％
にとどまっている4。 
 
 化学物質規制に関して、フィリピンは ASEAN 諸国で唯一、新規化学物質登録制度を設

けている国であり、包括的な化学物質規制に加え、個別の有害化学物質についても規制を定

 
1 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 2 日アクセス） 
2 The Constitution of the Republic of the Philippines（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/constitutions/1987-constitution/  
3 アジア開発銀行「Asia Development Outlook 2019」（2020 年 3 月 9 日アクセス） 
https://www.adb.org/sites/default/files/publication/524596/ado2019-update.pdf  
4 JETRO（2019）「プラスチック使用規制条例の制定は 58 地方自治体、全国 4％にとどまる」（2020 年 3
月 9 日アクセス） 
https://www.jetro.go.jp/biznews/2019/10/3b8d49c2d30b1589.html  
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めている（2020 年 2 月現在、ベトナムやタイでは新規化学物質の登録制度の立ち上げが審

議されている）。  
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法体系 
 

フィリピンの主な法規制の体系は、次のとおりである。 
 

 
フィリピンの法体系5 

 
フィリピンは、法的に定義された地方自治体（LGU：Local Government Units）で構成

されており、最大の行政単位は州であり、市（Cities）と町（Municipalities）から成る。

市と町は、最小行政単位のバランガイ（Barangays：「村」または「コミュニティ」に相当）

によって構成される。LGU を率いるのは州知事、市長、またはバンガライの長（Bangaray 
Captain）といった首長である。LGU には地方レベルの立法議会があり、管轄地域内で適

用される法的拘束力を持つ条例を公布する。LGU の行政権および立法権は通常、特定の

LGU を設立した憲章とすべての LGU への一般的な義務を規定する地方政府の条例/規約

の、2 つの議会制定法で定義および制限されている。地方自治法では様々なレベルの LGU
に対し、環境管理について一定の責任を委譲する特定の条項が規定されている。6 

 
5 エンヴィックス（2015）「フィリピン環境法体系ガイド 2015」参照 
6 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 2 日アクセス） 
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各関連組織 
 
 フィリピンにおいて、化学物質規制は主に「環境天然資源省（DENR）」が所管しており、

その下部組織である「環境管理局（EMB：Environmental Management Bureau）」が化学

物質管理に関する法令を策定し、施行している。また、労働環境における化学物質の取扱い

は「労働雇用省（DOLE）」が担当し、有害物質を含有した製品への規制は「保健省（DOH）」

も規制を策定している。その他、内務自治省（DILG：Department of Interior and Local 
Government）の下部組織には、爆発物の原料になりうる化学物質の規制を所管する「フィ

リピン国家警察（PNP：Philippine National Police）」や化学物質の輸出入においては、財

務省（DOF）の税務局内に設けられた「環境保護・コンプライアンス課（EPCD）」が通関

管理を行っている。 
 

化学物質規制を所管する主な政府組織 
No. 政府省庁名 主に担当する化学物質規制 
1 環境天然資源省  

環境管理局 
 既存化学物質インベントリ（PICCS） 
 新規化学物質の製造および輸入前届出（PMPIN） 
 少量新規化学物質輸入申請（SQI） 
 優先化学品リスト（PCL） 
 化学品管理令（CCO） 

2 労働雇用省 
 労働安全衛生センター  職場における化学物質管理（GHS や暴露基準） 

3 保健省  
食品医薬品局 

 消費者製品に含まれる有害物質の規制 
 消費者製品への GHS 実施（※法案段階） 

4 内務自治省  
フィリピン国家警察  爆発物の原料になりうる化学物質の規制 

5 財務省  
税務局  化学物質の輸出入通関管理 

 
 本調査の現地ヒアリングの訪問先である上記の行政機関の組織体系や化学物質を所管し

ている部局などについて、次項よりまとめる7。 
  

 
7 本調査では、フィリピン国家警察の銃器爆発物局へのヒアリング調査は実施していない。 
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【環境天然資源省 環境管理局】 
 
(1) 組織名： 

環境天然資源省（DENR：Department of Environment and Natural Resource）8 
 

(2) 組織図： 
 

 
環境天然資源の組織図9 

 
(3) 概要： 

環境天然資源省は 1987 年大統領令第 192 号10により、環境・エネルギー・天然資源

省が改名および再組織化された行政組織である。基本的な職責は、フィリピン国内の環

境と天然資源を保護、管理および開発し、適切な方法で利用することである。DENR は

職責を果たすため、以下の目標を掲げている11。 

 
8 環境天然資源省 HP：https://www.denr.gov.ph  
9 環境天然資源省（2020 年 3 月 3 日アクセス）「環境天然資源省の組織図（2014 年 11 月 19 日最終更新

版）」 
https://www.denr.gov.ph/index.php/about-us/organizational-structure  
10 1987 年大統領令第 192 号 
https://www.officialgazette.gov.ph/1987/06/10/executive-order-no-192-s-1987/  
11 環境天然資源省（2020 年 3 月 3 日アクセス）「環境天然資源省の職責（2016 年 6 月 15 日最終更新
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 国内の天然資源を慎重に使用し、計画的な復元または代替を通して、天然資源の利

用可能性および持続可能性を保証する。 
 人口の増加に備えて、森林、鉱物および土地資源に対する需要を満たすために、天

然資源の生産性を増加させる。 
 経済および社会発展の実現のために、天然資源の貢献度を高める。 
 多様な分野からの天然資源へのアクセスを公平にする。 
 自然遺産および文化遺産を象徴する特定地域や海洋地域を保全する。 

 
 DENR の下部組織には、森林管理局や生物多様性管理局、生態系システム研究開発

局などがあるが、化学物質管理に従事する組織としては、環境管理局（EMB）が挙げ

られる。 
 

(4) 化学物質管理を所管している部局： 
環境管理局（EMB：Environmental Management Bureau）12 
 
 EMB は国民のより良い健康、環境保全および経済的継続性へ向けた環境の質を保護、

復元および向上されることを職責とし、以下の役割を果たす13。 
 
 大臣（Secretary）に対して、環境管理に関する事項の助言を行う。 
 環境汚染の防止および管理や環境保護のために、計画および政策を策定し、適切な

環境品質基準（例：水質、大気、騒音）を設定する。 
 計画およびプログラムの実施に関して、地方局に対する監督権を行使する。 
 所管する法令（下記、参照）に基づく許可書や通関許可を発行するとともに、それ

らの法令の遵守状況を監視する。 
 既存および潜在的環境問題の調査 

 
 EMB は主に以下の環境関連法令の執行を担当する。 
 
 1978 年大統領令第 1586 号「環境影響評価システム」 
 1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害および核廃棄物管理法」 
 1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 

 
版）」 
https://www.denr.gov.ph/index.php/about-us/mission-vision  
12 環境管理局 HP：https://emb.gov.ph/  
13 環境管理局（2020 年 3 月 3 日アクセス）「環境管理局の職責」 
https://emb.gov.ph/mandates-functions/  
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 2000 年共和国法第 9003 号「環境配慮型固形廃棄物管理法」 
 2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」 
 2008 年共和国法第 9512 号「環境啓発および教育法」 

 
(5) 予算： 

 DENR（下部組織および地方局も含め全体）の 2020 年会計年度における予算は、254
億 9516 万 8000 ペソである14。そのうち、環境管理局には 32 億 9799 万 6000 ペソが

割り振られている。 
 

(6) SAICM に向けた取り組み15 
 
フィリピンにおける SAICM に向けた主要な取り組みは、以下のとおりである（以下

の情報は 2019 年 12 月 13 日時点のもの）。 
 
1. 鉛を含有する建築用、装飾用および家庭用の塗料、ならびに子ども用製品は、

2017 年 1 月 1 日に廃絶された。2020 年 1 月 1 日までに鉛を含有する産業用の

塗料も廃絶予定である。 
2. GHS について、大量化学品に対する GHS 適用ガイドラインを定める 2017 年

EMB 覚書回覧第 010 号を 2018 年 1 月に公布。 
3. 廃棄物管理について、廃棄物サービス提供事業者および輸送者を監視するため

に許可システムの性能を高めた。 
4. 2017 年に、水銀およびその他の物質に関する化学品管理令のオンライン許可・

監視システム（OPMS）を創設し、データへのアクセスがし易くなり、EMB 中

央局と EMB 地方局間の情報交換が改善した。 
 
 
上記の取り組みがある一方で、フィリピンの環境団体 EcoWaste Coalition は 2019
年 12 月、健全な化学物質管理制度の確立を訴えた。EcoWaste Coalition で化学物質

安全キャンペーンを担当する Thony Dizon 氏は、「人権デーの機をとらえ、我々はす

べてのステークホルダー、特に政府や産業界といった責務を負った関係者らに対し、

化学物質安全に関連する人権保護について自らが負った責任に真摯に取り組むよう

訴えます。」同氏は、フィリピン人権委員会が 2014 年に発行した化学物質安全に関

する 15 項目の人権アジェンダを今一度思い起こすよう求めた。このアジェンダは、

 
14 DENR Approved Budget FY2020（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://www.denr.gov.ph/images/transparency_seal/FY2020_DENR_Budget_GAA.pdf  
15 DENR SAICM（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://intl.denr.gov.ph/index.php/un-conventions/article/7  
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国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）に沿って無害な社会を

構築する取り組みにコミットするよう関係者に促す内容となっている。Dizon 氏は、

「このアジェンダの発行から 5 年が経過しました。この間、鉛入り塗料の段階的廃

止やクロルピリホスとジクロルボスを含む家庭用殺虫剤の禁止、GHS の実施などを

含む政策や規則、プログラムが制定されましたが、依然として人権理事会の勧告と現

実の間には大きな隔たりがあります」と述べた。 
 
 これまでに達成されていない勧告の例として、Dizon 氏は次の事項を挙げた。 
1） 商品の製造から再利用、リサイクル、廃棄に至るプロセス全体にわたって製造業

者の説明責任を高める法律の制定 
2） 強制的かつ市民がアクセス可能な環境汚染物質排出移動届出（PRTR）制度の確

立 
3） 自然で有機的な物質とプロセスを使用した代替農業実務の採用 
4） 有害廃棄物取引の防止および改正バーゼル条約の批准 
5） 「廃棄物ゼロ（zero waste）」資源管理の積極的な推進 
 

EcoWaste Coalition では、SAICM が 2020 年に終了することから、2020 年以降、

化学物質と廃棄物の健全な管理のための強固なフレームワークと行動計画が確実に

構築されるよう、この世界的な流れに参加するよう政府、産業界、市民社会に呼びか

けた。さらに、第 2 回国連環境総会（UNEA）で採択された決議に基づき、2017-2022
年のフィリピン開発計画に化学物質と廃棄物の健全な管理を確実に盛り込むよう政

府に促した。UNEA は加盟国に対し、「国家の持続可能な開発計画プロセス、貧困撲

滅戦略、および関連するセクターの政策に、化学物質と廃棄物の健全な管理を優先事

項として反映する」ことを求めている。 
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【保健省 食品医薬品局】 
 
(1) 組織名： 

 保健省（DOH：Department of Health）16 
  食品医薬品局（FDA：Food and Drug Administration）17 
 

(2) 組織図： 
 

 
食品医薬品局の組織図18 

 
(3) 概要： 

 食品医薬品局（FDA）は、2009 年共和国法第 9711 号「食品医薬品局法（Food and 
Drug Administration Act）」19により再編された組織である（旧組織名：Bureau of Food 
and Drugs）。FDA は、フィリピン国民の健康上の権利を保護および促進するために、

 
16 保健省 HP：https://www.doh.gov.ph/  
17 食品医薬品局 HP：https://www.fda.gov.ph/  
18 食品医薬品局（2020 年 3 月 3 日アクセス）「食品医薬品局の組織図」 
https://ww2.fda.gov.ph/index.php/names-of-officials-position-designation-and-contact-
information/organization-structure （2020 年 2 月 27 日最終更新版） 
19 2009 年共和国法第 9711 号 
https://www.officialgazette.gov.ph/2009/08/18/republic-act-no-9711/  
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製品の安全性、品質、純度および有効性を保障することをミッションに掲げ、2026 年

までに健康製品規制において卓越した、国際的に認められた組織になることを目標と

している。FDA の規制対象には、医薬品や医療機器、食品、化粧品、玩具および家庭

／都市有害物質（HUHS：Household / Urban Hazardous Substances）などが挙げら

れる。 
 

(4) 化学物質管理を所管している部局： 
 
【HUHS 製品規制】 
化粧品規制・研究センター（Center for Cosmetic Regulation and Research） 

【食品添加物規制】 
食品規制・研究センター（Center for Food Regulation and Research） 
 

(5) 予算： 
 DOH の 2020 年会計年度における予算は、426 億 6182 万 6000 ペソである20。 
 

 
 
  

 
20 DOH Financial Plan FY2020（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://www.doh.gov.ph/sites/default/files/transparency%20seal/BED%201%20FY%202020.pdf  
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【労働雇用省 労働安全衛生センター】 
 
(1) 組織名： 

 労働雇用省（DOLE：Department of Labor and Employment）21 
  労働安全衛生センター（OSHC：Occupational Safety and Health Center）22 
 

(2) 組織図： 
 

 
労働安全衛生センターの組織図23 

 
(3) 概要： 

 
 労働安全衛生センター（OSHC）は、1987 年大統領令第 307 号24により創設された

機関で、職場での安全と健康に関する事項を調査および訓練するための国家組織であ

る。また、OSHC は 1991 年 7 月、フィリピンにおける国際安全衛生情報センター（CIS 
Center）に指定され、国際労働機関（ILO）の一部門である「CIS センター」（拠点：

 
21 労働雇用省 HP：https://www.dole.gov.ph/  
22 労働安全衛生センターHP：http://www.oshc.dole.gov.ph/  
23 労働安全衛生センター（2020 年 3 月 3 日アクセス）「労働安全衛生センターの組織図」 
http://www.oshc.dole.gov.ph/transparency-seal/chart  
24 1987 年大統領令第 307 号 
http://www.oshc.dole.gov.ph/transparency-seal/executive-order-no-307  
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スイス ジュネーブ）および「労働安全衛生に関するアジア・太平洋地域プログラム」

（拠点：タイ バンコク）からの情報を受け取り、フィリピン国内の関連組織に発信す

る役割も担っている。 
 
 OSHC は、労働安全衛生に関する継続的な調査や研究を行っており、その他の職務

は以下のとおりである（一部抜粋）。 
 労働安全衛生トレーニングプログラムの計画、策定および実施 
 職場環境の監視および労働者の健康診断の実施 
 個人保護具およびその他の安全装置の標準仕様の試験および設定 
 労働安全衛生に関する政策や基準の策定における、その他の政府組織の支援 

 
(4) 化学物質管理を所管している部局： 

 OSHC には、安全管理課（Safety Control Division）、衛生管理課（Health Control 
Division）および環境管理課（Environmental Control Division）が設けられており、

一体となって職場における化学物質管理を担っている。 
 

(5) 予算： 
フィリピン下院は 2019 年 9 月 5 日付プレスリリース25において、DOLE の 2020 年

会計年度の予算を 19 億ペソ削減したことを発表した。予算管理省（Department of 
Budget and Management）は、140 億 4200 万円を提案した。 

 
 
  

 
25 House Members urge restoration of P1.9B DOLE budget cut（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
http://www.congress.gov.ph/press/details.php?pressid=11723  
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【内務自治省 フィリピン国家警察】 
 
(1) 組織名： 

 内務自治省（DILG：Department of Interior and Local Government）26 
  フィリピン国家警察（PNP：Philippine National Police）27 
 

(2) 組織図： 
 

 

内務自治省の組織図28 
 

(3) 概要： 
 内務自治省（DILG）は、平和と秩序を促進し、公共の安全を保障し、積極的な人々

の参画を通した地方政府のキャパシティーなどを強化する責務を負う。 
 
目標： 
 平和的で、安全で、自立的な地域社会の形成 
 ガバナンスや社会経済発展、環境管理における地方政府の能力向上 

 
26 内務自治省 HP：https://www.dilg.gov.ph/  
27 フィリピン国家警察 HP：http://www.pnp.gov.ph/  
28 内務自治省（2020 年 3 月 20 日アクセス）「内務自治省の組織図」 
https://www.dilg.gov.ph/page/Organizational-Structure/22 （2018 年 3 月最終更新版） 
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 平和と秩序の状態の維持と公共の安全の保障 
 

(4) 化学物質管理を所管している部局： 
フィリピン国家警察 銃器爆発物局（FEO：Firearms and Explosives Office） 
 フィリピン国家警察（PNP）では、爆発物または爆発物の原料の製造のために使用さ

れうる化学物質の規制を所管しており、これらの化学物質を輸入する場合（※輸入者の

所在がマニラ首都圏の場合）は、銃器爆発物局（FEO）の局長を通じて、PNP の長官

に申請書を提出しなければならない。 
 

 
フィリピン国家警察の組織図29 

 
(5) 予算： 

 フィリピン国家警察（PNP）の 2020 年会計年度における予算は、1873 億ペソであ

る30。 
  

 
29 フィリピン国家警察（2020 年 3 月 3 日アクセス）「フィリピン国家警察の組織図」 
http://www.pnp.gov.ph/index.php/about-us/organizational-structure  
30 President Duterte signs P4.1 trillion 2020 national budget（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://www.dbm.gov.ph/index.php/secretary-s-corner/press-releases/list-of-press-releases/1589-
president-duterte-signs-p4-1-trillion-2020-national-budget  
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【財務省 税関局】 
 
(1) 組織名： 

 財務省（DOF：Department of Finance）31 
  税関局（BOC：Bureau of Customs）32 
 

(2) 組織図： 

 
財務省の組織図33 

 
(3) 概要： 

 財務省（DOF）は政府の健全な財政政策の管理を担う組織であり、フィリピン国民の

福祉の向上および経済成長と安定性を促進する政府プログラムへの資金拠出を徹底す

る歳入政策を策定する。大統領令第 127 号、第 127-A 号および第 292 号に基づき、

 
31 財務省 HP：https://www.dof.gov.ph/  
32 税務局 HP：http://customs.gov.ph/  
33 財務省（2020 年 3 月 3 日アクセス）「財務省の組織図」 
https://www.dof.gov.ph/about/structure-leadership/  
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DOF は以下の職責を負う。 
 
 他の政府組織・機関と協力し、財政政策の策定、制度化および管理 
 政府の財政源の創出および管理 
 すべての地方政府ユニットの歳入運用の監視 
 公債、内国債または外債の見直し、承認および管理 
 政府が所有および管理する法人や資産の合理化、民営化および国民への説明責任 

 
(4) 化学物質管理を所管している部局： 

税関局 環境保護・コンプライアンス課（EPCD：Environmental Protection and 
Compliance Division） 
 
 税関局（BOC）の環境保護・コンプライアンス課（EPCD）は、2019 年税関覚書令

第 38 号34により、「環境保護ユニット（Environmental Protection Unit）」から格上げ

され「課（Division）」として再編された組織であり、その目的は他国からの有害廃棄

物やその他の廃棄物の不法侵入に対処することである。また、EPCD の役割として、

１）有害物質、廃棄物、核廃棄物、リサイクル可能製品、または DENR が管轄する規

制物質の積荷の処理の監視、２）税関近代化･関税法（CMTA：Customs Modernization 
and Tariff Act）35および環境法令に違反する物品を含む疑いのある貨物に対する警告

命令、および供託前管理命令の発行の勧告、３）環境法令やその他の適用される法律、

規則類に関して、事案を調査し、CMTA 違反の起訴に関する勧告の実施、なども挙げ

られる。 

 
34 2019 年税関覚書令第 38 号 
http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2019/08/cmo-38-2019-
Institutionalizing_Environmental_Protection_and_Compliance_Division.pdf  
35 財務省（2020 年 3 月 3 日アクセス）「税関近代化･関税法」 
https://www.dof.gov.ph/issuances/cmta_irr/  
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税関局の組織図36 
 

(5) 予算： 
 財務省（DOF）の 2020 年会計年度における予算は、172 億 9000 万ペソである。2019
年度と比較すると 8%減少している（2019 年会計年度の予算は、188 億 9000 万ペソ）

37。 
 

  

 
36 税関局（2020 年 3 月 3 日アクセス）「税関局の組織図」 
http://customs.gov.ph/organizational-chart/  
37 2020 DOF budget to help accomplish goal of fiscal stability and inclusive growth（2020 年 3 月 3 日

アクセス） 
https://www.dof.gov.ph/2020-dof-budget-to-help-accomplish-goal-of-fiscal-stability-and-inclusive-
growth/  
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2.2 化学物質一般 

 
制定の経緯 
 
 化学物質管理に対応する基本的な法令は、以下のとおりである。 
 

 1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害および核廃棄物管理法」38 
（Toxic Substances and Hazardous and Nuclear Wastes Control Act of 1990） 
 
 1990 年 10 月 26 日制定。環境天然資源省（DENR）が所管し、有害物質と核廃棄物

の輸入、製造、処理、流通、使用、輸送、販売、保管、廃棄について管理、義務要件を

規定することにより、有害物質によるリスクから公衆衛生と環境を保護することを目

的としている。 
 

 1992 年 DENR 行政命令第 29 号「共和国法第 6969 号の実施規則」39 
（Implementing Rules and Regulations of Republic Act No. 6969） 
 
 1992 年 7 月 6 日、1990 年共和国法第 6969 号の実施規則として制定。人体または環

境に危険なリスクや損害を引き起こす化学物質および混合物の輸入、製造、加工、販売、

流通、使用、廃棄の制限または禁止を規制することを目的としている。本規則では、有

毒化学物質に加えて、有害廃棄物および核廃棄物に関する規定が定められており、また、

機密情報の取扱いや違反行為に対する罰則規定も設けられている。 
 日本の化審法と同様に、既存化学物質リストを整備し、これに収載されていないもの

に関しては、新規化学物質として事前の届出手続きを定めている。また、本規則では、

急性毒性も対象としている。 
 
 フィリピンでは、1990 年共和国法第 6969 号およびその実施規則に基づき、以下のよう

な化学物質管理体制が整えられている。 
 

 既存化学物質インベントリ（PICCS：Philippine Inventory of Chemical Substances） 
 
 1992 年 DENR 行政命令第 29 号の第 14 条（化学物質インベントリ）の規定に基づ

 
38 1990 年共和国法第 6969 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/06/RA-6969-DENR.pdf  
39 1992 年 DENR 行政命令第 29 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-1992-29-IRR-of-6969-1.pdf  
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く、フィリピンにおいて使用、販売、流通、輸入、加工、製造、貯蔵、輸出、処理また

は輸送されているすべての既存化学物質のインベントリ 
 

 製造前および輸入前届出（PMPIN：Pre-Manufacturing and Pre-Importation 
Notification） 

 
1992 年 DENR 行政命令第 29 号の第 17 条（新規化学品の申告）の規定に基づく、

PICCS に未収載の化学物質を年間 1000kg 超えて、商業的に製造または輸入する場合

に必要な事前届出。化審法のような新規化学物質の事前審査制度である。 
 

 少量新規化学物質輸入申請（SQI：Small Quantity Importation） 
 
 1992 年 DENR 行政命令第 29 号の第 22 条（免除）の規定に基づく、実験または研

究目的および開発目的のために年間 1000 kg 以下の新規化学物質の製造または輸入に

対して適用される申請手続き40。 
 

 優先化学品リスト（PCL：Priority Chemicals List） 
 
 1992 年 DENR 行政命令第 29 号の第 19 条（優先化学品リスト）の規定に基づく、

リスク（危険性および暴露）ベースで選定された優先化学物質のリスト。 
 

 化学品管理令（CCO：Chemical Control Order） 
 
 1992 年 DENR 行政命令第 29 号の第 22 条（免除）の規定に基づく、PCL に指定さ

れた物質のうち、公衆の健康、職場および環境に対して不当なリスクを呈する化学物質

に対する規制を定めた法令。 
 
 
 1990 年共和国法第 6969 号およびその実施規則、ならびに上記の化学物質管理体制に関

する詳細規定は、次項に記述する。 
  

 
40 2003 年 10 月 2 日付 EMB 回覧「SQI に関するガイドライン」（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/EMB-MEMO-2003-SQI.pdf  
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現行の法令の内容 
 
 1990 年共和国法第 6969 号およびその実施規則の概要は以下のとおりである41。 
 
法令名 1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害および核廃棄物管理法」 

Toxic Substances and Hazardous and Nuclear Wastes Control Act of 1990 
URL http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/06/RA-6969-DENR.pdf 
目的 健康または環境に対して不当なリスクや危害を呈する、有害廃棄物や核廃棄物

を含む化学物質および混合物の輸入、製造等を規制、制限または禁止すること

（第 4 条）。 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 

【DENR の職務、権限および職責（第 6 条）】 
DENR は本法の所轄当局であり、以下の職務、権限および職責を有する。 

 既存化学物質インベントリ（PICSS）の整備 
 人の健康または環境に不当なリスクや危害を呈する可能性があると判断さ

れる化学物質について試験を要求すること 
 毒性等を調べる試験を実施済みの化学物質の特性を評価すること 
等 

規制対象

物質 
【有害物質の定義（第 5 条(f)）】 
1） 急性毒性（経口、吸入または経皮）、腐食性、皮膚および眼接触危険性、引

火性、爆発性を有する物質 
2） 反復曝露による慢性毒性、発がん性を含む長期の環境影響（急性曝露によ

っても生じる可能性はあるが、ここでは長期潜在的なもの）、生分解によっ

て無毒化せず地下および地表水を汚染する、あるいは悪臭のような不快な

性質を有する物質 
規制内容 【PMPIN（第 8 条）】 

新規化学物質または混合物を製造、加工または輸入する者は、その行為を始

める前に、以下の情報を提出しなければならない。 
 化学物質または混合物の名称 
 化学品を一義的に識別する名称 （chemical identity）および分子構造 
 予定する使用用途 
 想定される製造量、輸入量、加工量または廃棄量 
 人の健康および環境への影響に関する試験データ 

 

 
41  NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 2 日アクセス） 
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法令名 1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害および核廃棄物管理法」 
Toxic Substances and Hazardous and Nuclear Wastes Control Act of 1990 
【PMPIN の対象外とする化学物質（第 11 条）】 
以下の化学物質または混合物の製造には、事前製造届出の規定を適用しない。 

 PICCS に収載の化学物質または混合物 
 実験、研究または開発目的で少量のみ製造されるもの 
 人の健康および環境への不当なリスクを有さない化学物質および混合物 
 一時的に存在し、他の化学物質を製造する際または他の化学物質を混合す

る際の化学反応の結果として存在する化学物質および混合物のような人ま

たは環境への暴露が無いもの 
 
 
法令名 1992 年行政命令第 29 号「1990 年共和国法第 6969 号の実施規則」 

DAO1992-29 “Implementing Rules and Regulations of RA 6969” 
URL http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-1992-29-IRR-

of-6969-1.pdf  
目的 人の健康や環境への不当なリスクまたは危害を有する化学物質および混合物の

輸入、製造、加工、取扱い、保管、輸送、販売、流通、使用および廃棄を規制、

制限または禁止するため（第 2 条） 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
 PICCS 未収載の新規化学物質 
 優先化学品リスト（PCL）に収載の化学物質 

 収載された化学物質は、公衆の健康や労働環境、環境に不当なリスクを

もたらすと DENR が判定した物質または物質群である。2005 年 DENR 行

政命令第 27 号「優先化学品リスト（第 2 版）」42では 48 項目指定されてい

る。2018 年 5 月には、「優先化学品リスト（第 3 版）に関する行政命令案」

が公開された。 
【PCL：選定理由】43 
リスク（危険性および曝露）ベースで選定されている。 

 ハザード：毒性（急性致死性、慢性または亜致死性毒性、催奇形性、

発がん性）、 難分解性（水、堆積物、土壌、または空気中での半減

期が 50 日を超える）、生物蓄積性  

 
42 2005 年 DENR 行政命令第 27 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2005-27-PCL-List.pdf  
43 NITE（2010）アジア諸国における化学物質管理制度の現状に関する調査－フィリピン引用 
http://www.nite.go.jp/chem/kanren/asia_kanren/asia_kanren_h22-02.html（2020 年 3 月 2 日アクセ

ス） 
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法令名 1992 年行政命令第 29 号「1990 年共和国法第 6969 号の実施規則」 
DAO1992-29 “Implementing Rules and Regulations of RA 6969” 

 曝露：フィリピン固有の状況（用途、管理、生産量、排出割合、労

働曝露、廃棄方法） その他：技術的および経済的実行可能性 
 
 化学品管理令（CCO）対象物質 

 2020 年 2 月末現在までに、公布されている CCO は以下のとおりである。 
法令番号 対象物質 

2019 年 DENR 行政命令第 20 号44 水銀および水銀化合物 
1997 年 DENR 行政命令第 39 号 シアン化物およびシアン化合物 
2000 年 DENR 行政命令第 02 号 アスベスト 
2004 年 DENR 行政命令第 01 号 ポリ塩化ビフェニル 
2013 年 DENR 行政命令第 24 号 鉛および鉛化合物 
2013 年 DENR 行政命令第 25 号 オゾン層破壊物質 
2019 年 DENR 行政命令第 17 号 ヒ素およびヒ素化合物 
※CCO 案が審議中の物質：六価クロム、カドミウム 
【CCO：選定理由】 
リスク（危険性および曝露）ベースで選定されている。PCL 収載物質の中

から、人の健康や環境に不当なリスクをもたらすと判断された物質が対象。

流通量なども考慮されている。 
規制内容 【有毒化学物質（第 2 編）】 

第 IV 章：化学物質インベントリ 
 既存化学物質インベントリ（PICCS）の整備（第 14 条） 

 
 新規化学物質の製造前および輸入前届出（PMPIN）制度（第 15 条） 

 
 優先化学品リスト（PCL）（第 19 条）に収載の化学物質を使用、製造また

は輸入するためには、PCL 遵守証明書を EMB 中央局に提出しなければな

らない。また、対象事業を行う者は、EMB へ年次報告書等を提出しなけれ

ばならない。 
 
 化学品管理令（CCO）（第 20 条）による、人の健康や環境に対して不当な

リスクを与える可能性のある化学品および化学物質の規制が定められてい

る。DENR が対象物質を決定し、その物質の使用、製造、輸入、輸送、加

 
44 本行政命令の公布により 1997 年 DENR 行政命令第 38 号は廃止された。 
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法令名 1992 年行政命令第 29 号「1990 年共和国法第 6969 号の実施規則」 
DAO1992-29 “Implementing Rules and Regulations of RA 6969” 

工、保管および廃棄への規制を定めるほか、段階的廃止や代替が課される

ものもある。 
 
 1990 年共和国法第 6969 号およびその実施規則により整備された化学物質管理体制

（PICCS、PMPIN、SQI、PCL、CCO）について、以下に記述する。 
 
 
【既存化学物質インベントリ（PICCS）】 
 
 PICCS は以下で構成されており、企業からの情報提供に基づき EMB が整備し、2000 年

より公開している（2020 年 2 月末現在までに 2000 年版、2002 年版、2005 年版、2008 年、

2011 年版、2013 年版、2015 年版、2017 年版が公表されており、適宜更新している）。PICCS
には、化学物質名および CAS 番号、IUPAC 命名法による名称などの情報が含まれている。 
 
 フィリピンで製造、使用および輸入された物質として 1993 年 12 月 31 日までに申請

された化学物質 
 製造前および輸入前届出（PMPIN）が提出された新規化学物質 

 
 2014 年 EMB 覚書回覧第 001 号「化学品および化学物質インベントリ」45の第 3 条では、

PICCS のオンラインデータベースを開設し、毎年更新リストを公表すると規定されている。

PICCS のオンラインデータベース（2017 年版）46は開設されているが、毎年のリストの更

新は徹底されていない。また、技術的な問題により、以下の物質は PICCS には収載済みで

あるが、本データベースには盛り込まれていないという。 
 

CAS 番号 化学物質名 
1043888-25-0 Hexanedioic acid, mixed 4-methyl-2-propylhexyl and 5-methyl-2-

propylhexyl and 2-propylheptyl esters 
121-92-6 3-Nitrobenzoic acid 
1452389-83-1 Heptene, tridecaflouromethoxy 
1465004-85-6 Cyclopentanol, 1-ethyl-2-(3-methylbutyl)- 
1631145-48-6 Cyclohexanol, 4-ethylidene-2-propoxy 

 
45 2014 年 EMB 覚書回覧第 001 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/EMB-MC-2014-001-PICCS.pdf  
46 PICCS オンラインデータベース（2017 年版） 
http://119.92.161.2/internal/CasREgistry.aspx  
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CAS 番号 化学物質名 
197251-57-3 2-(4-ethoxy-2-hydroxyphenyl)-2H-benzotriazole 
34902-57-3 Globalide 
4912-58-7 Benzenemethanol, 3-ethoxy-4-hydroxy- 
4912-58-7 2-Ethoxy-4-(hydroxymethyl)phenol (Ethyl Vanillyl Alcohol) 
60207-90-1 1H-1,2,4-Triazole, 1-[[2-(2,4-dichlorophenyl)-4-propyl-1,3-dioxolan-2-

yl]methyl]- 
6100-05-6 Potassium Citrate (Potassium citrate, tribasic) 
67845-50-5 3,7-nonadien-2-ol, 4,8-Dimethyl- 
73246-99-8 fatty acids, montan-wax, mixed esters with adipic acid and 

trimethylolpropane 
75641-02-0 2-[(1,3-dihydro-1,3-dioxo-2H-isoindol-2-yl)methyl]-5,12-

dihydroquino[2,3-b]acridine-7,14-dione 
857892-58-1 Oxirane, 2-[[(2-ethylhexyl)oxy]methyl]-, reaction products with 

polyethylene glycol ether with 2,4,7,9-tetramethyl-5-decyne-4,7-diol 
(2:1) 

954107-45-0 2-propenoic acid, 2-methyl-, C12-22-alkyl esters, homopolymers 
98171-53-0 Butanoic acid, 4-amino-4-oxosulfo-, N-coco alkyls derivs., monosodium 

salts, compds. with triethanolamine 
 
 PICCS 収載の有無の確認は、以下の方法で可能である。 
 
①. PICCS のオンラインデータベースにて検索（CAS 番号検索）。 

http://119.92.161.2/internal/CasREgistry.aspx にアクセスすると、以下の画面に移

り、検索ができる。 
 

 
PICCS のオンラインデータベース検索画面 
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②. EMB への問い合わせ（フィリピン国内の製造者、輸入者および使用者のみ可） 
ただし、1992 年行政命令第 29 号の第 40 条「情報の秘密性」において、「秘密保持を

要請した者の書面による承諾がある場合を除き、如何なる情報の開示も行われない」と

規定されている。 
 
 2017 年版の PICCS データベースに収載の物質数は確認できなかったが、2015 年版では、

47,079 物質が収載されていた。 
 
 
【製造前および輸入前届出（PMPIN）】 
 
 PICCS に未収載の化学物質を年間 1000 kg 超えて、商業的に製造または輸入する場合に

必要な事前届出制度であり、フィリピン国内の製造者および輸入者のみ PMPIN の申請を

提出することができる。PMPIN には、フィリピンと同様の化学物質の審査手続きを有する

国（日本、米国、EU、カナダ、韓国、オーストラリアなど）において管理を受けずに使用

されている物質、および、これらの国の既存化学物質インベントリに収載されている新規化

学物質（フィリピン側から見た場合）を対象とした「簡易（Abbreviated）PMPIN」とそれ

以外の物質を対象とした「詳細（Detailed）PMPIN」の二通りの方法がある。日本の化審

法における新規化学物質の事前審査制度は PMPIN と同等のものとして認められており、

既存化学物質名簿に収載された物質と日本で届出された物質については、簡易 PMPIN の

対象とされる。 
 簡易 PMPIN の場合、試験データを作成する代わりに、GHS の様式に従い所有するデー

タを整理し、提出することが求められる。一方、詳細 PMPIN の場合は、要求される試験デ

ータの提出（物理的および化学的特性、有害性および生態学的情報）が必要であるが、一部

の試験は省略または代替が可能である。なお、PMPIN の申請はオンラインシステム「Online 
Permitting and Monitoring System」47より行わなければならない。 
 PMPIN の審査には、90 日から 180 日を要する。審査終了後、当局よりクリアランスを

付与されことで、製造および輸入することができる。、また、製造および輸入に先立ち、開

始届出（Notice of Commencement）を提出しなければならない。PMPIN の審査の結果、

認められた新規化学物質は、PICCS に収載される。 
 
 2019 年 11 月 8 日、2019 年 DENR 行政命令第 18 号「PMPIN におけるポリマーおよび

低懸念ポリマー（PLC）の免除」48が制定された。本行政命令は PMPIN のポリマーに対す

 
47 Online Permitting and Monitoring System（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://opms.emb.gov.ph/accounts/login/  
48 2019 年 DENR 行政命令第 18 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201918Polymer.pdf  
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る免除のための詳細を規定するものであり、対象となるポリマーの条件、免除申請に必要な

手続きなどが記載されている。また、付属書 1 には反応性官能基（RFG：reactant functional 
group）のリストが、付属書 2 には反応体のリストが掲載されている。 
 
 適用対象： 

PICCS に未収載のポリマーおよび PLC に適用される。PLC の定義は以下とする。 
— ポリマーの定義を満たす。 
— 本行政命令のセクション 4.4a または 4.4b の条件を満たす（詳細については下

記参照）、かつ 
— 不安定性、分解性、腐食性または解重合性を有していない。 

 
 PMPIN 免除基準： 

 PMPIN が免除されるためには以下のいずれかの基準を満たしていること。 
1. ポリマーを構成する全てのモノマーが PICCS に収載されている。 
2. PICCS 未収載のモノマーおよびその他の反応体（架橋結合剤、連鎖移動剤、後重

合反応体を含む）が重量比で全体の 2％未満であるポリマー。 
3. 重量比で上位の 2つ以上のモノマーがPICCSに収載されている別のポリマーの定

義に含まれるような新たなポリマー。 
4. PLC の場合には、以下のいずれか 1 つに分類されていること。 

 
a. 以下の特性のポリマー 

 数平均分子量（NAMW）が 10,000 Da 以上 
 分子量 1,000 Da 未満のオリゴマー含有率が 5%未満、且つ分子量 500Da

未満のオリゴマー含有率が 2%未満；且つ 
 カチオンポリマーの場合、FGEW（官能基当量）は 5,000Da 以上である

こと。 
 

b. 以下の特性のポリマー 
 NAMW が 1,000 Da 以上且つ 10,000 Da 未満 
 分子量 1,000 Da 未満のオリゴマー含有率が 25%未満、且つ分子量 500 

Da 未満のオリゴマー含有率 10%が未満；且つ 
 RFG（反応性官能基）が重量比で 2%を超えない。 

 
 申請要件： 

1. 正式に作成され、公証された「ポリマー免除申請フォーム」 
2. ポリマーに関する情報（具体的な化学物質名称、化学構造、CAS 番号（可能であ
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れば）、用途など） 
3. ポリマー単独、またはポリマーが成分の一部となっている混合物／製品としての

安全性データシート（SDS） 
4. ポリマーの 100％組成情報（モノマーおよびその他の反応体の CAS 番号を含む） 
5. ポリマーが、本行政命令のセクション 4 の条件を満たしていることを証明するデ

ータ（GPC データ、IR 分光法またはその他の手法） 
6. 適正な公文書による企業機密情報（CBI）の申請 
7. 手数料（1500 フィリピンペソ） 

 
 
【少量新規化学物質輸入申請（SQI）】 
 

SQI は、実験または研究目的および開発目的のために年間 1000 kg 以下の新規化学物質

の製造または輸入に対して、PMPIN の過程が免除される代わりに適用される申請手続きで

ある。試験データは不要であり、化学物質名や CAS 番号、取扱量および SDS などの情報

を届け出る必要がある。手続きの処理は、EMB の地方局が担当している。2016 年 EMB 覚

書回覧第 011 号49では、SQI クリアランスは、毎年更新を行う必要があり、最大 5 年まで延

長することができる。その後は、PMPIN 申請の手続き要件が適用される。また、輸入者に

関しては、年間の輸入量を記録し報告書にまとめ、EMB の中央局に提出しなければならな

い。 
 
 
【優先化学品リスト（PCL）】 
 
 PCL は 2005 年行政命令第 27 号50により定められている。優先化学品リストに収載の化

学品の使用者、輸入者および製造者は、以下の要件を順守することを要求される。なお、使

用者、輸入者および製造者が本行政命令の規定を違反した場合、違反行為があった項目数に

応じて、罰金が科せられる。 
 
 毎年 1 月 31 日までに、年次報告書を EMB 中央局に提出すること。 
 有害廃棄物登録用紙を記入し、EMB 地方局に提出すること。 
 登録および年次報告書は、DENR が定める仕様に則り、規定の料金を添えて提出する

こと。 

 
49 2016 年 EMB 覚書回覧第 011 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/MC-2016-011.pdf  
50 2005 年行政命令第 27 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2005-27-PCL-List.pdf  
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 PCL には以下の物質が収載されている。 
 
No. CAS No. PICCS 名 CAS 名/INDEX 名 
1 108-90-7 1,4-CHLOROBENZENE Benzene,chloro- 
2 106-93-4 1,2-DIBROMOETHANE Ethane,1,2-dibromo 
3 95-50-1 0-DICHLOROBENZENE Benzene,1,2-dichloro 

4 106-46-7 1,4-DICHLOROBENZENE Benzene,1,4-dichlro- 
5 107-06-2 1,2-DICHLOROETHANE Ethane, l,2-dichloro- 
6 122-66-7 1,2 DIPHENYLHYDRAZINE Hydrazobenzene 
7 108-46-3 3-HYDROXYPHENOL 1,3-Benzenediol 
8 7647-18-9 ANTIMONY  

PENTACHLORIDE 
Antimony chloride 

9 7440-38-2 ARSENIC COMPOUNDS Arsenic 
10 1332-21-4 ASBESTOS Asbestos 
11 71-43-2 BENZENE Benzene 
12 7440-41-7 BERYLLIUM COMPOUNDS Beryllium 
13 7440-43-9 CADMIUM COMPOUNDS Cadmium  
14 56-23-5 CARBON 

TETRACHLORIDE** 
 

15 General Name CHLORINATED ETHERS  
16 General Name CHLOROFLUORO 

CARBONS** 
 

17 67-66-3 CHLOROFORM Trichloromethane 
18 76-06-2 CHLOROPICRIN. Methane, trichloronitro  
19 18540-29-9 CHROMIUM COMPOUNDS Chromium 
20 ,57-12-5 CYANIDE COMPOUNDS Cyanide 
21 64-67-5 DIETHYL SULFATE Sulfuric acid,diethyl ester 
22 106-93-4 ETHYLENE DIBROMIDE  1,2 Dibromoethane 
23 75-21-8 ETHYLENE OXIDE Oxirane 
24 111-30-8 GLUTARALDEHYDE Pentanedial 
25 50-00-0 FORMALDEHYDE Formaldehyde  
26 9002-83-9 HALONS**   Ether, 

chlorotrifluorohomopolymer 
27 118-74-1 HEXACHLOROBENZENE Benzene, hexachloro 
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No. CAS No. PICCS 名 CAS 名/INDEX 名 
28 67-72-1 HEXACHLOROETHANE Ethane, hexachlom 
29 302-01-2 HYDRAZINE Hydrazine 
30 7439-92-1 LEAD COMPOUNDS Lead  
31 149-30-4 MBT 2(3H)-Benzothiazolethione 
32 594-42-3 MERCAFTAN, 

PERCHLOROMETHYL 
Methanesulfenyl chloride, - 
trichloro- 

33 7439-97-6 MERCURY COMPOUNDS Mercury 
34 74-87-3  METHYL CHLORIDE Methane, chloro 
35 75-09-2 METHYLENECHLORIDE Methylene,dichloro 
36 2385-85-5 MIREX  
37 87-86-5 PENTACHLOROPHENOL Phenol, pentachloro 
38 127-18-4 PERCHLROETHYLENE Ethene, tetrachloro 
39 108-95-2 PHENIC ACID Phenol 
40 75-44-5  PHOSGENE  Carbonyl chloride/ 

Carbonicdichloride 
41 85-44-9 PHTHALIC ANHYDRIDE 1,3 Isobenzofurandione 
42 59536-65- 1  POLYBROMINATED 

BIPHENYLS 
Fire Master BP6 

43 1336-36-3 POLYBROMINATED 
BIPHENYLS 

1,l-Biphenyl chloroderivatives 

44  1,1,1 -TRICHLOROETHANE**  
45 79-01-6 TRICHLOROETHYLENE Ethene, trichloro 
46  TRIBUTYLTIN  
47 7782-49-2 SELENIUM Selenium 
48 75-01-4  VINYL CHLORIDE  C hloroethylene  
**：Trichloroethane、Chlorofluoro Carbons、および Halons は、オゾン層破壊物質に属す

る。 
 
 
【化学品管理令（CCO）】 
 
 PCL に収載の化学物質のうち、特に、公衆の健康または環境に対して不当なリスクを与

える可能性のある化学物質に対しては、その使用、製造および輸入等を規制する COO が定

められている。2020 年 2 月末現在、以下の CCO が公布されている。 
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 2019 年 DENR 行政命令第 20 号 ：水銀および水銀化合物51 
 1997 年 DENR 行政命令第 39 号：シアン化物およびシアン化合物52 
 2000 年 DENR 行政命令第 02 号：アスベスト53 
 2004 年 DENR 行政命令第 01 号：ポリ塩化ビフェニル54 
 2013 年 DENR 行政命令第 24 号：鉛および鉛化合物55 
 2013 年 DENR 行政命令第 25 号：オゾン層破壊物質56 
 2019 年 DENR 行政命令第 17 号：ヒ素およびヒ素化合物57 

 
 2019 年には、ヒ素（新規）および水銀（改正）に関する化学品管理令がそれぞれ公布さ

れており、以下に概要を記述する。 
 
法令名 2019 年行政命令第 17 号「ヒ素およびヒ素化合物に関する化学品管理令」 

DAO2019-17 “CCO for Arsenic and Arsenic Compounds” 
URL http://chemical.emb.gov.ph/wp-

content/uploads/2019/11/DAO201917Arsenic.pdf  
目的 a. 産業工程で使用されるヒ素およびヒ素化合物の人の健康および環境への暴

露リスクを削減するため 
b. ヒ素およびヒ素化合物の毒性、および技術的に優れた且つより安全な代替

物の利用可能性に関する周知を広めるため 
c. ヒ素およびヒ素化合物の使用によるリスクを抑制するための適切なプログ

ラムの実施枠組みを策定すること 
d. 労働者のヒ素への暴露を減らすために、産業施設における潜在的なヒ素の

放出または暴露を特定するためのガイドラインを提供すること 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
ヒ素およびヒ素化合物 
 ただし、以下の生産または製造において禁止される。 

 
51 2019 年 DENR 行政命令第 20 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201920MERCURY.pdf  
52 1997 年 DENR 行政命令第 39 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-1997-39-CCO-Cyanide.pdf 
53 2000 年 DENR 行政命令第 02 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2000-02-CCO-Asbestos-1.pdf  
54 2004 年 DENR 行政命令第 01 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2004-01-CCO-PCB.pdf  
55 2013 年 DENR 行政命令第 24 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2013-24-CCO-Lead.pdf  
56 2013 年 DENR 行政命令第 25 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2013-25-CCO-ODS-Revision.pdf  
57 2019 年 DENR 行政命令第 17 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201917Arsenic.pdf  
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法令名 2019 年行政命令第 17 号「ヒ素およびヒ素化合物に関する化学品管理令」 
DAO2019-17 “CCO for Arsenic and Arsenic Compounds” 
 肥料 
 殺虫剤および木材防腐剤 
 化学兵器 

規制内容 【適用対象者】 
輸入者、流通者、製造者、加工事業者、産業用使用者、輸送者、処分施設、研

究施設 
 
【要件および手続き】 
以下の要件および手続きが、ヒ素およびヒ素化合物の輸入、製造または流通

を行う個人あるいは企業体、ならびに許可された使用者に課せられる。 
 
 登録および許可： 

以下に該当する者は、登録書式（付表 A）に必要事項を記入し、EMB に

提出して登録を行うこと。 
— 新規で輸入、製造、流通および産業用使用を行う個人または企業体 
— 輸入、製造、流通および産業用使用を行う、既存の PCL 遵守証明書を

取得している個人または企業体（※申請は、本行政命令の施行日から

30 営業日の間で行うこと。） 
— ヒ素含有廃棄物の輸送、リサイクル、処理、保管および廃棄に従事する

個人または企業体 
 
 情報要件： 

ヒ素またはヒ素化合物を輸入する個人または企業体は、輸入日の最低 30
営業日前までに申請書（付表 B）に記入し、EMB より輸入クリアランスを

取得しなければならない。輸入クリアランスの有効期限は、6 ヵ月間であ

る。 
 
 要求書類： 

上記の登録および輸入クリアランス（輸入クリアランスの更新も含む）

の申請者は、申請時に以下の書類も提出すること。 
— 有害廃棄物排出者 ID や排出許可書、操業許可書、環境遵守証明書

（ECC）などの環境許可書の写し 
— 証券取引委員会または貿易産業省（DTI）の登録書の写し 
— 営業許可書の写し 
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法令名 2019 年行政命令第 17 号「ヒ素およびヒ素化合物に関する化学品管理令」 
DAO2019-17 “CCO for Arsenic and Arsenic Compounds” 

— 製造企業から入手した安全性データシート（SDS）の写し 
— ヒ素およびヒ素化合物管理計画書（付表 C 参照） 
— 緊急時対応計画書 
— 保管施設の写真 
— 損害賠償責任の公正証書 
— 公害管理者（PCO）認定証の写し 
— 最新の自己モニタリング報告書 

 
 ラベル表示： 

GHS に関する規定を定めた「2015 年 DENR 行政命令第 009 号」および

「2015 年 EMB 覚書回覧第 011 号」のラベル要件を遵守すること。また、

廃棄物へのラベル表示は、有害廃棄物管理の手順と基準を定めた「2013 年

DENR 行政命令第 22 号」に準拠すること。 
 
その他、製造、トレーニング、取り扱い、保管、輸送、処理、処理施設、代替

および段階的廃止計画に関する規定が定められている。また、本行政命令に基

づき、環境天然資源省が入手した記録、報告書または情報については、1990 年

共和国法第 6969 号のセクション 12 に則り公開される（組成成分や生産方法、

生産プロセス、流通網などの企業秘密情報（CBI）は開示されない）。 
 
 本規定に違反した場合、1992 年 DENR 行政命令第 29 号のセクション 41 お

よび 43 に基づく行政処分および刑事制裁、ならびに 2005 年 DENR 覚書回覧

第 003 号に規定の罰金が科せられる。 
 
 
法令名 2019 年行政命令第 20 号「水銀および水銀化合物に関する化学品管理令」 

DAO2019-20 “CCO for Mercury and Mercury Compounds” 
URL http://chemical.emb.gov.ph/wp-

content/uploads/2019/11/DAO201920MERCURY.pdf  
目的 水銀および水銀含有製品のライフサイクル全般（輸入、製造、輸送、取扱、保

管、処分）に関する管理要件を規定すること 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
水銀および水銀化合物 
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法令名 2019 年行政命令第 20 号「水銀および水銀化合物に関する化学品管理令」 
DAO2019-20 “CCO for Mercury and Mercury Compounds” 

規制内容 【適用対象者】 
 水銀および水銀含有製品の輸入者、流通者、製造者、産業利用者、研究施設廃

棄物輸送者および処理保管処分施設 
 
【使用禁止用途】 
 零細小規模金採掘（ASGM）、ならびに、その他の関連事業および 2012 年大

統領令第 79 号「フィリピン国内での鉱業産業政策および環境保護に関する法

令文書」で規制される鉱業事業において、水銀、水銀化合物および水銀含有製

品の使用は禁止される。 
 
【段階的廃止スケジュール】 
水銀含有製品の輸入、製造、使用、流通および保管については、本行政命令の

付属書 1 に則り段階的に廃絶する。対象製品は以下のとおりで、いずれも 2022
年から禁止となる。 
 
 電池（ただし、水銀含有量 2%未満のボタン形亜鉛酸化銀電池および水銀含

有量 2%未満のボタン形空気亜鉛電池を除く） 
 スイッチおよび継電器（ただし、極めて高い正確さの容量および損失を測

定するブリッジならびに監視および制御のための装置に用いる高周波無線

周波数のスイッチおよび継電器であって、ブリッジ、スイッチまたは継電

器当たりの水銀含有量が最大 20mg のものを除く） 
 発光管当たりの水銀含有量が 5mg を超える 30 W 以下の一般的な照明用の

コンパクト蛍光ランプ（CFLs） 
 以下の条件を満たす一般的な照明用の直管蛍光ランプ（LFLs） 

— 電球当たりの水銀含有量が 5 mg を超える 60 W 未満の三波長形蛍光

体を使用したもの 
— 電球当たりの水銀含有量が 10 mg を超える 40 W 以下のハロリン酸系

蛍光体を使用したもの 
— 一般的な照明用の高圧水銀蒸気ランプ（HPMV） 
— 次のものに該当する電子ディスプレイ用の冷陰極蛍光ランプ（CCFL）

および外部電極蛍光ランプ（EEFL） 
— 電球当たりの水銀含有量が 3.5 mg を超え、および長さが 500 mm 以

下のもの 
— 電球当たりの水銀含有量が 5 mg を超え、および長さが 500 mm 超
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法令名 2019 年行政命令第 20 号「水銀および水銀化合物に関する化学品管理令」 
DAO2019-20 “CCO for Mercury and Mercury Compounds” 

1500 mm 以下のもの 
— 電球当たりの水銀含有量が 13 mg を超え、および長さが 1500 mm 超

のもの 
 化粧品（水銀含有量が一質量百万分率を超えるもの）。肌の美白用せっけん

およびクリーを含むが、水銀を保存剤として使用する場合において効果的

かつ安全な代替の保存剤が利用可能でないときは、眼の周囲の化粧品を含

まない。 
 駆除剤、殺生物剤および局所消毒剤 
 気圧計、湿度計、圧力計、温度計、血圧計などの非電気式の計測器（水銀を

含まない適当な代替製品が利用可能でない場合において、大規模な装置に

取り付けられたものまたは高精密度の測定に使用されるものを除く） 
 
なお、「歯科用アマルガム」については、保健省が制定した別法令にもとづき

段階的廃絶が実施される。 
 
【許可の取得】 
水銀、水銀化合物および水銀含有製品の輸入者、製造者、流通者、保管者、使

用者は、DENR に登録すること（登録は EMB を通じて行うこと）。さらに、水

銀含有製品の輸入者の場合には、製品毎に以下のとおり各所管当局からの許可

も必要である。 
 
製品 所管当局 
照明、電池、継電器、スイッチ 産業省 フィリピン規格局 
化粧品 保健省 化粧品規制・研究センター 
歯科用アマルガム 保健省 デバイス規制・放射線健康研究セ

ンター 
農薬、殺虫剤 農業省 肥料・農薬局 

 
上記に挙がっていない水銀含有製品、または水銀および水銀化合物を輸入す

る場合には、本行政命令の輸入許可要件を順守しなければならない。許可申請

書式は付属書 4 を参照。 
 
【ラベル要件】 
水銀、水銀化合物および水銀含有製品を入れている容器には、GHS に関する
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法令名 2019 年行政命令第 20 号「水銀および水銀化合物に関する化学品管理令」 
DAO2019-20 “CCO for Mercury and Mercury Compounds” 
規定を定めた「2015 年 DENR 行政命令第 009 号」の規定に従ったラベルを貼

付しなければならない。一方で、水銀が付着した廃棄物や水銀混入廃棄物につ

いては、有害廃棄物管理の手順と基準を定めた「2013 年 DENR 行政命令第 22
号」に従った適切なラベル貼付を行うこと。 
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運用状況 
 
 EMB は 2019 年 11 月 20 日、「PICCS Tool」と名付けられた既存化学物質に関する新た

なオンライン・ツールを公開した。本ツールは、PICCS に掲載されている物質の各種許認

可の取得を支援するものである。利用者は専用システムにログインし、必要事項（化学品名

称、CAS 番号）を記入することで、必要となる許認可の種類が明示される。 
 本ツールを利用するためには、EMB が所管する「オンライン許可および監視システム

（OPMS：Online Permitting and Monitoring System）」58上でアカウント登録を行い、承

認される必要がある（ただし、アカウント発行にはフィリピン国内での個人 ID や会社 ID
が必要となるため、国外事業者の利用は現状難しいと思われる）。アカウントが無事に発行

された後に、OPMS にログインし、「PICCS Tool」と記載された部分をクリックし、化学品

の情報を入力することで、必要な許認可の種類が明示されるという仕組みである。 
 
 EMB は 2016 年に公布した EMB 覚書回覧第 11 号ですでに、地方局に対する法令の実施

の徹底がなされており、EMB の各地方局長に対して、CCO に基づく登録と輸入許可や SQI
の認可の実施を徹底するよう指示している。また、EMB は 2019 年に、本覚書回覧を改正

し、EMB 地方局に PICCS 認証の発行権限を復活させる法案を発表している。2014 年 EMB
覚書回覧第 001 号にて、PICCS に収載の化学物質に対してはクリアランスの取得が必要な

く、EMB 覚書回覧第 11 号で PICCS 認証の発行を禁止していたが、税関局（BOC）が公布

した 2018 年 BOC 覚書回覧第 228 号59にて、化学品の輸入検査がより厳しくなり、輸入者

などからのPICCS認証の発行の要請が数多く寄せられたため、これに応える法案とされる。 
 
 本調査では、化学品の輸出入管理を担当する財務省税関局の環境保護・コンプライアンス

課（EPCD）にもヒアリングを実施しており、EPCD は DENR と意見交換などを行うパー

トナーシップ合意を結んでおり、化学物質管理の協力体制を構築している。例えば、定期的

な会議や OPMS などのオンライン・ポータルを通した情報共有、トレーニングなどを行っ

ている。EPCD は通関時に、化学物質の輸入に必要な書類や許可書などを OPMS へアクセ

スし確認している。 
 
 なお、EMB 当局のウェブサイトでは、所管する化学物質規制における事業者への許可発

行数や登録数などの情報・統計データなどは確認できなかった。 
 
今後の予定 

 
58 PICCS Tool：http://opms.emb.gov.ph/  
59 2018 年 BOC 覚書回覧第 228 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2018/11/cmc-228-
2018_Placing_on_Alert_Status_All_Importations_of_Chemicals.pdf  
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【PICCS に新たな物質を追加する覚書回覧案】 
 
 EMB は 2019 年 3 月と 9 月に、PICCS に新たに物質を追加する覚書回覧案を公開した。

2019 年 9 月の最新のドラフトでは、前回のドラフトから 6 物質削除され、新たに 4 物質追

加し、計 31 物質となっている60。PICCS に追加が予定されている 31 物質は以下のとおり。 
 

 CAS 番号 物質名称 
1 90028-31-2 Epilobium angustifolium Flower/ Leaf/ Stem extract  
2 226708-41-4 Olive Oil Peg-7 Esters 
3 71714-29-9 Cellulose, ethyl 2-hydroxyethyl methyl ether 
4 1465004-85-6 Cyclopentanol, 1-ethyl-2-(3-methylbutyl)- 
5 1447721-00-7 Benzofuran, octahydro-2,6-dimethyl-3a-(1-methylethyl)- 
6 69029-86-3 Slags Tellurium  
7 54116-08-4 Polyoxyethylene Tridecyl ether sulfonate sodium salt 
8 585-07-9 2-Propenoic acid, 2-methyl-,1-1-dimethylethyl ester 
9 7580-85-0 Ethylene glycol mon-tertiary-butyl ether 
10 62256-00-2 2-Ethylhexyl 7-Oxabicyclo[4.1.0] Heptane-3-Carboxylate  

11 1354201-99-2 
Phosphorodithioic acid, O,O-bis(2-methylpropyl) ester, compd. With N,N-

dimethylmethanamine (1:1) 
12 68609-68-7 1-Hexanol, 2-ethyl-, manuf. Of by-products from, distn. Residues 
13 1001320-38-2 Carbamic acid, [(butylthio)thioxomethyl]-,butyl ester 
14 39142-36-4 N-Butyoxycarbonyl-O-n-Butyl thiocarbamate 
15 53378-52-2 Phosphorothioic acid, O,O-bis(2-methylpropyl) ester, sodium salt 
16 86329-09-1 Carbamothioic acid, N-2-propen-1-yl,O-(2-methylpropyl)ester 
17 2495-35-4 Benzyl acrylate 

18 300711-92-6 
Octadecanoic acid, methyl ester, reaction products with 1-(2-hydroxy-2-

methylpropoxy)-2,2,6,6-tetramethyl-4-piperidinol 

19 1255680-66-0 
Amines, bis(C11-14-branched and linear alkyl), 3-[[bis(2-

methylpropoxy)phosphinothioyl]thio]-2-methylpropanoates 

20 232938-43-1 
Benzenesulfonamide, 4-methyl-N-[[[3-[[(4-

methylphenyl)sulfonyl]oxy]phenyl]amino]carbonyl]- 
21 148324-78-1 Phosphonic acid, P,P'-[(2,4-dihydroxycyclodisiloxane-2,4-diyl)di-3,1-

 
60 PICCS に新たに物質を追加する覚書回覧案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/?attachment_id=505  
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 CAS 番号 物質名称 
propanediyl]bis-, P,P'-diethyl ester, sodium salt (1:4), reaction products with silicic 

acid (H2SiO3) sodium salt (1:2) 
22 35674-65-8 Urea, N,N''-1,3-propanediylbis[N'-octadecyl- 
23 21944-98-9 (Z)-4-dodecenal 
24 646-25-3 Decamethylenediamine 

25 155090-83-8 
Benzenesulfonic acid, ethenyl-, homopolymer, compd. with 2,3-dihydrothieno[3,4-b]-

1,4-dioxin homopolymer 
26 39072-70-3 N, N''-hexane-1,6-diylbis[N'-benzylurea] 
27 9051-51-8  2’2-Oxydiethanol, propoxylated 
28 25084-89-3 Formaldehyde, Polymer with Benzenamine and Methyloxirane 
29 690-39-1 1,1,1,3,3,3-Hexafluoropropane 
30 1314-61-0 Tantalum Oxide 
31 12060-00-3 Lead Titanium Oxide 

 
 2020 年 2 月末現在、本ドラフトは EMB 長官の承認待ちであり、2020 年中に公布するこ

とを希望している61。 
 
 
【PCL 第 3 版）】 
 
 2018 年 5 月に「PCL 第 3 版に関する行政命令案」62が公開され、現在も審議が行われて

いる。PCL 第 2 版には 48 物質が掲載されているが、今回の行政命令案では 92 物質が収載

され、約 2 倍に増加する予定である。新たに PCL に収載されている物質として、例えば以

下のものがある 
 アセトン 
 アゾビスイソブチロニトリル 
 カーボンブラック 
 亜塩素酸ナトリウム（40% 超） 
 トルエン 
 硫酸亜鉛 

 
 PCL に掲載された物質の「輸入－流通者」、「輸入－使用－製造者」、「使用－製造者」は、

 
61 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
62 優先化学品リスト第 3 版に関する行政命令案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/?attachment_id=408  
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オンライン上にて PCL 順守証明を取得しなければならない。取得に際して必要な書類とし

ては、SDS、輸入データ（輸入者の場合）、化学品管理計画（作業場における保管、取り扱

い、処分、輸送、労働安全、環境管理について）、使用者／顧客のリスト（輸入者および流

通者の場合）、地下水／表層水のモニタリング結果（使用者および製造者の場合）などが挙

げられている。 
 本ドラフトにより新たに追加される物質の選定基準などに対して意見が寄せられたため、

2020 年 2 月末現在も選定基準に関して再度審議されているという63。基準項目としては、

有害性に加え、暴露危険性（リスク評価）、産業界での使用量、流通量、使用用途などの基

準が挙げられる。今後は、PCL 第 3 版の最終案を作成した後、パブリックコンサルテーシ

ョンを実施し、EMB のウェブサイトで法案を公開し、意見募集を行う予定である。 
 
 
【六価クロムおよびカドミウムを規制する CCO】 
 
 2020年 2月末現在、六価クロムおよびカドミウムを規制するCCO案が審議されている。 
それぞれの概要は以下のとおりである。 
 
六価クロム： 
法案64では、六価クロムの輸入者、流通者、製造者、加工事業者、産業用使用者、処理事

業者など幅広い関係者が適用対象に指定されている。規制対象製品については、以下の製造

における六価クロムおよび六価クロム化合物の使用を厳しく制限すると規定している。た

だし、対象となる製品は以下には限定されない。 
 
 顔料 
 インク 
 繊維染料 
 革なめし 
 電子機器／電気メッキ 
 防護被膜および塗料 
 実験室での検査および分析 
 ステンレス鋼 
 研究・開発 

 

 
63 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
64 六価クロムおよび六価クロム化合物に関する化学品管理令案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/03/REVISED_DRAFT_DAO_CR6_02282019.pdf  
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 六価クロムおよび六価クロム化合物の取り扱いにおいては登録が必要となる。登録書は

本ドラフトの付属書 A にしたがい作成し、OPMS を通じて提出することが求められる。さ

らに輸入者については、本ドラフトの付属書 B にしたがい作成した輸入許可書を、同じく

OPMS を通じて申請しなければならない。申請は 6 ヵ月毎の間隔を置き、有効期限の 30 日

前までには申請する必要がある。 
 
 このほか、六価クロムおよび六価クロム化合物の管理が適正に行われることを保証する

ために、付属書 C に基づく管理計画書を作成し、提出しなければならない。管理計画書に

は会社情報に加えて、取り扱いに関する情報（輸送、保管、処分など）を記載し、さらに SDS
を添付する必要がある。 
 
 
カドミウム： 
 2018 年 10 月末、カドミウムおよびカドミウム化合物に関する化学品管理令案65が公開さ

れ、意見募集が実施された。カドミウム化合物とは、本ドラフトの付属書 A に記載されて

いる以下の 7 物質である（PICCS 収載済み）。 
 

カドミウムおよびカドミウム化合物 
2223-93-0 Octadecanoic acid, Cadmium salt 
10325-94-7 Cadmium Nitrate / Nitric acid, Cadmium salt 
10022-68-1 Cadmium Nitrate, Tetrahydrate / Nitric acid, 

Cadmium salt, Tetrahydrate 
7440-43-9 Cadmium / Cadmium blue 
10325-94-7 Cadmium Nitrate / Nitric acid, Cadmium salt 
7790-84-3 Cadmium Sulfate, Hydrate / Sulfuric acid, 

Cadmium salt (1:1), hydrate (3:8) 
1306-23-6 Cadmium Sulfide / Cadmium Yellow 

 
カドミウムおよびカドミウム化合物を製造、輸入、流通、使用する者は登録を行わなけれ

ばならない。また、これらの対象者は、カドミウムによる人や環境へのリスクを軽減するこ

とを保証するために、「カドミウム管理計画」を作成し、当局に提出しなければならない。

カドミウム管理計画には以下の情報を記載すること。 
 健康安全計画（緊急時対応計画を含む） 
 保管管理計画（安全な保管手順、インベントリ管理、保管取り扱い器具を含む） 

 
65 カドミウムおよびカドミウム化合物に関する化学品管理令案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/03/Draft_Cadmium_Aug22.pdf  



56 
 

 カドミウム管理に関するトレーニング計画 
 段階的廃止および代替計画（利用可能な代替物質の導入スケジュールを含む） 

 
 その他、四半期毎の自己監視報告書（SMR：Self-Monitoring Report）の提出や GHS に

従った SDS が常に関係者が閲覧できるようにすること、公害管理者（PCO）の設置要件が

規定されている。 
 
 
その他 
 
【GHS】 
 
 環境天然資源省（DENR）が所管する GHS は、2015 年 DENR 行政命令第 09 号「GHS
の実施のための SDS 作成および有害化学物質の表示要件に関する規則および手続き」66で

定められており、GHS 適用の実施スケジュール（当初の予定）は以下のとおりであった（実

施ガイドラインなどの公布が遅れており、実際はスケジュールどおりには施行されていな

い）。 
 
化学品 施行 
CCO の適用対象である単一の物質および化合物、ならびに PCL に当初掲

載された化学品 
2016 年 

大量化学品（HVCs：High Volume Chemicals） 2017 年 
国際航空運送協会（IATA）および国際海上危険物規程（IMDG）の危険物

リストに掲載された有害化学品 
2018 年 

混合物 2019 年 
 
 例えば、大量化学品への GHS 実施に関するガイドラインを定める法令（2017 年 EMB 覚

書回覧第 10 号）67は 2017 年 11 月 28 日に制定された。本覚書回覧では、大量化学品の定

義や具体的な化学品名称、およびGHS対応のための詳細を規定している。大量化学品とは、

「既に商用化されており、かつフィリピン国内で年間に 500 トン以上、製造、輸入、または

使用されている化学品および化学物質」と定義され、その量的側面から、人体や環境暴露に

 
66 2015 年 DENR 行政命令第 09 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2015-09-Implementation-of-GHS.pdf  
67 2017 年 EMB 覚書回覧第 10 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/12/MC-2017-010_GUIDELINES-IN-THE-
IMPLEMENTATION-OF-GHS-CLASSIFICATION-AND-LABELLING-REQUIREMENTS-FOR-
HVCs.pdf  
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ついて大きな潜在的影響があるものと見なされる（産業用用途のみを対象とし、医薬品、化

粧品、食品、殺虫剤の製造に使用される化学物質は対象外である）。付属書には 232 の物質

が大量化学品として指定されており、それぞれの化学品名称、IUPAC 名、CAS 番号が示さ

れている。 
 すべての大量化学品は以下の基準にもとづき評価され、GHS 有害性基準のもとで分類さ

れている。 
 急性毒性 
 慢性毒性 
 発達毒性 
 生殖毒性 
 変異原性 
 水生毒性 
 生物蓄積性、残留性および非分解性などの環境動態 

 
 大量化学品に指定されたすべての化学品は、2015 年 DENR 行政命令第 09 号にもとづ

き、GHS に従った適切なラベルおよび SDS が必要となる。 
 
さらに、2019年9月には、「国際航空運送協会（IATA）および国際海上危険物規程（IMDG）

の危険物リストに掲載された化学品への GHS 分類およびラベル貼付の実施のガイドライ

ンに関する覚書回覧案」68が公開された。 
規制対象となる化学物質については、そのライフサイクル全体を通して、2015 年 DENR

行政命令第 09 号にもとづく適切なラベル貼付と SDS 作成が必要となる。対象化学物質の

輸入者は、SDS の提出および容器・包装へのラベル貼付を、輸入する化学物質のサプライ

ヤーに要求しなければならない。一方で、化学物質の製造者は、自社で製造した化学物質の

有害性分類および SDS 作成を実施しなければならない。また、輸送者、取扱業者、使用者

に対して、SDS とラベルを提供することも製造者の義務となる。 
なお、規制対象物質は IATA と IMDG が定める有害化学品だが、本ドラフトが正式に制

定された場合には、その付属書に一覧が掲載される見通しであるという。 
 

  

 
68 国際航空運送協会（IATA）および国際海上危険物規程（IMDG）の危険物リストに掲載された化学品

への GHS 分類およびラベル貼付の実施のガイドラインに関する覚書回覧案（2020 年 3 月 2 日アクセ

ス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/09/MC_-IMDG_IATA.docx  
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【制限化学物質】 
 
 環境天然資源省（DENR）が管轄する化学物質規制とは別に、内務自治省（DILG）に属

するフィリピン国家警察（PNP）が所管する「制限化学物質（Controlled Chemicals）」規

制があり、「制限化学物質に関する実施規則（Implementing Rules and Regulations on 
Controlled Chemicals）」69が定められている。本規則は、共和国法第 9516 号により改正さ

れた大統領令第 1866 号のセクション 4-C〜4-F（制限対象となる化学物質、制限化学物質

の保管・取扱い・輸送に際して必要な手続きの合理化、トラック・サービス車両を含む運輸

者の認証に関するガイドライン）に即した規定を定めている。対象物質は爆発物または爆発

物の原料の製造のために使用され得る化学物質であり、付属書 A で規定される 32 物質で、

高リスクと低リスクの 2 種類に分類される。例えば、以下の化学物質が挙げられる。 
 
高リスク制限化学物質： 
— 硝酸アンモニウム（CAS 番号：6484-52-2） 
— 硝酸カルシウム（10124-37-5） 
— 過塩素酸マグネシウム（10034-81-8） 
— 硝酸ナトリウム（7631-99-4） 

 
低リスク制限化学物質： 
— アルミニウム粉末（7429-90-5） 
— クロム酸バリウム（10294-40-3） 
— 硝酸鉄(III)（782-61-8） 
— 硫黄粉末（7704-34-9） 

 
 制限化学物質は選挙期間中の銃禁止策に伴う化学物質規制の対象となり、さらなる規制

がかけられるため、化学業界から反発が出ている。2019 年 6 月には、フィリピン化学工業

協会（SPIK）が役所仕事廃絶局（ARTA：Anti-Red Tape Authority）にポジションペーパ

ーを提出し、選挙期間中の銃禁止策に伴う化学物質規制の内容を見直すよう要請した。 
 
 フィリピン選挙委員会（Comelec）が選挙期間中の銃使用禁止策を実施しているが、この

施策に化学物質規制を伴うことから、すでに規制されている一部の化学物質については追

加の規制であり、化学品サプライチェーンに悪影響をおよぼすとして SPIK は反発してい

る。具体的には、化学物質の規制を伴う銃禁止策を定めた Comelec 決議第 10197 号の対象

 
69 制限化学物質に関する実施規則（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2016/10/cmc-127-2016-Implementing-Rules-Regulations-
IRR-on-Controlled-Chemicals.pdf  
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化学物質から、すでに PNP による規制を受けている 32 の制限化学物質を除外するよう求

めている（例：ラッカー塗料の製造に使用されるニトロセルロースなど）。SPIK は、これ

らの化学物質は「すでに PNP の許認可要件によりカバーされている」と指摘している。 
 
 SPIK は、銃規制に PNP が所管する制限化学物質を含めた過去の事例として、2018 年の

バランガイ選挙を挙げ、同期間中に化学産業は数百万ペソの経済的損失、追加費用、機会損

失が発生したと説明する。選挙期間中、化学品会社は積荷を引き揚げられなかったため、延

滞金および関税保管料として数百万ペソを支払わなければならなかった。また化学品会社

の顧客である製造者は、原材料の不足のため生産を縮小または停止せざるを得ず、またトラ

ック業界は原材料と完成品が少ないために仕事が大幅に減ったという。こうした過去の経

験に基づき SPIK は、銃禁止策に PNP の制限物質を含めることで、短期間のうちに国で 3
番目に大きい化学産業に影響を与え、1 日あたり数百万ペソの機会損失が発生すると結論づ

ける。さらに「既存の規制に別の規制を追加すると、『ビジネスのしやすさ法』として知ら

れる『ビジネス環境改善法（共和国法第 11032 号）』の目的にも反する可能性がある」とも

付け加えた。また、銃禁止策における最も重大な問題は、選挙期間中に無認可の銃器が犯罪

者の手に拡散することであるとも指摘した。 
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2.3 PRTR 
 
 フィリピンには、化学物質排出移動量届出制度（PRTR）に対応する法令は定められてお

らず、本調査の一環で行った環境管理局（EMB）へのヒアリングにおいても、法案策定等

の情報は得られなかった。 
 PRTR に類似した制度として、フィリピンでは「自主監視報告制度（SMR 制度：Self-
Monitoring Report System）」が導入されている。EMB が境経営や保護の担当能力強化、

および産業界の環境保護への取組状況に関する情報開示の強化を目的として実施したプロ

ジ ェクト「 Strengthening Environmental Enforcement and Compliance Capacity 
Technical Assistance Project」の一環として、2003 年 7 月 4 日に、行政命令第 27 号70が制

定され、改訂版 SMR 制度を遵守監視制度の一部として採用された。また、2003 年 EMB 覚

書回覧第 008 号71が公布され、具体的な報告項目や様式、手続きの詳細などの参照マニュア

ルが定められた。 
 SMR 制度の目的は、SMR の提出に対する企業の積極性を促し、企業の自主的管理を向

上させることである。そのため、提出された SMR については規制遵守状況の確認に用いら

れるが、その結果を利用した何らかの評価は実施されていない。 
 
 2003 年 DENR 行政命令第 27 号および 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号の概要は、以下

のとおりである72。 
 
法令

名 
2003年DENR行政命令第27号「自主監視報告の作成提出」 
DAO2003-27 Amending DAO 26, DAO 29 and DAO 2000-81 among others 
on the Preparation and Submission of Self-Monitoring Report 

URL http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/07/DAO-2003-27.pdf  
目的 SMR制度の目的： 

 事業者が環境基準の遵守状況を自主的に表明できるようにすること。 
 EMBが事業者の環境基準の遵守状況を確認できるようにすること。 

所轄

官庁 
 環境天然資源省（DENR） 

規制

対象

2003年EMB覚書回覧第008号の参照マニュアルに記載の報告項目に該当する法

令等で規制されている物質 

 
70 2003 年行政命令第 27 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/07/DAO-2003-27.pdf  
71 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://pepp.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/SMR-DAO-2003-27.pdf  
72 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
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法令

名 
2003年DENR行政命令第27号「自主監視報告の作成提出」 
DAO2003-27 Amending DAO 26, DAO 29 and DAO 2000-81 among others 
on the Preparation and Submission of Self-Monitoring Report 

物質 

規制

内容 
【対象業種（第3条）】 
 

1992年DENR行政命令第26号の付表A（汚染監視の求められる業種）および付

表B（常時汚染監視が必要とされる事業者）に指定された事業者は、SMRを提

出しなければならない。 
 
【SMRの提出（第5条）】 
 

対象事業者は、SMRを年4回、基準日から15日以内に提出しなければならない

。SMRの提出は、書面またはメール等の電子媒体で行うこと。 
 
【SMRの評価（第6条）】 
 EMBは15営業日以内に、提出されたSMRを審査しなければならない。 
 
【機密性（第7条）】 
 
EMBによるSMRの評価後、各SMRは公開されるが、1990年共和国法第6969号
に基づく企業の機密情報（CBI）は公開されない。 

 
 
法令名 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号「DAO2003-27 のための参照マニュアル」 

EMB MC2003-008  Procedural and Reference Manual for DAO 2003-27 
URL http://pepp.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/SMR-DAO-2003-

27.pdf  
目的 2003 年 DENR 行政命令第 27 号のための具体的な報告項目や様式、手続き

の参照マニュアルを定めること 
所轄官庁  環境管理局（EMB） 
規制対 象

物質 
報告対象物質は、以下の法規制等の規制対象物質である。 
 1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害および核廃棄物管

理法」 
 1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
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法令名 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号「DAO2003-27 のための参照マニュアル」 
EMB MC2003-008  Procedural and Reference Manual for DAO 2003-27 
 2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」 
 大統領令第 1586 号「環境影響評価システムの創設」 

規制内容 【報告事項】 
 SMR 制度の趣旨は、企業の環境規制の遵守状況を確認することを目的と

しているため、環境規制に関するモニタリング結果を報告する必要がある。

本参照マニュアルには、報告の項目別のフォーマットが用意されている（下

記参照）。 
 
 モジュール 1：一般情報 
 モジュール 2：有毒物質ならびに有害および核廃棄物管理法の遵守状況  

 モジュール 2A：化学品管理令の報告（CCO Report）に係る事項 
 モジュール 2B：有害廃棄物の排出者に係る事項（廃棄量、保管量、

取扱量等） 
 モジュール 2C：有害廃棄物の処理事業者、リサイクル事業者に係

る事項（処理量、保管量、未処理量） 
 モジュール 3：水質浄化法の遵守状況 （排水量、排水濃度、処理コス

ト等） 
 モジュール 4：大気浄化法の遵守状況 （燃焼量、排気量、排気濃度、

処理コスト等） 
 モジュール 5：一般環境の大気質および水質モニタリング等（事業所周

辺濃度等） 
 モジュール 6：その他 事故等の記録 

 
【SMR の評価】 
 提出された SMR は以下の観点から評価され、評価の完了した SMR は順

次公開される。 
 
 SMR を受領した EMB 地方局は、まず SMR の必要事項がすべて入力

されているかチェックする。未記入箇所や修正が必要と認められた場合

は、SMR は直ちに事業者に差し戻される。EMB は、提出された SMR
を 15 営業日内に審査しなければならないとされている。 

 
 次に、EMR による技術的な評価がなされる。技術評価は、以下の観点

で実施されなければならないとされている。 
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法令名 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号「DAO2003-27 のための参照マニュアル」 
EMB MC2003-008  Procedural and Reference Manual for DAO 2003-27 

- 全ての記入情報が要求に合致しているか 
- 適切な測定単位が示されているか 
- 全ての記入情報は、データ収集、モデリング、サンプリング、分析

の標準的な手法により正確に示されているか 
- 全ての記入情報について、所見、評価、分析、勧告の観点から整合

性が取れているか 
- 環境基準の要求基準に対応しているか 

 
 
 前回の調査73同様、2003 年の公布以降、改正が行われた、改正案が審議されているなど

の情報は確認できず、現在も SMR 制度が運用されているかどうか不明である。EMB の大

気質管理課（Air Quality Management Section）のウェブサイト74を確認したが、関連する

情報は見当たらなかった。また、大気質管理課の窓口宛（aqmsco@emb.gov.ph ）に確認の

メールを送付したが、期日までに回答は得られなかった。 
 
 
 
  

 
73 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書 
https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf  
74 EMB 大気質管理課 HP（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://air.emb.gov.ph/faqs/  
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2.4 毒物 

 
制定の経緯 
 
 日本の毒劇法に相当する法令には、1990 年共和国法第 6969 号「有毒物質ならびに有害

および核廃棄物管理法」が挙げられ、急性毒性についても対象としている。しかし、毒劇法

で規定されている営業者の登録制度、容器等への表示などの規制は「有毒物質ならびに有害

および核廃棄物管理法」の下では定められていない。これらの規定に対応する法令としては、

大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を保健省に与

える大統領令」75が該当すると考えられる。本大統領令の前文には以下のとおり示されてい

る76。 
 
「食品・医薬品・化粧品法（共和国法第 3720 号）は、食品、医薬品および化粧品の基準

と品質測定方法を規定しているが、食品、医薬品および化粧品以外にも、公衆の健康と安全

に有害な物質が存在する。しかし、フィリピンには有害物質のラベル表示、販売および流通

を規制する法律は存在しない。そこで、健康と安全に対する有害性から国民を保護するべく

適切な措置を講じる必要があり、本法律が制定された」。 
 
 
現行の法令の内容 
 
 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を保健省に

与える大統領令」の概要は、以下のとおりである77。 
 
法令名 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を

保健省に与える大統領令」 
Presidential Decree 881 “Empowering the Secretary of Health to Regulate 
the Labeling, Sale and Distribution of Hazardous Substances” 

URL https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29040/PD%20881%20-%20House
hold%20Hazardous%20Act.pdf  

 
75 大統領令第 881 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29040/PD%20881%20-%20Household%20Hazardous%20Ac
t.pdf  
76  NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 6 日アクセス） 
77 同上 
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法令名 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を

保健省に与える大統領令」 
Presidential Decree 881 “Empowering the Secretary of Health to Regulate 
the Labeling, Sale and Distribution of Hazardous Substances” 

目的 有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を保健省に与えること 
所轄官庁  保健省（DOH） 
規制対象

物質 
有害物質に関する定義 
【有害物質（Hazardous Substances）】（第 1 条(d)） 
(A) 有毒、腐食性、刺激性、強感作性、引火性または可燃性、分解や熱等によ

り圧力を生じる、物質または混合物（習慣または合理的に予測できる子

どもによる摂取の結果により相当な傷害または疾病を引き起こす可能性

がある場合） 
(B) 大臣が本法令の規定に従って規則により本項(A)に該当すると認める物

質 
(C) 放射性物質（公衆の健康のため表示要件に従うことが必要と大臣が規則

により定める特定の分類の成形品に使用されるもの、または包装された

もの） 
ただし、本定義は、食品、医薬品、化粧品、調理・暖房、冷蔵用途の燃料には適

用されない。 
 
【有毒（Toxic）】（第 1 条(e)） 
経口摂取、吸入または体表からの吸収により、人に傷害、疾病または死亡を引

き起こす可能性のある（放射性物質以外の）物質 
 
【非常に有毒（Highly Toxic）】（第 1 条(f)） 
以下のいずれかの影響を与える物質をいう。 

(1) 50mg/kg bw 以下の経口単回投与により、体重 200 から 300g の 10 匹以上

の実験用ホワイトラットのグループの半数以上を 14 日以内に死亡させる  
(2) 200 体積 ppm 以下の濃度のガスまたは蒸気、または 200mg/L 以下のミス

トまたはダストを 1 時間以下の連続吸入させたとき、体重 200 から 300g
の 10 匹以上の実験用ホワイトラットのグループの半数以上を 14 日以内に

死亡させる（物質が合理的に予見できる方法で使用される場合、この濃度

に人が遭遇する可能性が高い条件において） 
(3) 200mg/kg bw 以下を投与した場合、または 24 時間以下にわたり裸の皮膚

に連続的に接触させた場合に、10 匹以上のウサギのグループの半数以上を

14 日以内に死亡させる。 
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法令名 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を

保健省に与える大統領令」 
Presidential Decree 881 “Empowering the Secretary of Health to Regulate 
the Labeling, Sale and Distribution of Hazardous Substances” 
 
【虚偽表示有害物質（Misbranded hazardous substance）】（第 1 条(n)） 

家庭で（特に子どもが）使用することを目的としたまたはそのために適した

包装をされた有害物質であって、以下に示す表示項目・要件、または大臣が規

則により定める表示・包装要件に違反しているもの 
(1) 製造者、包装者、販売者指名および所在地  
(2) 化学物質の一般名称、通称  
(3) 引火性物質には「危険（DANGER）」と表示  
(4) その他の有害化学物質には、「警告（WARNING）」あるいは「注意

（CAUTION）」と表示  
(5) 引火性、蒸気が有害、やけどをおこす、皮膚から吸収される、等の有害性を

示す簡潔な記述、他全 10 項目 
 
【禁止有害物質（Banned hazardous substance）】（第 1 条(o) ） 
(1) 子どもが使用するあらゆる玩具またはその他の成形品であってそれ自体有

害であるか、人体に有害な物質を含むまたは保持するもの、または(2) 家庭で使

用することを目的とした、または家庭での使用に適した形態で包装されたあら

ゆる有害物質であって、大臣が規則において「禁止有害物質」と指定するもの 
規制内容  規制当局は、大臣の承認の下、本法令の実施規則を策定する。大臣は、本規

則の適用対象範囲と適用除外を定めることができる。これらの規則に違反

した商品は「虚偽表示有害物質」とみなされる（第2条） 
 
 虚偽表示有害物質および禁止有害物質が販売された場合、通常の手続きに

従って、没収される（第3条(a)） 
 
 本法令の適用対象となる品目は、1977年行政命令第312号「家庭用有害物

質」78に5つのカテゴリーに分けて定められている。 
I. 石油蒸留物を含む製品 
II. 光沢剤・ワックス 
III. 洗剤 

 
78 1977 年行政命令第 312 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17223/ao%20312%20s%201977.pdf  
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法令名 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を

保健省に与える大統領令」 
Presidential Decree 881 “Empowering the Secretary of Health to Regulate 
the Labeling, Sale and Distribution of Hazardous Substances” 

IV. DIY・趣味用品 
V. 園芸用品 

 
 適用除外範囲は、1979年行政命令第39号に定められている（具体的な品目

は、家庭の園芸用の肥料および農薬）。  
 

 本法令の実施規則は、1976年行政命令第303号「有害物質およびその製造者

の登録に関する行政命令」79に定められている。 
 
 本法令の第1条(n)に定める表示項目の他、詳細な表示要件が1977年行政命

令第311号「有害物質のラベル表示要件」80に定められている。  
 
【有害性の判断基準について】  
ハザードベースで規定されている。非常に有毒（Highly Toxic）に分類され

る物質の毒性の基準値を日本の毒劇法における判定基準（平成29年2月最終改

訂）と比較すると、経口についてはLD50が50mg/kg以下（毒物）、経皮につい

てはLD50が200mg/kg以下（毒物）とされており一致する。ただし、吸入の場

合は異なっている81。  
 
 
 1977 年行政命令第 312 号「家庭用有害物質」の概要は、以下のとおりである。 
 
法令名 1977 年行政命令第 312 号「家庭用有害物質」 

Administrative Order No. 312 s. 1977 “Household Hazardous Substances” 
URL https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17223/ao%20312%20s%201977.p

df  
目的 大統領令第 881 号が定める有害物質の条件を満たす家庭用成形品（household 

 
79 1976 年行政命令第 303 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17285/ao%20303%20s%201976.pdf  
80 1977 年行政命令第 311 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17224/ao%20311%20s%201977.pdf  
81 厚生労働省（日本）（2020 年 3 月 6 日アクセス）「毒物劇物の判定基準の改定について」

http://www.nihs.go.jp/law/dokugeki/kijun.pdf  
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法令名 1977 年行政命令第 312 号「家庭用有害物質」 
Administrative Order No. 312 s. 1977 “Household Hazardous Substances” 
articles）を家庭用有害物質として指定し、カテゴリー毎に分類すること 

所轄官庁  保健省（DOH） 
規制対象

物質 
大統領令第 881 号で定義する「有害物質」 

規制内容 家庭用有害物質の分類 
1. カテゴリーI 石油蒸留物を含有する製品 

A. タバコ用ライターの液体 
B. 塗料、ラッカー、ワニス 
C. 溶剤性塗料、ラッカー・シンナー、石油スピリット 
D. 灯油、燃料油、石油蒸留物 
E. テレピン油 
F. 接着剤 
G. プラスチック 

 
2. カテゴリーII 研磨剤およびワックス 

A. 家庭用研磨剤およびワックス 
 
3. カテゴリーIII 洗浄剤および合成洗剤 

A. 漂白剤 
B. 洗浄剤および特定用途用洗剤または石鹸 
C. 溶剤（非石油蒸留物） 
D. 繊維洗浄剤 
E. 腐食性洗剤（酸性およびアルカリ性） 

 
4. カテゴリーIV DIYおよびホビー品目 

A. 接着剤およびセメント 
B. 染料 
C. インクおよびインクカートリッジ 
D. Gem Bluer 
E. 教育資材セットおよびその他の化学用品セット 

 
5. カテゴリーV 庭および家庭用製品 

A. 肥料 
B. 農薬、殺虫剤および経済的毒薬物 



69 
 

法令名 1977 年行政命令第 312 号「家庭用有害物質」 
Administrative Order No. 312 s. 1977 “Household Hazardous Substances” 

C. 室内用消臭剤および防臭剤 
 
運用状況 
  
家庭用品規制法の項目を参照。 

 
 
今後の予定 
 
 2020 年 2 月に発表された「2019 年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する食品

医薬品局（FDA）回覧案」（Draft Implementing Guidelines for Administrative Order No. 
2019-0019 “Repeal of Administrative Order No. 2015-0038 dated 08 September 2015 
Entitled Removing the Requirements of Licensing as Importers, Exporters, 
Manufacturers, Wholesalers, Distributors, Retailers, or Re-Packers of Those Engaged in 
Certain Household/Urban Hazardous Substances, and from the Requirement of Prior 
Registration and/or Notification of Said Products”）82は、「家庭／都市有害物質含有指定

製品（HUHS）」を規制するための実施細則に当たる文書であり、事業者の義務、対象製品、

HUHS の届出、HUHS へのラベル表示などが規定されている。本ドラフトでは、HUHS 製

品は以下の 5 つのカテゴリーに再分類され、さらにそれぞれで具体的な品目が記載されて

いる。 
 カテゴリーI 新規製品 
 カテゴリーII 庭用・家庭用製品 
 カテゴリーIII 家庭用洗浄剤、芳香剤、消臭剤 
 カテゴリーIV 日曜大工品、ホビーアイテム 
 カテゴリーV 玩具および子供用品（TCCA） 

 
上記の分類は、1977 年行政命令第 312 号で定められた分類を改定するものでもあるため、

これらのカテゴリーを含む本ドラフトが正式に公布された場合は、1977 年行政命令第 312
号は廃止される83。 
詳細は「家庭用品規制法」の項目を参照されたい。 

 
82 2019 年保健省行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する食品医薬品局（FDA）回覧案（2020 年

3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/649418/Draft%20Implementing%20Guidelines%20for%20
Administrative%20Order%20No.%202019-0019.pdf  
83 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
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2.5 労働安全衛生 

 
制定の経緯 
 
労働安全関連に対応する法令は、以下のとおりである。 

 
 1974 年大統領令第 442 号「フィリピン共和国労働規約」84 

 フェルナンド・マルコス政権下の 1974 年に米国の基準をモデルとして定められた規

約である。2015 年に一部廃止および追加されており、条項番号も変更されている 。 
 

 2018 年共和国法第 11058 号「労働安全衛生法」85 
 2018 年 8 月 17 日制定。本法は、これまで 41 年間改正されていなかった労働安全衛

生基準を改正するために定められたもので、新たに罰則規定が盛り込まれた（以前は、

労働安全衛生基準はあるものの罰則は定められていなかった）。本法が定める OSH 基

準の適用対象は、全ての企業、プロジェクト、作業場、経済活動に携わるあらゆる支店・

支部にわたり、DOLE の大臣が判断する従業員数、事業の性質、事業に伴うリスクに

基づき適切な OSH 基準が適用される。 
 

 2018 年 DOLE 省令第 198 号「労働安全衛生法の実施規則」86 
 2018 年 12 月 7 日公布。労働安全衛生法の実施規則として、雇用者および労働者の

義務を定めている。また、OSH 関連の基準に違反した場合は、本実施規則に掲げる罰

金の一覧表に応じ、違反した基準の条項ごとに罰金が科せられる。その他、適用対象の

事業所が策定および実施しなければならない OSH プログラム、OSH 委員会の設置、

安全管理者（Safety Officer）の指定およびその責任、労働安全関係担当者および施設、

労働安全関連の訓練、報告、能力の認定などが含まれる。 
 

 1978 年労働安全衛生基準（OSHS：Occupational Safety and Health Standards）87 
労働安全衛生基準（OSHS）は、フィリピン共和国労働規約の第 162 条に基づき定め

 
84 1974 年大統領令第 442 号【2017 年版】（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://www.dole.gov.ph/wp-content/uploads/2017/11/LaborCodeofthePhilippines20171.pdf  
85 2018 年共和国法第 11058 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/downloads/2018/08aug/20180817-RA-11058-RRD.pdf  
86 2018 年 DOLE 省令第 198 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DO-198-Implementing-Rules-and-Regulations-of-Republic-
Act-No_-11058-An-Act-Strengthening-Compliance-with-Occupational-Safety-and-Health-Standards-
and-Providing-Penalties-for-Violations-Thereof.pdf  
87 1978 年労働安全衛生基準【2020 年版】（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/OSH-Standards-2020-Edition.pdf  
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られたものであり、労働者の健康と安全を保障するための法的基盤である。OSHS は、

公布する以前に実施されたすべての安全命令を盛り込んだ強制基準の体系であり、行

政管理要件、一般安全衛生規則、技術的安全規制、および職場での労働安全衛生の危険

を排除または削減するためのその他の措置を含んでいる。2018 年に上位法となる労働

安全衛生法およびその実施規則が公布されたため、現在は、これらの法令の下、実施さ

れている。 
 

 2014 年 DOLE 省令第 136 号「作業場の化学品安全性プログラムにおける GHS の実

施のためのガイドライン」88 
 2014年2月2日公布。フィリピンにおいて産業用化学品を使用するすべての施設は、

施行日から 1 年以内に本省令を遵守しなければならない。本省令では、常に国連 GHS
文書の最新版を参照することが規定されている。対象の産業用化学品とは、以下の何れ

かの条件に該当するものをいう。 
— 小規模であっても化学的処理を実施する 
— 製造または生産過程において複数の化学的処理および／または化学品を使用する 
— 化学品の保管および取扱いも含まれる 
— 化学廃棄物の収集および処分 

 
 2016 年 DOLE 省令第 154 号「職場でのアスベストの使用および管理に関する安全衛

生基準」89 
 2016 年 4 月 21 日制定。OSHS の規則 1071.03（基準等の見直しに関する DOLE の

義務）および 2000 年 DENR 行政命令第 02 号（アスベストに関する化学品管理令）な

どに従い、アスベストに関する安全衛生プログラムを策定および実施するためのガイ

ドラインを示すものである 
 
 労働安全衛生法の実施規則および労働安全衛生基準などの概要は、次頁より記述する。 
 
  

 
88 2014 年 DOLE 省令第 136 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DO_136-
14_Guidelines_for_the_Implementation_of_Globally_Harmonized_System_(GHS)_in_Chemical_Safet
y_Program_in_the_Workplace.pdf  
89 2016 年 DOLE 省令第 154 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DepartmentOrderNo154.pdf  
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現行の法令の内容 
 
 1974 年大統領令第 442 号「フィリピン共和国労働規約」の概要は以下のとおりである90。 
 
法令名 1974年大統領令第442号「フィリピン共和国労働規約」 

PD1974-442 The Labor Code of the Philippines 
URL https://www.dole.gov.ph/wp-

content/uploads/2017/11/LaborCodeofthePhilippines20171.pdf  
目的 労働者の全面的な保護、雇用と人的資源の充実、および社会的公正に基づいた

産業平和を実現すること 
所轄官庁  労働雇用省（DOLE） 

 

DOLEは、労働安全衛生に関する法令、政策、プログラムを所管し、施行

する権限をもつ唯一の機関である。公認された都市は、各地域の基準に従

い、事業所の産業安全の監督を実施することができる。（第171条） 
規制対象

物質 
1978年労働安全衛生基準を参照 

規制内容 【基本方針（第3条）】 
 

フィリピン国家は、性別、人種または宗教に関係なく、労働者の安全・保護、

雇用促進、および労働機会均等の徹底を行い、また、雇用者と被雇用者間の関

係に関する規則を定めなければならない。さらに、労働者の自己組織化、団体

交渉、借地借家権の安定の権利を保証し、公平且つ人道的な労働条件を保証し

なければならない。 
 
【安全衛生基準（第168条）】 
 労働雇用省長官は適切な命令により、 
1. あらゆる職場から労働安全衛生上の危険を排除および軽減するための義務

的な労働安全衛生基準を定め、実施しなければならない。 
2. あらゆる雇用の場における安全で衛生的な職場環境を保障するための、新

規プログラムの策定や既存プログラムの改定を行わなければならない。 
 
 
 

 
90 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 5 日アクセス） 



73 
 

2018 年 DOLE 省令第 198 号「労働安全衛生法の実施規則」の概要は、以下のとおりで

ある。 
 
法令名 2018 年 DOLE 省令第 198 号「労働安全衛生法の実施規則」 

DO198-2018 Implementing Rules and Regulations of Republic Act 11058 
URL http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DO-198-Implementing-Rules-and-

Regulations-of-Republic-Act-No_-11058-An-Act-Strengthening-Compliance-
with-Occupational-Safety-and-Health-Standards-and-Providing-Penalties-
for-Violations-Thereof.pdf  

目的 労働安全衛生法の規定を円滑に施行するための詳細規則を定めること 
所轄官庁  労働雇用省（DOLE） 
規制対象

物質 
1978 年労働安全衛生基準を参照 

規制内容 【適用対象（第 2 条）】 
経済活動に関わるあらゆる業務が実施されている全ての企業、プロジェクト、

サイト、およびその他の場所を適用対象とし、公的セクターのプロジェクトに

従事する外注業者、請負業者も含む。ただし、公的機関（政府機関や政府系企

業、国立大学、地方自治体など）は除く（別途規則があるため）。 
 
【雇用者の義務（第 4 条(a)項）】 
業務を監督する雇用者、契約者、外注者は、以下の義務を負う。 

 労働者に対し、有害性がない雇用場所を提供する。 
 全ての労働者に対し、業務の安全性に関する完全な指示、および適切な指

導を提供する。 
 自らの管理下にある化学的、物理的、生物学的物質および薬剤、ならびに身

体的および心理社会的ストレスに、健康に対するリスクが伴わないことを

確保する（ただし、適切な予防措置を執った場合）。 
 作業場の機器および設備について、可能な限り承認された特定の工業規格

および設備のみを利用する。 
 労働安全衛生基準（OSHS）を順守する（訓練、健康診断の提供、ならびに

必要な場合には人体保護具や機械保護柵などの予防･安全設備の提供を含

む）。 
 労働者およびその代表者が、労働安全衛生管理システムの改善のための組

織、計画、実施、監視、評価および行動の各プロセスに参加できるよう手配

する。 
 必要に応じ、緊急事態、火災、事故に対処するための研修や訓練、避難計画
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など（応急処置を含む）を決定する措置を講じる。 
 OSHS に含まれる全ての報告要件を遵守する。 
 OSHS の規定に従って DOLE に事業所を登録する。 

 
【労働者の義務（第 4 条(b)項）】 
 労働安全衛生関連プログラムに関する能力開発活動に参加する。 
 安全保護具や設備を適切に使用する。 
 事故や危険な状況を防ぐための指示に従う。 
 緊急時にとるべき一連の対応を遵守する（国や地域の防災訓練への参加を

含む）。 
 職場で発見した作業上の危険を報告する。 

 
【罰則（第 29 条）】 
労働安全衛生関連の基準に違反した雇用主（契約事業者、下請事業者を含む）

には、本実施規則に掲げる罰金の一覧表（下表参照）に応じ、違反した基準の条

項ごとに 2 万ペソ～5 万ペソの罰金が科せられる（重犯の場合は 50 パーセント

の割り増し、また悪質性の高い場合には 10 万ペソの追加の罰金の賦課あり）。

さらに、違反によって労働者が死亡し、重傷を負い、または重篤な病気になっ

た場合、10 万ペソの罰金が課されることがある。 
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 その他、適用対象の事業所が策定･実施しなければならない OSH プログラム、

OSH 委員会の設置、安全管理者（SO：Safety Officer）の指定およびその責任、

労働安全関係担当者および施設、労働安全関連の訓練、報告、能力の認定など

が含まれる。 
 
 

1978 年労働安全衛生基準の概要は、以下のとおりである91。 
 
法

令

名 

1978年労働安全衛生基準 
Occupational Safety and Health Standards, 1978 

UR
L 

http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/OSH-Standards-2020-Edition.pdf  

目

的 
安全かつ衛生的な労働環境を通じて、負傷、疾病または死亡の危険から労働者を

守ることを目的とした、労働安全衛生に関する強制規則（規則1001）。 
所

轄

官

庁 

 労働雇用省（DOLE） 

規

制

対

象

物

質 

【労働安全環境管理（規則1070）】 
 大気中浮遊汚染物質に対する暴露限界値（規則1072） 

労働者が1日8時間、週計48時間に繰り返し暴露を受けても悪影響を受けな

い物質の大気中濃度を設定している。 
表8：気中浮遊汚染物質  
表8a：鉱物ダスト  
表8d：発がん性物質 

 
【有害物（Hazardous Materials）（規則1090）】 
 対象（規則1091） 

 

可燃性や刺激性等の性質を持つ、または健康に影響を及ぼす固体、液体また

 
91 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 5 日アクセス） 
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法

令

名 

1978年労働安全衛生基準 
Occupational Safety and Health Standards, 1978 

は気体の有害物質 
 
【爆発物（規則1140）】 
 一般規定（規則1141） 

 爆発物、花火および他の火工品（規則1141.01） 
規

制

内

容 

【危険有害物の製造・使用者の義務】  
 実行可能な場合、有害物質は無害な物質で代用するか、労働者のハザードへ

の暴露を減らすよう工程を改めなければならない。  
 専用の部屋または建物での取扱、密閉系での取扱、有毒ガス排出装置等の使

用、汚染物質の濃度が安全限度内に収まるよう換気による調整、のいずれか

または組合せによる工程管理を行う。 
 労働者に個人防護服および保護具を支給し、使用させなければならない。 ・

すべての危険有害物質の入った容器には、有害区分を示す適切なラベルを貼

り、適切な取扱手順に従わなければならない。 
 作業室の大気は、必要な間隔で、但し年1回以上定期的に検査しなければな

らない。  
 換気・排気設備の定期的な点検・検査。 
 有害なダストの堆積を回避し、毒物および刺激物を取扱いまたは製造もしく

は使用する所は、床、壁、建物表面、作業台、机および設備を毎日、完全に

清掃しなければならない。 
 危険有害物を製造、取扱いまたは使用する全ての職場において、適切な警告

装置を設置しなければならない。  
 刺激物または毒物の漏出は、実行可能な最善の技術的・科学的手段を用いて

、できるだけ速く除去しなければならない。  
 全ての労働者に対し、各自の作業に関する健康への影響について十分な通知

をしなければならない。 
 
 【鉛または鉛化合物に関する義務】 
 鉛物質の在庫は作業室外の専用貯蔵室に保管しなければならない。  
 大気中の鉛の許容限界値（TLV）を維持または制御するため、適切に設計さ

れた排気システムを採用しなければならない。  
 つなぎ服、頭部カバー、ゴーグル、グローブ、エプロン、マスクといった適

切な保護具および保護衣類を使用しなければならない。 
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Occupational Safety and Health Standards, 1978 

 鉛に暴露する労働者は6カ月ごとに健康診断を受ける。なお、汚染の危険性が

より高い場合は、3カ月ごとに実施する。  
 
【爆発物に関する規定】 
爆発物の製造・取扱・保管は、以下の場合に限り許される：  
－認可された場所  
－他の目的で使用されない建物、ならびに  
－認可済み予防措置がとられている場合  
完成した爆発物を48時間以上貯蔵・保管する建物は、爆発物貯蔵庫（magazin

e）とされ、一つの爆発物貯蔵庫の最大容量は1万3360 
kg（30万ポンド）、もしくは雷管（blasting caps）2000万個とされる。  
 
爆発物工場の建設には計画の認可が必要とされ、図面等の要求事項を建物の建

築前に統合国家警察（Integrated National 
Police）に提出しなければならない。なお写しが労働地域局に渡される。  
 
【殺虫剤・肥料に関する規定】 
 殺虫剤・肥料は、その使用において、ハザードへの対処と予防措置について

十分な訓練を受けた者のみが取扱い使用しなければならない。  
 殺虫剤・肥料を取り扱う者には、本採用前に見習い期間を設け、定期的に健

康診断を受けさせなければならない。  
 シアン化カルシウム等、アルコールに強く反応する殺虫剤・肥料を扱う者は

、作業前10時間ならびに作業後12時間は飲酒を控えなければならない。  
 全ての殺虫剤 
 肥料の容器は、製品情報、使用・保管・処分に関する指示、安全予防措置、

応急手当および医師による情報・処置を示すラベルを貼らなければならない

。 
この他、具体的な取り扱い方法についても規定されている。 
 
 【立ち入り検査】  
 技術的安全立入検査（Technical Safety Inspection）－ 

ボイラー、圧力容器、内燃機関、電気設備、エレベーター、巻上設備および

その他の機械設備の安全性判定のための立入検査。 
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1978年労働安全衛生基準 
Occupational Safety and Health Standards, 1978 

 一般安全立入検査（General Safety Inspection）－ 
技術上の安全立入検査の対象外の機械の位置や操作を含めた、作業環境や作

業空間の妥当性、すなわち換気、照明、作業環境状態、取扱、保管または作

業手順、保護設備およびその他の職場における安全および健康ハザードに対

する立入検査。 
 
 
 前回の調査92では、OSHS の規則 1072「大気中浮遊汚染物質に対する暴露限界値」を設

定している表 8：気中浮遊汚染物質、 表 8a：鉱物ダスト および表 8d：発がん性物質につ

いて確認できなかったと報告されているが、2020 年版の OSHS では明記されているため、

次頁より参考までに載せる。 
  

 
92 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書 
https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 5 日アクセス） 
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フィリピン OSHS「表 8：気中浮遊汚染物質」 
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フィリピン OSHS「表 8a：鉱物ダスト」 

 
 

フィリピン OSHS「表 8d：発がん性物質」 
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運用状況 
 
 DOLE 下部組織の労働安全衛生センター（OSHC）の統計データを検索したが、2008 年

前後に公表された報告書は閲覧できるものの、最新の統計データに関する報告書は、OSHC
からは公表されていなかった93。しかし、OSHC では、労働安全衛生法およびその実施規則

で配置が義務付けられている「安全管理者（SO：Safety Officer）」のトレーニングや労働

安全衛生プログラムの提供などを定常的に行っており、本法の執行機関として職務を遂行

している。現在、OSHC が提供している労働安全衛生のトレーニングの実施スケジュール

は以下のとおりである94。 
 

実施日 タイトル 
2020 年 3 月 9 日～13 日 労働安全衛生基礎トレーニング 
2020 年 3 月 16 日～20 日 産業衛生基礎講座（40 時間） 
2020 年 3 月 30 日 
～2020 年 4 月 3 日 

労働安全衛生基礎トレーニング 

2020 年 4 月 20 日～24 日 労働安全衛生基礎トレーニング 
2020 年 6 月 3 日～4 日 労働関連疾病トレーニング 
2020 年 6 月 23 日～24 日 職場の新たな衛生問題の管理トレーニング 
2020 年 7 月 21 日～22 日 職場の新たな衛生問題の管理トレーニング 
2020 年 8 月 13 日～14 日 労働関連疾病トレーニング 

 
 2019 年 9 月 30 日付の OSHC プレスリリース95によると、2019 年 9 月に OSHC らが実

施した安全管理者（レベル 1 向け）への 10 時間の労働安全衛生基礎トレーニングでは、994
の企業から計 1512 名の労働者が受講したという。受講した労働者は、安全管理者（SO1）
として認定され、自社に適した労働安全衛生プログラムの実施の職務を担うことができる。

労働安全衛生法の下では、安全管理者は 4 つのレベル（SO1～SO4）に分類され、職場のリ

スクに応じたレベルの安全管理者の配置が義務付けられている（下表参照）。 
 

従業員数 低リスク 中リスク 高リスク 
1～9 SO1：1 名 SO1：1 名 SO2：1 名 
10～50 SO1：1 名 SO2：1 名 SO3：1 名 

 
93 労働安全衛生センター（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/resource/statistics#  
94 労働安全衛生センター（2020 年 3 月 5 日アクセス）「トレーニングプログラム一覧」 
https://www.tms.oshc.dole.gov.ph/  
95 労働安全衛生センター（2019）”DOLE-OSHC and OSHNets train more than 1,500 safety officers”  
http://www.oshc.dole.gov.ph/content/announcement/627-news-release-dole-oshc-and-oshnets-train-
more-than-1-500-safety-officers （2020 年 3 月 5 日アクセス） 
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従業員数 低リスク 中リスク 高リスク 
51～99 

SO2：1 名 
SO2：1 名および 

SO3：1 名 100～199 
SO2：1 名および 

SO3：1 名 

200～250 
SO2：2 名または 

SO3：1 名 
SO2：1 名および 

SO3：1 名 
SO3：2 名 

251～500 
SO2：2 名および 

SO3：1 名 
SO3：2 名 

SO2：1 名および 
SO3：2 名 

501～750 
SO2：2 名および 

SO3：1 名 SO3：2 名 
SO2：1 名および 

SO3：2 名 
751～1000 SO3：2 名 

追加 250 名毎 ― ― 
SO3：追加 1 名また

は 
SO4：追加 1 名 

追加 500 名毎 SO3：追加 1 名 
SO3：追加 1 名また

は 
SO4：追加 1 名 

― 

※2018 年 DOLE 省令第 198 号「労働安全衛生法の実施規則」の第 14 条には、各安全管理

者の必須要件が規定されている。 
 
 各レベルの安全管理者の人数に関するデータは確認できなかったが、本調査で実施した

フィリピン化学工業協会（SPIK）へのヒアリング結果では、現状企業数に対して十分な数

の安全管理者がいるという。 
 
 
今後の予定 
 

2017 年 1 月 30 日付の DOLE のプレスリリースにて、OSHS の改正に向けた作業に着手

したことを発表したが、現在も OSHC では、全般的な改正作業が行われている96。すでに

ドラフトはできあがっており、今後は、パブリックコンサルテーションとして、政府、民間、

組織などを集めて協議を行う予定である。中央だけでなく、フィリピン全土で幅広く実施す

る予定であり、その後、DOLE の大臣の署名を以って公布されるため、1 年以内の公布を見

通しているが断言はできないという。また、OSHS における化学物質暴露基準の対象物質

として新たに発がん性物質などが追加される予定であり、既存の制限値もより厳しく改正

 
96 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
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されるという。例えば、水銀は 0.05 mg/m3から 0.025 mg/m3に改正する提案がなされてい

る。なお、化学物質暴露基準の改正においては、米国と日本の基準を参考にしているという。 

2.6 消防 

 
 日本の消防法に該当する法令は、以下のとおりである。 
 
 2008 年共和国法第 9514 号「フィリピン共和国消防規約」97 
 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019 年改訂版】98 

 
 
制定の経緯 
 

2008 年共和国法第 9514 号「フィリピン共和国消防規約」に基づき、内務・地方自治省

（DILG：Department of Interior and Local Government）の下部組織として「消防局（BFP：
Bureau of Fire Protection）」が創設され、現在消防行政を所管している。以前は国家警察

軍（National Police Force）所属の消防行政所管組織であったが、フィリピン国家警察（PNP：
Philippine National Police）の創設に伴い国家警察軍から分離独立し、DILG に再編されて

いた。その後、フィリピン共和国消防規約を施行するための実施規則が策定され、 
2019 年 9 月 16 日には、改訂版の実施規則が公布された。 
 
 
現行の法令の内容 
 
 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019 年改訂版】の概要は、以下のとおりである。 
 
法令名 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019年改訂版】 

Revised Implementing Rules and Regulations of Republic Act 9514 “Th
e Fire Code of the Philippines” 

URL http://bfp.gov.ph/wp-content/uploads/2019/10/RA9514-RIRR-rev-2019.pdf  
目的 総合的な消防規則を定め、公共の安全を保障し、火災の抑制を通して経済を

発展させ、消防サービスの専門性を向上させること。 
所轄官  消防局（BFP）（内務・地方自治省傘下） 

 
97 2008 年共和国法第 9514 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/2008/12/19/republic-act-no-9514/  
98 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019 年改訂版】（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://bfp.gov.ph/wp-content/uploads/2019/10/RA9514-RIRR-rev-2019.pdf  
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法令名 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019年改訂版】 
Revised Implementing Rules and Regulations of Republic Act 9514 “Th
e Fire Code of the Philippines” 

庁 
規制対

象物質 
危険物への防火安全（セクション10.3）の規定は以下の物質および化学品に適

用する。 
A. 火災または爆発を引き起こすための反応をする可能性がある高い可燃性

を有するもの 
B. それらの存在が火災または爆発の危険性を引き起こす可能性があるもの 
C. それらの有毒性、可燃性または反応性が消火活動を危険なものにするも

の 
D. 化学的に不安定な可燃性を有するもの、および自然発生的に爆発性化合

物を形成するもの 
E. 自発的な爆発の反応を引き起こす、または火災の危険性になる熱を十分

に発生させる可能性のある可燃性を有するもの 
規制内

容 
【危険物の分類】（セクション10.3.3.1） 
以下の有害性区分に1つ以上該当するものは、「危険物（Hazardous materi

als）」とみなされる。 
A. 腐食性固体、液体または気体 
B. 可燃性固体、液体または気体 
C. 可燃性、不活性および酸化低温液体 
D. 可燃性および不活性気体 
E. 有機過酸化物 
F. 酸化固体または液体 
G. 酸化気体 
H. 自然発火性固体、液体または気体 
I. 有毒性または非常に毒性の高い固体、液体または気体 
J. 反応性固体、液体または気体 
K. 水反応性固体または液体 
L. 放射性物質 
M. 爆発物 

※セクション10.3.3.2では、非常に危険有害な内容物（High-Hazard Content
s）がレベル1～4に分類されている。 
 
【消防許可】 
 地方政府やその他の政府組織からの適切な許可やライセンスの発行の前提
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法令名 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019年改訂版】 
Revised Implementing Rules and Regulations of Republic Act 9514 “Th
e Fire Code of the Philippines” 
条件として、危険物の搬入や輸送には、BFPが発行する「消防許可（Fire Saf
ety Clearance）」の取得が必須となる。 
 
【管理エリア】（セクション10.3.4.1） 
 危険物は、1ヵ所以上の管理エリア（control area）で保管および使用されな

ければならない。 
⇒1つの建物における管理エリアの最大数：付表Aの表23を参照 
⇒1つの建物に管理エリアが1つの場合：特定の建設規定は要求されない 
⇒2つ以上の管理エリアがある場合：防火壁で分離すること 
⇒建物外に管理エリアがある場合：セクション10.3.4.5を参照 
 
【危険物の数量】（セクション10.3.4.2） 
 各管理エリアにおける危険物の数量は、付表Aに規定の最大許容量（MAQ：

Maximum Allowable Quantity）を超えてはならない（諸条件規定あり）。 
 
【一般要求事項】（10.3.5）（※一部抜粋） 
 危険物および化学品の製造、保管、取扱いおよび使用は、防護施設または

防護装置によって保護されていなければならない。 
 防火安全検査の際は、安全性データシート（SDS）が常に利用可能である

状態でなければならない。 
 危険化学品の保管、取扱いおよび使用は、適用可能なPNPまたは国際的に

承認された規格を遵守しなければならない。 
 小売りのために保管される場合、保管所は整理整頓されていること。 
 危険物の保管棚は、規定の厚みのある素材を使用し、赤字の「HAZARDO

US - KEEP FIRE AWAY」ラベルを表示すること。 
 本規則の定義に該当する危険化学品には、GHS準拠のラベルなどを貼付し

なければならない。 
 危険物は、自動消火システムおよび危険性に適したその他の防火システム

によって保護されていなければならない。 
 
【特定要求事項】 （10.3.6） 
 以下の危険物および化学品の保管、使用および取扱いのための防火安全要件

は、適用されるフィリピン国家規格（PNS：Philippine National Standards）
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法令名 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019年改訂版】 
Revised Implementing Rules and Regulations of Republic Act 9514 “Th
e Fire Code of the Philippines” 
または国際的に承認された規格を遵守しなければならない。 
 また、「全米防火協会（NFPA） 400 危険物コード」および以下のNFPAコ

ードまたは規格を防火安全要件の基本として使用すること。 
 
 NFPA 30, Flammable and Combustible Liquids Code 
 NFPA 45, Standard on Fire Protection for Laboratories Using Che

micals 
 NFPA 51A, Standard for Acetylene Cylinder Charging Plants 
 NFPA 55, Compressed Gases and Cryogenic Fluids Code 
 NFPA 58, Liquefied Petroleum Gas Code 
 NFPA 59A, Standard for the Production, Storage, and Handling of 

Liquefied Natural Gas (LNG) 
 NFPA 99, Standard for Health Care Facilities 
 NFPA 395, Standard for the Storage of Flammable and Combustibl

e Liquids at Farms and Isolated Sites 
 NFPA 430, Code for the Storage of Liquid and Solid Oxidizers 
 NFPA 432, Code for the Storage of Organic Peroxide Formulations 
 NFPA 490, Code for the Storage of Ammonium Nitrate 
 NFPA 495, Explosive Materials Code 
 NFPA 801, Standard for Fire Protection for Facilities Handling Ra

dioactive Materials 
 
 危険物および化学品の輸送のための防火安全要件は適用可能なPNS、米国の

危険物輸送規則（Title 49 (Transportation)）またはその他の国際的に承認さ

れた規格を遵守しなければならない。 
 
 特定の物質に適用される要件は、セクション10.3.7を参照し、このセクシ

ョンでカバーされない危険物および化学品の保管、取扱い、輸送および保

護規定に関しては、セクション10.3.8に規定されている。 
 
 危険な工程（Hazardous Operations）への防火安全規定は、セクション

10.4を参照。 
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運用状況 
 
 消防局（BFP）のウェブサイトを確認したが、2019 年に改訂された本実施規則の運用状

況に関する報告書は掲載されていなかった（2020 年 2 月末現在）。 
 
 
今後の予定 
 
 消防局（BFP）のウェブサイトを確認したが、2020 年以降の年次計画をまとめた報告書

などは確認できなかった。また、消防規約およびその実施規則の改正の動きも確認できなか

った。 
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2.7 家庭用品 

 
制定の経緯 
 
 日本の家庭用品規制法に該当する法令は、以下のとおりである。 
 

 大統領令第 881 号「有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を保健省

に与える大統領令」99および下位法令（2019 年行政命令第 0019 号100、他） 
 
 大統領令第881号は、食品、薬品、化粧品以外の製品に含まれる「有害物質（Hazardous 
substance）」の危険性から公衆の健康と安全を守るために制定された法令であり、保健

省に有害物質のラベル表示、販売および流通を規制する権限を付与している。日本の毒

劇法で定められている営業者の登録制度、容器等への表示等の規制に対応する法令で

もある。 
 

 2009 年共和国法第 9711 号「食品医薬品局法」101 
 
 本法により食品医薬品局（FDA）が再編され、FDA は「ライセンス・登録課（Licensing 
and Registration Division）」を通して、健康製品（health products）の製造、輸入、

輸出、流通、販売、販売の申し出、移動、促進、宣伝、スポンサーシップ、また必要に

応じて使用および試験を規制する職責を担う。 
 

 共和国法第 7394 号「消費者法」102 
 
 消費者の利益の保護および福祉の向上、ならびにビジネスおよび産業の実行基準を

設けるために制定された法律である。第 III 章「有害物質」では、食品、医薬品、化粧

品および装置以外の、公衆の健康および安全に対して危険な物質から消費者を保護す

る目的のもと、規定が定められている。また、大統領令第 881 号に規定の虚偽表示／

 
99大統領令第 881 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29040/PD%20881%20-%20Household%20Hazardous%20Ac
t.pdf  
100 2019 年行政命令第 0019 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/605174/Administrative%20Order%20No.%202019-
0019.pdf  
101 2009 年共和国法第 9711 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/2009/08/18/republic-act-no-9711/  
102 共和国法第 7394 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/1992/04/13/republic-act-no-7394-s-1992/  
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禁止有害物質の定義および要件は、本法にも同様に盛り込まれている。 
 

 共和国法第 10620 号「玩具およびゲーム機の安全性表示法」103およびその実施規則104 
 

大統領が 2013 年 9 月 3 日に署名。有害な玩具が市場に流通するのを防ぐことによっ

て子どもを起こりうる健康上の危険性から確実に守ることを目的として制定された法

律である。2019 年 1 月には、本法の実施規則が公布されラベル表示要件などが規定さ

れた。 
 
有害物質の製造者や販売者、輸出入者の登録や HUHS の登録・届出規定においては、2013

年から調査実施現在（2020 年 2 月末現在）に至るまで改正、廃止、復活と変更が相次いで

おり、2020 年 2 月末現在、2019 年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する FDA
回覧案の審議が行われている（詳細は、「今後の予定」で記述）。これまでの一連の流れは、

前回の調査報告書を参照されたい105。 
 
 
現行の法令の内容 
 
【HUHS 規制】 
 
 フィリピン保健省（DOH）は 2019 年 6 月 25 日、HUHS に関する操業許可取得義務を

復活させる 2019 年行政命令第 0019 号「HUHS を取り扱う輸入者、輸出者、製造者、委託

製造者、卸売事業者、流通者、小売者、または再梱包事業者としてのライセンス要件、およ

び前述の製品の事前登録／申告の要件の復活」を制定し、即日施行された。これは、2015
年 9 月 8 日に制定された 2015 年行政命令第 0038 号106を廃止することにより、一部の

HUHSを対象に緩和していた規制要件を再び強化するものである。2015年行政命令第0038
号は、日用品を主とする以下の HUHS を対象として、これらを取り扱う企業が FDA から

操業許可を取得する義務、および事前の登録／申告を行う義務を免除していた。 
 

— 教育用セットおよびその他の化学品セット 
 

103 共和国法第 10620 号 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/294025/RA%2010620%20(Toy%20and%20Game%20Safety
%20Labeling%20Act%20of%202013).pdf  
104 共和国法第 10620 号の実施規則（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/downloads/2019/01jan/20190120-IRR-RA-10620-RRD.pdf  
105 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 6 日アクセス） 
106 2015 年行政命令第 0038 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/273896/ao2015-0038%20HUHS.pdf  
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— 文房具／アートペーパー（色･香り付き） 
— 研磨剤／ワックス（金属研磨剤、木材研磨剤、靴磨き剤） 
— 漂白剤 
— クリーナー 
— 消毒剤スプレー 
— 洗剤（固形、液体、粉末） 
— 食器洗浄（液体およびペースト） 
— のり／ペースト 
— 繊維用品（染料、柔軟剤、仕上げ剤） 
— 接着剤 
— ルームフレッシュナー／エアフレッシュナー、脱臭剤 
— 塗料、ラッカー、ニス 
— 溶剤塗料、シンナー、ミネラルスピリット 

 
 2019 年行政命令第 0019 号では、FDA に対して、要件を順守するための手引きとなる実

施規則を制定するよう規定している。この規定に応えるべく、FDA は 2020 年 2 月に 2019
年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する FDA 回覧案を発表している（詳細は、

次項「今後の予定」を参照）。 
 
 2015 年行政命令第 0038 号で一旦廃止した事業者のライセンス要件や製品の登録／申告

要件を復活させた理由として、本調査で実施した FDA へのヒアリング結果より、以下の情

報を入手した。 
 
 規制緩和後、フィリピン大学の法律センター107から規制要件の廃止は、上位法に違反す

ると指摘された。 
 毒性被害報告のトップ 10 製品のうち 6 つが HUHS 規制の対象製品であった。 

 
 上記の理由により、要件の復活および実施ガイドラインの策定を規定したという。 
 
 
【ビスフェノール A（BPA）含有規制】 
 
 2019 年 8 月 9 日、「乳幼児ケア製品としての哺乳瓶および蓋付きカップへのビスフェノ

ール A（BPA）の使用禁止に関する 2019 年 FDA 回覧第 004 号」108が制定された。本回覧

 
107 フィリピン大学ロースクール（UP College of Law）の意味と解釈した。 
108 2019 年 FDA 回覧第 004 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
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は、BPA を含有する「哺乳瓶」および「蓋付きカップ」を規制するもので、それらの製造、

輸入、販売は禁止され、さらに猶予期間後の市場回収を義務付けている。 
 
 2019 年 FDA 回覧第 004 号の主な規制内容は、以下のとおりである。 
 
 BPA を含む乳児用哺乳瓶と蓋付きカップの製造、輸入および販売は認められない。 
 BPA を含む全ての乳幼児用哺乳瓶と蓋付きカップを市場から回収するため、関係する

すべての事業者に対し 6 ヵ月の段階的廃止期間を与える。 
 段階的廃止期間の後に、BPA を含む乳幼児用哺乳瓶と蓋付きカップを市場から回収し、

その後市場で手に入らないようにするために、製品のリコールを行うことは、製造者、

仲介事業者、輸入者、販売者、または卸売事業者の責任である。 
 禁止された製品の製造者、輸入者、販売者は、棚卸しを実施した上で、与えられた段階

的廃止期間の 1 ヵ月後に、FDA に報告書を提出しなければならない。 
 禁止された製品の製造者、輸入者、販売者は、環境天然資源省-環境管理局（DENR-EMB）

の規則に従い、さらに FDA の承認を得ることを条件として、処分計画を策定しなけれ

ばならない。 
 
 
運用状況 
 
【HUHS 規制】 
 
 2015 年行政命令第 0038 号により事業者のライセンス要件や製品の登録／申告要件が廃

止されたため、2019年行政命令第 0019号でこれらの要件が復活するまでの期間における、

事業者登録および製品の登録／申告の件数などは確認できない109。ただし、申告済みの

HUHS は FDA のウェブサイト110より確認することができ、2020 年 2 月末現在、170 件111

の申告済み HUHS が掲載されている。公開されている情報は、登録番号、製品名、製造者、

貿易事業者、輸入者、流通者、有効期限のみである。 
 FDA は 2019 年勧告第 517 号112おいて、以下の未登録の殺虫剤の購入および使用に対し

て警告を出している。 

 
https://www.fda.gov.ph/wp-content/uploads/2019/08/FDA-Circular-No.2019-004.pdf  
109 FDA のウェブサイトでは、家庭用有害物質の製造者リストのページは存在するが、掲載件数は 1 件

で、発行年が 1987 年であり、正確に管理されていないことが確認された。 
110 食品医薬品局（2020 年 3 月 6 日アクセス）「申告済み HUHS 一覧」 
https://ww2.fda.gov.ph/index.php/consumers-corner/household-urban-hazardous-notification 
111 本件数が申告済み HUHS 全製品であるかの検証は、本調査では行っていないため不明である。 
112 2019 年勧告第 517 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/646690/FDA%20Advisory%20No.2019-517.pdf  
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1. PIF PAF LIQUID MOSQUITO KILLER 
2. BEN KILL RAT BAIT 
3. BYE BYETM MOSQUITO STICKER 
4. YUANMENG READ A DREAM FLY REPELLENT INCENSE 
5. COBRA FLY ERADICATION 
 
 上記の製品は、当局より認可を取得しておらず、製品登録の証明書も付与されていなかっ

た。共和国法第 9711 号に基づき、適切な認可を取得していない健康製品の製造や輸出入、

販売など禁止されている。また、FDA の評価プロセスが行われていない上記製品の品質お

よび安全性を保証できないとし、これらの使用は消費者の健康にリスクを与える可能性が

あると指摘した。このように、違法に上市されている製品の監視が行われており、消費者へ

の警告も適宜行われている。 
 
 
【共和国法第 10620 号】 
 
 共和国法第 10620 号の第 12 条の規定に基づき、貿易産業省（DTI）は 6 ヵ月毎に、本法

の規定に違反した製造者、輸入者、流通者および小売事業者のリストを公表しなければなら

ない。また、保健省（DOH）も 6 ヵ月毎に、本規則で販売、販売の申し出および流通が禁

止されている偽装表示または禁止有害物質のリストを公表しなければならない（実施規則

第 IV 条 1.9 項にも同様の規定あり）。 
 しかし、本調査では上記のリストを確認できなかった。本法に基づくものではないが、

FDA は勧告（Advisories）として、規制要件を遵守していない製品に関する情報を公開し

ている。 
 
 
今後の予定 
 
【HUHS 規制 実施ガイドライン案】 
 

2020 年 2 月末現在、フィリピンでは 2019 年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに

関する FDA 回覧案（2020 年 2 月発表）が審議されており、本ドラフトの概要は、以下の

とおりである。 
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法令名 2019 年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する FDA 回覧案 
Draft Implementing Guidelines for Administrative Order No. 2019-0019 

URL https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/649397/Announcement%20re.%2
0Public%20Consultation%20on%20Draft%20IRR%20of%20AO%202019-
0019%20HUHS.pdf  

目的 「家庭／都市有害物質含有指定製品（HUHS）」を規制するための実施細則を定

めること 
所轄官庁  保健省（DOH） 
規制対象

物質 
HUHS 製品については、発がん性、変異原性および生殖毒性（CMR）成分が含

有されてはならない。 
規制内容 【家庭／都市有害物質含有指定製品（HUHS）】 

分類 品目 
カテゴリーI 
新規製品 

ニコチン供給電子たばこ（ENDS：Electronic 
Nicotine Delivery Systems） 
ニコチン非供給電子たばこ（ENND：Electronic 
Non-Nicotine Delivery Systems） 

カテゴリーII 
庭用・家庭用製品 

家庭用／都市用殺虫剤 

カテゴリーIII 
家庭用洗浄剤、芳香剤、

消臭剤 

消臭スプレー、ディフューザー、アロマ 
漂白剤 
食器用洗剤／石鹸 
衣類用コンディショナー／柔軟剤 
家庭用洗剤 
家庭用消臭剤／臭い除去剤 
家庭用消毒剤（非医療用、非農業用） 
洗濯用洗剤／石鹸 
プール用化学品 
銀宝飾用洗剤（非シアン化物含有） 

カテゴリーIV 
日曜大工品、ホビーアイ

テム 

接着剤、糊、シーリング材 
自動車用メンテナンス品 
着色剤（クレヨン、水彩絵の具） 
繊維染料、タトゥー染料 
家庭用塗料、ニス、シンナー 
塗料除去剤 
錆除去剤／脱脂剤 

カテゴリーV FDA 所管の玩具、子供用製品 
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法令名 2019 年行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する FDA 回覧案 
Draft Implementing Guidelines for Administrative Order No. 2019-0019 

玩具および子供用品

（TCCA） 
 
【家庭用としての登録】 

HUHS製品が二重用途のものである場合（例：家庭用と工業用の両方で使用

される）、当該HUHS製品は家庭用としてFDAに登録されることとなる。 
 
【ラベル表示】 

HUHS事業者は、本ドラフトの付属書Fで規定されるラベル表示および包装

要件を順守しなければならない。HUHSの危険有害性分類に際しては国連

GHSにもとづき決定される。 
 
【HUHS事業者の義務】 

HUHS事業者は、HUHS製品の製造、輸入、流通、販売などの活動を行うに

あたって、事前に操業ライセンス（LTO）を取得しなければならず、また、

LTO取得の前または後には、FDAの現場規制運用局（FROO：Field 
regulatory Operations Office）の検査を受けなければならない。そのほか、

HUHS製品の安全性に関する技術的な知見または適切な訓練を受けた有資格者

による監視も必要となる。 
 
 本ドラフトでは、国連 GHS 準拠のラベル貼付要件が規定されており、施行より 1 年後に

適用を開始するとあるが、猶予期間を 3 年に変更する予定である。また、2017 年に公開さ

れたドラフトでは、「トナー」や「バッテリー」も対象であったが、今回のドラフトでは削

除されている（ただし、今後対象として盛り込む予定であるという）。さらに、今回のドラ

フトには以前の規制要件である登録制度（registration）が盛り込まれていないが、この要

件も今後、別の法令で追加する予定であるという。113 
 
 上記のドラフトは 2020 年 2 月 28 日まで意見募集を実施し、同年 3 月 2 日には本ドラフ

トに関するパブリックコンサルテーションが開催された。スケジュールについては、以下の

FDA 通知文書に記載されている。 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/649397/Announcement%20re.%20Public%20
Consultation%20on%20Draft%20IRR%20of%20AO%202019-0019%20HUHS.pdf  
 

 
113 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
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【消費者製品への GHS 適用に関する行政命令案】 
 
 FDA は 2012 年 12 月 4 日に、消費者製品への GHS 適用に関する実施規則を定める行政

命令案を発表しており、一度パブリックコンサルテーションは実施されたが、その後正式公

布には至っておらず、現在もドラフトの状態であるという。今後は、HUHS 規制の整備を

優先的に行う方針であるというが、目処が立った段階で、本ドラフトの 2 回目のパブリッ

クコンサルテージョンを実施する予定であるという。その後は、意見募集を行い、法規内容

の精査を担当する省庁に提出し、Director General の承認を経て公布となる運びである。

114 
 
 消費者製品への GHS 適用に関する実施規則を定める行政命令案の概要は、以下のとおり

である。 
 
法令名 2012 年行政命令案「家庭用有害化学品および消費者製品に対する分類および

表示要件への GHS の実施に関する手続きおよび規制」 
Administraive Order No.___S. 2012 “Procedural Rules and Regulations 
Implementing the GHS for Classification and Labeling of Household 
Hazardous Chemicals and Consumer Producs Regulated by DOH” 

目的 保健省が管轄する家庭用有害化学品および消費者製品への GHS 実施に関す

る手続きおよび規制を定めるため 
所轄官庁  保健省（DOH） 
規制対象

物質 
FDA の管轄する全ての家庭用有害化学品および消費者製品を対象とする。 
 発効から 2 年以内：優先化学品リスト（PCL）に掲載または化学品管理

令（CCO）に含まれる 48 物質が適用対象となる。 
 上記適用の 2 年後：大量の毒性化学品（High Volume Toxic Chemicals）

に適用開始 
 さらに 1 年後：国際航空輸送機関（IATA）が定める危険物リストおよび

国際海上危険物規則（IMDG）のリストの中のそれぞれの有害化学物質に

適用開始 
 発効から 7 年後：混合物に適用開始 

規制内容 【一般要件】 
 国連GHS文書第4版の適用（ただし、国連GHS文書の改訂を考慮するこ

と） 
 国連GHS文書第4版に基づく安全性データシート（SDS）およびラベル

 
114 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
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法令名 2012 年行政命令案「家庭用有害化学品および消費者製品に対する分類および

表示要件への GHS の実施に関する手続きおよび規制」 
Administraive Order No.___S. 2012 “Procedural Rules and Regulations 
Implementing the GHS for Classification and Labeling of Household 
Hazardous Chemicals and Consumer Producs Regulated by DOH” 

の作成および提出（許可書やライセンス、クリアランスの申請のために

提出する場合は、国連GHSのフォームに従ったSDSおよびラベルを提出

すること） 
等 
 
【罰則】 
 本行政命令の規定に違反した場合、大統領令第881号、1977年行政命令第

311号、共和国法第7394号、消費者法、共和国法第9711号および関連実施規

則などに基づく行政処分の責任を負わなければならない。 
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2.8 建築 

 
 フィリピンでは、1977 年大統領令第 1096 号115において、「フィリピン国家建築基準

（NBCP：National Building Code of the Philippines）」を定めており、その実施規則（2005
年改訂版）116とともに運用されている（所管は、公共事業道路省(Department of Public 
Works and Highways)）。しかし、日本の建築基準法に相当する建材の化学物質含有量を規

制する条項は定められていない。一方で、NBCP の推奨基準として、2016 年 5 月に「グリ

ーンビルディング基準（PGBC：The Philippine Green Building Code）」117が制定され、

材料の持続可能性（セクション 12.）についても言及されている。本セクションでは、資源

効率、材料選択および環境への影響を最小限に抑える使用に関する事項を定めており、非有

毒材料については次のとおりである。 
 

 
グリーンビルディング基準の表紙 

 
115 1977 年大統領令第 1096 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/1977/02/19/presidential-decree-no-1096-s-1977/  
116 1977 年大統領令第 1096 号の実施規則（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
http://www.dpwh.gov.ph/dpwh/references/laws_codes_orders/PD1096  
117 グリーンビルディング基準（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
http://www.dpwh.gov.ph/dpwh/references/laws_codes_orders/pgbc  
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12.1 非有毒材料（Non-Toxic Materials） 
 
a. 一般 

 
 非有毒材料とは、シックハウス症候群（SBS：Sick Building Syndrome）の原因およ

び結果的に建物関連疾病（BRI：Building Related Illness）を引き起こす可能性のある

有害または有毒化学物質を含まない建築材料をいう。 
 

b. 適用 
 
 本項目は、表 1 に記載のすべての建物に適用される。 
 

c. 要件 
 

i. 室内または換気のない場所に使用される塗料、コーティング材、接着剤およびシー

リング材には、揮発性有機化合物（VOCs）が含まれていないようにするべき、ま

たは表 14（下表参照）に規定の人体への許容数値以内のものを使用するべきであ

る。 
ii. 木質複合材（composite wood）には尿素ホルムアルデヒドが含まれていてはなら

ない。 
iii. 建築作業員および建物の所有者の健康と安全のために、建築に使用されるその他

の化学物質含有材料は、有害であってはならない。 
iv. 仕様は、サプライヤーから提供される SDS および材料の規定遵守を証明する証明

書を用いて、表 14 に規定の VOC 許容値を遵守すること。 
 

d. 例外 
 
 本項目に関しては、例外規定はない。 
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フィリピン・グリーンビルディング基準「表 14 VOC 制限値」 

 
 



108 
 

 PGBC では、建材中のアスベストの使用に関する推奨規定は定められていない。また、

2000 年に制定されたアスベストに関する化学品管理令（2000 年 DENR 行政命令第 02 号）

では、アスベストの使用を制限しているが、耐火布、屋根材用フェルト、アスベストセメン

ト屋根材、アスベストセメントフラットシート、摩擦材、ガスケットなどを含む一部の用途

は認めている。2014 年 11 月 26 日には上院に、アスベスト含有製品の製造、輸入、加工ま

たは流通を禁止する法案（Ban Asbestos Act：Senate Bill No.2471）118が提出された。し

かし、2020 年 2 月現在、本法案の審議は委員会で保留されている119。 
 
 その他、フィリピン国家規格（PNS）では、合板のホルムアルデヒド放出に関する基準を

定めた PNS 2013：2017「Plywood – Formaldehyde emissions – Specification）」などの規

格も発行されている。 
 
 
 
  

 
118 アスベスト禁止法案（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
http://www.senate.gov.ph/lisdata/2013917253!.pdf  
119 http://www.senate.gov.ph/lis/bill_res.aspx?congress=16&q=SBN-2471  
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2.9 食品衛生 

 
 食品添加物について規制する「食品衛生法」に対応するフィリピンの法令は、以下のとお

りである。 
 

 共和国法第 3720 号「食品・医薬品・化粧品法」120 
 

 2014 年行政命令第 0030 号「国内で流通する包装済み食用品の表示に関する規則（改

訂版）」121（⇒1984 年行政命令第 088-B 号 廃止） 
 

 1984 年行政命令第 088-A 号「食品添加物に関するガイドライン」122 
 

 1984 年行政命令第 103-A 号「非栄養性甘味料に関する規定」 
 

 1985 年行政命令第 112 号「着色料の輸入に関する規則」 
 

 2006 年 FDA 回覧第 016 号「食品添加物リスト（改訂版）」123 
 

 共和国法第 10611 号「2013 年食品安全法」124 
 

 2015 年省間共同行政命令第 0007 号「2013 年食品安全法の実施規則」125 
  

 
120 共和国法第 3720 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29032/RA%203720.pdf  
121 2014 年行政命令第 0030 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/194724/AO2014-
0030%20-%20Revised%20Rules%20and%20Regulation%20Governing%20of%20Prepackaged%20Food
%20Product  
122 1984 年行政命令第 088-A 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/183669/ao%2088a%20s.%201984.pdf  
123 2006 年 FDA 回覧第 0016 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/19772/BC%202006-016.pdf  
124 共和国法第 10611 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/2013/08/23/republic-act-no-10611/  
125 2015 年省間共同行政命令第 0007 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/2015/02/20/implementing-rules-and-regulations-of-republic-act-no-
10611/  
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制定の経緯126 
 

1987 年に制定されたフィリピン国憲法第 15 節第 II 条の下では、国民の健康上の権利を

保護し、促進し、国民の健康意識を高めることが国家の方針と示されている。この方針の下、

1963 年に共和国法第 3720 号「食品・医薬品・化粧品法」が施行された。共和国法第 3720
号は、国民の健康を保護するため、食品、医薬品、化粧品の品質を保証し、その生産、販売、

取引を規制することを目的としている。また、共和国法第 3720 号の規定を一部改正する

2009 年共和国法第 9711 号「食品医薬品局法」により、前述の目的を施行する機関として

「食品医薬品局（FDA）」が再編された。現在 FDA は、「ライセンス・登録課（Licensing 
and Registration Division）」を通して、健康製品（health products）の製造、輸入、輸出、

流通、販売、販売の申し出、移動、促進、宣伝、スポンサーシップ、また必要に応じて使用

および試験を規制する職責を担う。 
 
共和国法第 3720 号では、食品添加物の定義は定めるにとどまり、その使用の基準などに

ついては下位法令で示している。 
 
食品添加物に関するガイドラインを定める 1984 年行政命令第 088-A 号には、使用する

ことができる食品添加物のポジティブリストが添付されているが、2006 年 FDA 回覧第 016
号「食品添加物リスト（改訂版）」によってリストが改訂されている。2016 年 10 月 26 日

には、以下の法令を廃止し、新たな規制ガイドラインを定める法案（Revised Regulatory 
Guidelines Concerning Food Additives, and Processing Aids）が発表され、パブリックコ

ンサルテーションにかけられた。 
 
 1984 年行政命令第 088-A 号「食品添加物に関するガイドライン」  
 1984 年行政命令第 103-A 号「非栄養性甘味料に関する規定」 
 1985 年行政命令第 112 号「着色料の輸入に関する規則」 
 2006 年 FDA 回覧第 016 号「食品添加物リスト（改訂版）」 
 1970 年行政命令第 112 号「シクラミン酸およびその塩の使用禁止」127 

 
また、本法案はこれまで規定されていなかった食品添加物リストの改定期間が 5 年間と

明記されている。 
 

 
126 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 3 日アクセス） 
127 1970 年行政命令第 112 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/155136/AO%20122%20-%20Prohibition%20(Use%20of%20
Cyclamid%20Acid)%20as%20Food%20Additives%20and%20Preservatives).pdf  
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 現行法令の概要は、次の項で記述する。 
 
 
現行の法令の内容128 
 
(1) 食品添加物に関するガイドライン 

（1984 年行政命令第 088-A 号および 2006 年 FDA 回覧第 016 号） 
 
食品添加物、加工助剤、香料などの定義を規定し、食品添加物として使用可能な物質のポ

ジティブリストを示している（最大使用可能量の規定あり）。本リストに記載されていない

物質を添加物として使用する場合は、保健省大臣の許可を取得しなければならない。本リス

トに記載されておらず、かつ保健省大臣の承認を得ていない添加物を含む食品は違法とみ

なされ、国内での流通は認められない。 
 
本リストに含まれる全ての食品添加物は、その特性と純度において、米国の連邦規則集、

米国の Food Chemicals Codex、JECFA 規格の最新版のいずれかに適合しなくてはならな

いと定められている。機能ごとにグループ分け（グループ I：食品添加物、グループ II：食

品加工助剤、グループ III：香料）された食品添加物のリストが掲載されているが、本リス

トは後に 2006 年 FDA 回覧第 016 号により改正されている。 
 
2006 年 FDA 回覧第 016 号は、食品添加物として使用可能な物質のポジティブリスト

の改正に加えて、新たにガイドラインを示した上で、承認された食品添加物とその使用可

能量のリストを添付するものである（第 II 章 「用語の定義」、第 III 章「一般的ガイドラ

イン」）。この改正により、1984 年行政命令第 088-A 号には含まれていなかった「適正製

造基準（GMP：Good Manufacturing Practice）」の概念が導入され、また香料の最大使用

可能量が規定された。 
 
 
(2) 包装済み食用品の表示に関する規則（2014 年行政命令第 0030 号） 
 
包装済み食用品に関して総合的に規定する 2014 年行政命令第 0030 号は、1984 年行政

命令第 088-B 号に置き換わる規則である。本規則では、国内で製造された、および、国内

に輸入されるすべての包装済み食品（食品サプリメント含む）のラベル表示要件を定めるも

のである。ラベル上での表示義務項目には、製品名、ブランド名、成分リスト、正味容量お

 
128 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 3 日アクセス） 



112 
 

よび固形量、製造者や輸入者の名前および住所、ロット識別コード、保存方法、賞味期限ま

たは消費期限、食品アレルギー情報、使用方法、栄養情報などある。香料や食品添加物につ

いて、添加物のクラス、物質によっては個別に表示要件を規定している。 
 
 
(3) 非栄養性甘味料に関する規則（1984 年行政命令第 103-A 号） 
 
共和国法第 3720 号に基づき消費者を保護するため、非栄養（Non-Nutritive）目的の甘

味料に関する規定を定めている。加工食品への砂糖の代用品としての非栄養性甘味料の利

用は、承認された特別な目的に限られ、非栄養性甘味料を使用した加工食品を製造または販

売する者は FDA にその製品を登録しなければならない。また、サッカリン使用製品に表示

すべき文言も規定されている。 
 
 
(4) 着色料の輸入規則（1985 年行政命令第 112 号） 
 
共和国法第 3720 号に基づき着色料の安全性および品質を確保するため、合成着色料の輸

入に関する規制を規定している。輸入可能な合成着色料は、認められたリストに掲載されて

いるものに限定される。 輸入にあたっては、事前に FDA の許可を取得しなければならな

い。 
 
 
(5) 2013 年食品安全法およびその実施規則 

（共和国法第 10611 号および 2015 年省間共同行政命令第 0007 号） 
 

  食品安全法は、高水準の食品安全性を確保するとともに公正な取引を促進し、フィリピ

ンの食料品の世界的競争力を高めるための規制体系を整備することを目的として制定さ

れた法律である（第 2 条）。食の安全を確保するための危機管理計画や省庁の連携、技能

研修や消費者の啓蒙などについて規定する本法は、第 27 条において、食品トレーサビリ

ティを確立するよう求めている。具体的には、以下が挙げられる。 
 
第 27 条(a)： 
食品の安全性要件への適合を確保することが求められるときは、食品の製造、ポストハ

ーベスト管理、加工、流通に関する段階でのトレーサビリティを確立しなければならない。

トレーサビリティに関する決まりは、飼料、食品添加物、包装材料、食品に一体化するこ

とが見込まれるその他の物質などの投入物も含めなければならない。トレーサビリティを
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確保するため、食品事業者は、以下のことが求められる。 
 

(a) 以下を供給した人物または会社を特定できること 
(1) 食品 
(2) 食品が由来する動物 
(3) 農薬・薬品としての化学物質 
(4) 生産、ポストハーベスト管理、および加工における投入物（食品添加物、食品原材

料、包装材料、または食品に一体化することが見込まれるその他の物質など） 
 
(b) 必要に応じて上記の情報を規制当局が利用できるシステムと手順を確立し、実施する

こと 
 

(c) 自らの製品を供給した他の事業を特定するためのシステムと手順を確立すること。こ

の情報は、必要に応じて規制当局に提供されるものとする。 
 
 
運用状況 
 
 FDA の 2019 年度年次報告書129には、食品ライセンスまたは許可の発行数や違反が認め

られた企業／製品の割合などの情報は記載されていなかった（最新情報は、2016 年度年次

報告書に記載）。しかし、FDA は自身のウェブサイト上に勧告（Advisory）として、違法な

食品（未登録など）の購入および消費に対する警告を出している。例えば、2020 年 2 月末

現在で最新の「2020 年 FDA 勧告第 175 号」130（2020 年 2 月 17 日発行）によると、以下

の製品は、FDA への製品登録を行っておらず、製品登録証明書を取得していないという。 
 

1. AMAZING! KANGEN WATER 
2. FLOR’S PASALUBONG TREAT ATO KINI BARQUIRON DE CASHEW 
3. FLOR’S PASALUBONG TREAT ATO KINI BARQUILLOS WINDOW FAMILY 

SLIM 
4. TOTS POPRICE 
5. VIRGIE’S HOMEMADE PRODUCTS MANGO TARTLETS 

 
 また、一度未登録などの警告を含む勧告を出された食品などが、正式に登録され、製品登

 
129 FDA2019 年度年次報告書（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/130791/2019%20Physical%20Plan-BED%20No.%202.pdf  
130 2020 年 FDA 勧告第 175 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://www.fda.gov.ph/wp-content/uploads/2020/02/FDA-Advisory-No.2020-175.pdf  
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録証明書を取得した場合、FDA は同様に勧告を発行している。例えば、2020 年 FDA 勧告

第 113-A 号131（2020 年 2 月 19 日発行）では、2020 年 FDA 勧告第 113 号にて未登録であ

った Titay’s Lilo-an Rosquillos & Delicacies, Inc. の TITAY’S FOOD PRODUCTS 
Rosquillos が規定に基づき登録され、製品上に承認されたラベルが表示されていることが

示されている。 
 
 このように、FDA は人の健康と安全を守るために市場監視を徹底しており、食品に関わ

る規制が遵守されているかどうかを確認している。また、FDA は法令遵守状況を逐一、国

民へ周知していることがうかがえる。 
 
 
今後の予定 
 

FDA は 2016 年 10 月 26 日、食品添加物および加工助剤に関する新たな規制ガイドライ

ンを定める行政命令案（Revised Regulatory Guidelines Concerning Food Additives, and 
Processing Aids）を発表し、パブリックコンサルテーションを実施した。また、2017 年 8
月 7 日には本行政命令案を WTO-TBT 通報132し、意見募集を行っていた。しかし、本調査

では、本行政命令案が正式に公布されたという情報を確認することはできなかった。本行政

命令案に関する今後の情報に注視する必要がある。 
  

 
131 2020 年 FDA 勧告第 113-A 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://www.fda.gov.ph/wp-content/uploads/2020/02/FDA-Advisory-No.2020-113-A.pdf  
132 2017 年 8 月 7 日付 WTO-TBT 通報（2020 年 3 月 3 日アクセス） 
https://docs.wto.org/dol2fe/Pages/FE_Search/FE_S_S007.aspx?PostingDateFrom=04%2f08%2f2017&P
ostingDateTo=07%2f08%2f2017&FullTextHash=371857150&AllTranslationsCompleted=1&Id=23810
0&PageAnchorPosition=238100&SearchPagePageNumber=10&SearchPageCurrentIndex=0&SearchP
ageViewStatePageIndex=0&SearchPageStartRowIndex=0&returnedPage=FE_S_S006.aspx&IsNotific
ation=True&LeftTabFieldText=&NumberOfHits=16&DreReference=&Query=(%40Symbol%3d+G%2f
TBT%2f*+or+JOB%2fTBT%2f*+or+RD%2fTBT%2f*+or+WTO%2fAIR%2fTBT*)&Context=RD&btsTy
pe=&IsEnglishSelected=True&IsFrenchSelected=False&IsSpanishSelected=False&IsAllLanguageSel
ected=False&SearchPage=&SourcePage=FE_S_S002&Language=E&  
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2.10 排出規制（大気、水質、土壌） 

 
【大気】 
 大気に関する排出規制に対応する基本的な法令は、以下のとおりである。 
 

 1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」133 
 2000 年 DENR 行政命令第 81 号「大気浄化法の実施規則」134 

 
制定の経緯 
 
 1999 年共和国法第 8749 号で定められた「大気浄化法」は、フィリピンの大気質管理政

策およびプログラムを統括する基本的な法律である。環境天然資源省（DENR）の大臣は、

気候、天候、気象学、地政学等、大気中の汚染物質の混合と拡散に影響する要素に基づいて

大気分水界を分割している。大気浄化法は、以下の汚染源を網羅している。 
 
 移動発生源（自動車など） 
 特定排出源または固定発生源（産業施設など） 
 地域発生源（木材または石炭燃焼など） 

 
 固定発生源の排出基準に関しては、「特定排出源大気汚染物質国家排出基準（NESSAP：
National Emission Standards for Source Specific Air Pollutants）」および「国家環境大気

質基準（NAAQS：National Ambient Air Quality Standards）」を遵守するとともに、操業

開始前に認可を取得しなければならない。NESSAP などの排出基準値は、1993 年 DENR
行政命令第 14 号「大気汚染管理に関連する大気質基準および規則」135を参照し策定された

ものである。固定排出源に対する排出基準値が定められた対象物質は、日本の「大気汚染防

止法」におけるばい煙、有害大気汚染物質、特定物質等に対応する。 
 大気浄化法を執行するためのガイドラインとして、DENR は 2000 年 11 月 7 日、行政命

令第 81 号「大気浄化法の実施規則」を制定し、大気浄化法で示された大気汚染物質に関す

る具体的な排出基準値を定めている。 
 
 大気浄化法およびその実施規則の概要は、次項に記述する。 

 
133 1999 年共和国法第 8749 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
https://emb.gov.ph/wp-content/uploads/2015/09/RA-8749.pdf  
134 2000 年 DENR 行政命令第 81 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://pab.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/07/RA-8749-IRR-DAO-2000-81.pdf  
135 1993 年 DENR 行政命令第 14 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://air.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/04/DAO-1993-14A.pdf  
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現行の法令の内容 
 
 1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」の概要は以下のとおりである136。 
 
法 令

名 
1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
Republic Act (RA) 8749 Philippine Clean Air Act of 1999 

URL https://emb.gov.ph/wp-content/uploads/2015/09/RA-8749.pdf  
目的 環境の保護と開発の均衡をとりながら、固定排出源および移動排出源からの汚

染物質の排出基準を定め大気汚染を防止すること 
所 轄

官庁 
 環境天然資源省（DENR） 

 
その他省庁の役割137： 
 運輸省（DOTC：Department of Transportation and Communication） 

DENR および排出事業者と協力し、排出許可システムや車両登録更新シ

ステムに基づき排出者からの排出料の収集を行う。また、車両の排出基準を

定める。  
 
・  科学技術省（DOST：Department of Science and Technology） 

DENR や民間セクター、学術研究者、NGO や市民団体とともに大気汚染

防止のための国家研究開発プログラムを設立する。  
 
・ 貿易産業省（DTI：Department of Trade and Industry）、DOST 地方局 

DENR とともに車両からの排出による大気汚染防止および管理のための

行動計画を策定する。 

 
・ エネルギー省（DOE：Department of Energy） 

DTI の製品基準局、DOST の諮問を受け、燃費および排出削減に資する

燃料組成の改善のため、DENR と共同で輸送業界や学術研究者、消費者と

ともに、燃料および燃料関連の製品の種別を特定する。 
規 制

対 象

【固定発生源からの汚染（第 19 条）】 
 固定発生源から排出される汚染物質の制限値が規定されており、その対象物

 
136 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 引用 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
137 環境管理局（2020 年 3 月 4 日アクセス）「大気浄化法の特徴」 
https://air.emb.gov.ph/the-philippine-clean-air-act/  
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法 令

名 
1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
Republic Act (RA) 8749 Philippine Clean Air Act of 1999 

物質 質（アンチモン、ヒ素、カドミウム、一酸化炭素、銅、硫化水素、鉛、水銀、ニ

ッケル、亜鉛など）。 
 
【自動車からの汚染（第 21 条）】 
 自動車から排出される汚染物質の制限値が定められており、その対象物質（一

酸化炭素、炭化水素、窒素酸化物、粒子状物質）。 
 
【その他の移動発生源による汚染（第 25 条）】 
 車両登録の要件として、DOTC の定める排出基準（第 21 条）に適合していな

ければならない。排出基準には EURO2 また、排出基準に適合しているかどう

かは、試験センターで試験し、確認する（第 46 条）。 
 
【燃料および添加物（第 26 条）】 
 鉛を添加したガソリンを輸入販売してはならない（第 29 条）。 
 
その他の汚染物質に関する条項： 
【オゾン層破壊物質（第 30 条）】 

【温室効果ガス（第 31 条）】 
【残留性有機汚染物質（POPs）（第 32 条）】 
【放射性物質の排出（第 33 条）】 
 
 上記に関する具体的な基準値等は、大気浄化法の実施規則に規定されている。 

規 制

内容 
（排出基準値に関する規定のみ抜粋） 
 
【環境大気質ガイドライン値および基準（第 12 条）】 
(a) 基準汚染物質に関する国家環境大気質ガイドライン（National Ambient 

Air Quality Guideline for Criteria Pollutants） 
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法 令

名 
1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
Republic Act (RA) 8749 Philippine Clean Air Act of 1999 

 

 
(b) 特定排出源（産業施設および生産工程）から排出される大気汚染物質に関す

る国家環境大気質基準 
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法 令

名 
1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
Republic Act (RA) 8749 Philippine Clean Air Act of 1999 
【固定発生源からの汚染（第 19 条）】 
 特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準（一部抜粋） 

汚染物質名 適用対象 
最大許容値 

（mg/NCM） 
アンチモン（化合物含

む） 
全固定発生源 10(Sb として) 

ヒ素（化合物含む） 全固定発生源 10(As として) 
カドミウム（化合物含

む） 
全固定発生源 10(Cd として) 

一酸化炭素 全産業固定発生源 500(CO として) 
銅（化合物含む） 全産業固定発生源 100(Cu として) 

鉛 全貿易、産業、工程 10(Pb として) 
水銀 全固定発生源 10(Hg 元素として) 

ニッケル（ニッケル・カ

ルボニルを除く化合物含

む） 

全固定発生源 20(Ni として) 

五酸化リン 全固定発生源 200(200P2O5) 
亜鉛（化合物含む） 全固定発生源 100(Zn として) 

 
 固定排出源に関する硫黄酸化物（SOx）排出上限基準 

(1) 既存固定発生源 
硫酸の製造および硫酸化プロセス 2.0gm/NCM (SO3として) 
燃料燃焼設備 1.5gm/NCM (SO2として) 
その他の固定発生源 1.0gm/NCM (SO3として) 

 (2) 新規固定発生源 
硫酸の製造および硫酸化プロセス 1.5gm/NCM (SO3として) 
燃料燃焼設備 0.7gm/NCM (SO2として) 
その他の固定発生源 0.2gm/NCM (SO3として) 

 
※2 年毎または必要だと判断した場合に、固定排出源からの汚染物質排出基準の

見直しを行う。 
等 
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法 令

名 
1999 年共和国法第 8749 号「大気浄化法」 
Republic Act (RA) 8749 Philippine Clean Air Act of 1999 
なお、自動車からの汚染物質の排出基準やその他の移動発生源に関する規定

も定められている。 
 
 
 2000 年 DENR 行政命令第 81 号「大気浄化法の実施規則」の概要は以下のとおりである

138。 
 
法令名 2000 年 DENR 行政命令第 81 号「大気浄化法の実施規則」 

DAO2000-81 Implementing Rules and Regulations for RA8749 
URL http://pab.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/07/RA-8749-IRR-DAO-2000-

81.pdf  
目的 大気浄化法の執行に関するガイドラインを提供するための規則を定めるため 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
本規則では以下の基準値が定められている物質が規制対象となる。 
 表 1：国家環境大気質ガイドライン値 
 表 2：特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準 
 表 3：特定排出源（産業施設および生産工程）から排出される大気汚染物質

に関する国家環境大気質基準 
等 

規制内容 （排出基準値に関する規定のみ抜粋） 
 
パート II：国家環境大気質ガイドライン 
【規則 VII：国家大気質】 
 国家環境大気質ガイドライン値（セクション 1.） 

 公衆の健康と安全および公共の福祉を守るために、国家環境大気質基準ガ

イドライン値を定める。 
➡表 1：国家環境大気質ガイドライン値 

 
パート VII：固定発生源由来の汚染 
【規則 XXV：特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準】 
 特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準（セクション 1.） 

 大気汚染物質を排出する貿易、産業、工程、燃料燃焼設備または産業施設

 
138 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 引用 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
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法令名 2000 年 DENR 行政命令第 81 号「大気浄化法の実施規則」 
DAO2000-81 Implementing Rules and Regulations for RA8749 

に対して、排出時の濃度が規定の最大許容値を超えてはならない。 
➡表 2：特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準 

 
【規則 XXVI：特定排出源の環境大気質基準】 
 国家環境大気質基準（セクション 1.） 

 産業施設または産業工程において、基準値を超えた濃度の大気汚染物質を

含む排気ガスを排出してはならない。 
➡表 3：特定排出源（産業施設および産業工程）から排出される大気汚染物

質に関する国家環境大気質基準 
 
 大気浄化法の実施規則で定められている排出基準値の表 1～表 3 に関して、以下に示す

139。 
 

表 1：国家環境大気質ガイドライン値（National Ambient Air Quality Guideline 
Values） 

汚染物質 短期間（a） 長期間（b） 
 

μg/Ncm ppm 
平均暴露

時間 
μg/Ncm ppm 

平均暴露

時間 
浮遊粒子状物質 (c)  

TSP 
PM-10 

 
230（d） 
150（f） 

 
－ 
－ 

 
24 時間 
24 時間 

 
90 
60 

 
－ 
－ 

 
1 年間

（e） 
1 年間

（e） 
二酸化硫黄(c) 180 0.07 24 時間 80 0.03 1 年間 
二酸化窒素 150 0.08 24 時間 － － － 
光化学オキシダント 
オゾンとしての光化

学オキシダント 

140 
60 
 

0.07 
0.03 

 

1 時間 
8 時間 

 

－ 
－ 
 

－ 
－ 
 

－ 
－ 
 

一酸化炭素 35mg/Ncm 
10mg/Ncm 

30 
9 

1 時間 
8 時間 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

鉛(g) 1.5 － 3 ヵ月

（g） 
1.0 － 1 年間 

 
139 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
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(a) 最大許容値の 98 パーセンタイル値を年 2 回以上超えてはならない。 
(b) 算術平均 
(c) 二酸化硫黄および浮遊粒子状物質は、手作業の場合 6 日に 1 度サンプリングを行

う。サンプリングの日数は最低でも四半期に 12 日、もしくは毎年 48 日必要であ

る。将来的に自動計測器を調達し利用可能になった場合は、毎日サンプリングを実

施する可能性がある。 
(d) 質量中央径が 25～50 ミクロン未満の TSP に対する上限値である。 
(e) 年間幾何平均 
(f) 質量中央径が 10 ミクロン未満の浮遊粒子状物質について十分なデータを収集し、

適切なガイドラインを策定するまでの暫定的な上限値である。 
(g) 本ガイドラインの評価は、連続 3 ヵ月以上にわたる 24 時間の平均時間で実施され

る。計測されたいずれの 3 ヵ月間についても、平均値が基準値を超えてはならな

い。 
 
 上記の国家環境大気質ガイドライン値は、2013 年 3 月 7 日制定の 2013 年 DENR 行政命

令第 13 号140により、従来までは直径 10 μm 以下の浮遊粒子状物質（SPM）について定め

ていたが、大気中の粒子状物質（PM2.5）に関する環境基準が新たに盛り込まれた。 
 
汚染物質 短期間 長期間 

実施期間  μg/Ncm 平均暴露時間 μg/Ncm 平均暴露時間 

PM2.5 75 24 時間 35 1 年間 施行日から

2015 年末まで 
50 24 時間 25 1 年間 2016 年以降 

 
大気中の PM2.5 の基準値として 24 時間平均で 75 μg/m3、1 年平均で 35 μg/m3 とい

う数値が規定された。しかし、この基準値は 2015 年 12 月 31 日までのもので、その後、

2016 年 1 月 1 日以降はさらに厳しくなり、それぞれ 50 μg/m3 と 25 μg/m3 となってい

る。 
 
 

表 2：特定排出源に対する大気汚染物質国家排出基準 
（NESSAP：National Emission Standards for Source Specific Air Pollutants） 

 
140 2013 年 DENR 行政命令第 13 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://air.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/04/DAO-2013-13-PM2.5.pdf  
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汚染物質 対象排出源 
許容上限値

（mg/Ncm） 
アンチモンとその化合物 全排出源 10（Sb） 
ヒ素とその化合物 全排出源 10（As） 
カドミウムとその化合物 全排出源 10（Cd） 
一酸化炭素 全産業排出源 500（CO） 
銅とその化合物 全産業排出源 100（Cu） 
水酸化フッ素とフッ素化

合物 
アルミナからアルミニウムを製造

する工場以外の全排出源 
50（HF） 

硫化水素 （i）地熱発電所 1995 年 1 月以降の新設

施設は、150g/GMW-Hr. 
既 存 施 設 は

200g/GMW-Hr 
（ii）地熱資源探査および井戸試験

施設 
実行可能な最良の技術

を適用 
（i）（ii）以外の全排出源 7（H2S） 

鉛 貿易、産業、工程 10（Pb） 
水銀 全排出源 5（Hg 単体） 
ニッケルとニッケル・カ

ルボニルを除くその化合

物 

全排出源 20（Ni）(ニッケル・カ

ルボニルは

0.5mg/Ncm） 
窒素酸化物 （i）硝酸製造 2,000（酸および NO2

として、NO2に換算） 
（ii）燃料燃焼蒸気発生装置 
既設 
新設 
－石炭燃料 
－石油燃料 

 
1,500（NO2） 

 
1,000（NO2） 
500（NO2） 

（iii）ディーゼル発電機 2,000（NO2） 
（iii）（i）（ii）以外の全排出源 
既存の発生源 
新規発生源 

 
1,000（NO2） 
500（NO2） 

粒子状物質 燃料燃焼施設 
a) 都市および工業地帯 
b) その他の地域 

 
150 
200 
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汚染物質 対象排出源 
許容上限値

（mg/Ncm） 
セメント工場 150 
溶鉱炉 150 
その他の固定排出源 200 

五酸化リン 全排出源 200（P2O5） 
硫黄酸化物 1）既存施設 

硫酸およびスルホン化プロセス 
燃料燃焼施設 
その他の固定発生源 

 
2,000（SO3） 
1,500（SO2） 
1,000（SO3） 

2）新規施設 
硫酸およびスルホン化プロセス 
燃料燃焼施設 
その他の固定発生源 

 
1,500（SO3） 
700（SO2） 
200（SO3） 

亜鉛とその化合物 全排出源 100（Zn） 
 
 
表 3：特定排出源（産業施設および生産工程）から排出される大気汚染物質に関する国家

環境大気質基準 
（National Ambient Air Quality Standards for Source Specific Air Pollutants from 

Industrial Sources/Operations） 

 
汚染物質 

濃度（a） 
平均暴露 
時間 分析／測定方法（b） 

µg/Ncm ppm （分） 

1 アンモニア 200 0.028 30 ネスラー法、インドフェ

ノール法 

2 二硫化炭素 30 0.01 30 ティッシャー（Tischer）
法 

3 塩素および塩化物 100 0.03 5 メチルオレンジ法 

4 ホルムアルデヒド 50 0.04 30 クロモトロプ酸法、また

は MBTH 比色法 

5 塩化水素 200 0.13 30 フォルハルト滴定法（ヨ

ウ素溶液使用） 
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汚染物質 

濃度（a） 
平均暴露 
時間 分析／測定方法（b） 

µg/Ncm ppm （分） 

6 硫化水素 100 0.07 30 メチレンブルー法 

7 鉛 20  30 原子吸光分析法 

8 二酸化窒素 375 
260 

0.20 
0.14 

30 
60 

グリス－ザルツマン法 

9 フェノール 100 0.03 30 4-アミノアンチピリン法 

10 二酸化硫黄 470 
340 

0.18 
0.13 

30 
60 

パラローザニリン比色分

析法 

11 浮遊粒子状物質 

TSP 
PM10 

 
300 
200 

 
－ 
－ 

 
60 
60 

 
重量分析法 

12 アンチモン 0.02 
mg/Ncm 

－ 30 
原子吸光分析法 

13 ヒ素 0.02 
mg/Ncm 

－ 30 
原子吸光分析法 

14 カドミウム 0.01 
mg/Ncm 

－ 30 
原子吸光分析法 

15 アスベスト 2 x 106粒

子状物質

/Ncm(5µ
超) 

－ 30 

光学顕微鏡検査（法） 

16 硫酸 0.3 
mg/Ncm 

－ 30 
滴定（法） 

17 硝酸 0.4 
mg/Ncm 

－ 30 
滴定（法） 

(a) 25℃、1 気圧の条件下で 30 分間サンプリングし、測定した 98 パーセンタイル値 
(b) DENR が承認した同等の方法を採用できる。 
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運用状況 
 
 DENR は 2016 年、深刻な大気汚染を改善するために以下を発表している。 
① 輸送部門と協力し、大気質の改善に取り組む 

 DENR は 2016 年 1 月 23 日、輸送部門に働きかけ、支援することにより、同部門と

協力して大気質の改善に取り組むことを表明した。これは、2016 年 6 月 30 日までに

マニラ首都圏の大気質を国際的に受け入れられるレベルまで向上させることを目指す

ものであった。環境管理局（EMB）を通じて輸送部門の主要な関係者を集めた会合を

開催し、協議を行った。この中で EMB は、同国の大気汚染の 80%が自動車に由来し、

残りの 20%が工場の煤煙や野焼きなどの固定発生源に由来すると説明した。この会合

には輸送部門（特に、フィリピン特有の乗合タクシーである「ジプニー（Jeepney）」事

業者）に加え、その他のステークホルダーが一堂に会し、特に首都マニラにおける大気

質改善について協議したという。本会合では、ジプニー事業者が自らの営業所またはタ

ーミナルにおいて、排出試験を実施することを定める覚書（MOA）が締結された。DENR
は排出試験の結果を用いてマニラ首都圏におけるジプニー事業者の排ガス基準の遵守

状況を評価すると述べた。この会合ではこの他、マニラ首都圏における適切な大気質情

報システムの構築および運営、煤煙排出者の非接触式摘発、稼働していない排出試験セ

ンターの閉鎖、および政府の国内の環境プログラムを通じた炭素の隔離についても決

議が行われた。 
 
② 自動車の普及に伴い、首都マニラの大気質管理を強化 

 DENR は 2016 年 6 月 19 日、特に首都マニラでは自動車の普及にともない大気質管

理の強化が必要とされていると発表した。DENR はこれまでに EMB を通じ、首都マ

ニラ内 17 の地方自治体すべてに大気質監視ステーションを設置し終えており、大気質

の観測値がリアルタイムで送信されている。 
都市での大気汚染への対策としてフィリピンでは、2015 年 3 月に 2015 年 DENR 行

政命令第 4 号141が公布され、排ガス基準 Euro 4 が導入されている。2009 年以降、フ

ィリピンで採用されてきた排ガス基準は Euro 2 であったが、本行政命令により排ガス

基準が引き上げられた。 
Euro 4 はガソリンおよびディーゼル燃料について、硫黄含有量を 50 ppm、ベンゼ

ン含有量を 1%に制限する。また、芳香族について Euro 4 はその含有量を 35%（体積

ベース）に制限し、また、新規乗用車、軽量車、および大型車が遵守すべき一酸化炭素 
(CO)、炭化水素、二酸化窒素、および粒子状物質の排出基準も厳格化された。EMB は、

DENR が規定する Euro 4 排ガス基準に適合している新車にのみ、適合性証明書 (COC）

 
141 2015 年 DENR 行政命令第 4 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://air.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/04/DAO-2015_04.pdf  
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を発行している。これは陸運局（Land Transport Office）に車両を初期登録する際の

要件となる。 
 
今後の予定 
 
 2020 年 2 月末現在、大気に関する排出基準の法令が新たに発表される、または既存の法

令の改正等の情報は確認できていない。しかし、EMB の大気質管理課が 2019 年 5 月 31 日

付で発表したプレスリリース情報142によると、現在、固定発生源に対する排ガス基準の見直

しが行われている143。濃度ベース（concentration-based）の排ガス基準から質量率ユニッ

ト（mass-rate units）の排ガス基準への見直しは、経済や人の健康、汚染管理技術の利用

可能性などへの影響を考慮する予定であるという。 
 
 排ガス基準の見直しに関するスケジュールは以下のとおりである。 
 2019 年-2020 年：燃料燃焼装置 
 2020 年-2021 年：プロセス装置 

 
 EMB はクリーン・エア・アジア（CAA）と協力し、2019 年 5 月 31 日に固定発生源の質

量排出率基準の政策見直しのための利用可能な最善の管理技術に関するワークショップを

開催した。EMB の優先プロジェクトの一環として、本ワークショップは以下の目標の達成

のために開催された。 
 固定発生源の排ガス基準に関して EMB が行った見直しのプロセスをステークホルダ

ーに説明すること。 
 利用可能な最善の管理技術やボイラーなどからの排ガス抑制戦略について協議および

評価すること。 
 利用可能な最善の管理技術や抑制戦略のコスト（導入、稼働、維持、基準遵守において

掛かるコスト）について協議すること。 
 排ガス基準の改正において考慮しなければならない情報を収集すること。 

 
  

 
142 環境管理局（2020 年 3 月 4 日アクセス）「Consultation Workshop on Best Available Control 
Technologies for the Policy Review of the Mass Emission Rate Standards (MERS) for Stationary 
Sources」 
https://air.emb.gov.ph/consultation-workshop-on-best-available-control-technologies-for-the-policy-
review-of-the-mass-emission-rate-standards-mers-for-stationary-sources/  
143 大気浄化法の規定では、DENR は 2 年毎に固定発生源に対する排ガス基準の見直しを実施しなければ

ならないと定められている。 
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【水質】 
 
 水域への排出に関する法令は、以下のとおりである144。 
 

 2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」145 
 2016 年 DENR 行政命令第 08 号「水質基準ガイドラインおよび一般排水基準」146 

 
制定の経緯 
 
2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」： 
 水質浄化法は 2004 年 3 月 22 日に制定され、フィリピンの水源を陸上の汚染源（工業、

商業活動、農業、コミュニティ活動、世帯活動など）から守るための基本的な法律である。

水質浄化法の一般的な特徴は、政策の布告、対象、概念的枠組み、水質管理システム、禁止

行為、罰則、資金調達メカニズム、および組織の連携である。本法律に基づき、排水の排出

は管理されなければならない。大気浄化法の施行により 1976 年大統領令第 984 号147は廃

止された。 
 
2016 年 DENR 行政命令第 08 号「水質基準ガイドラインおよび一般排水基準」： 
 環境天然資源省（DENR）は 2016 年 5 月 24 日、水質基準ガイドラインおよび排水基準

値を定めた行政命令「2016 年 DENR 行政命令第 08 号」を制定した。本行政命令は、水質

浄化法の第 19 条 e 項および f 項に基づき策定されたものである。本行政命令の施行にとも

ない、以下の規則が廃止された。 
 
 1978 年国家公害規制委員会規則（NPCC） 
 1982 年排水規則 
 1990 年 DENR 行政命令第 34 号「NPCC 規則の水使用と分類/水質基準の改正」 
 1997 年 DENR 行政命令第 23 号「1990 年 DENR 行政命令第 34 号の更新」 

 
 水質浄化法および 2016 年 DENR 行政命令第 08 号の概要は、次項に記述する。 
(i)-2-2 現行の法令の内容 

 
144 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
145 2004 年共和国法第 9275 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/RA-9275-Philippine-Clean-Water-Act-of-2004.pdf  
146 2016 年 DENR 行政命令第 08 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/DAO-2016-08-WQG-and-GES.pdf 
147 1976 年大統領令第 984 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/1976/08/25/presidential-decree-no-987-s-1976/  
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2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」の概要は以下のとおりである148。 
 
法令名 2004 年共和国法第 9275 号「水質浄化法」 

Republic Act (RA) 9275 Philippines Clean Water Act of 2004 
URL http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/RA-9275-Philippine-

Clean-Water-Act-of-2004.pdf  
目的 フィリピンの水源を陸上の汚染源（工業、商業活動、農業、コミュニティ活動、

世帯活動など）から守るための規制を定めること 
所轄官庁  環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
2016 年 DENR 行政命令第 08 号を参照 

規制内容 【規制内容】 149 
 水域または縁水域への、または、潮の満干、暴風雤、洪水等によって物質が

水域または表層水に流され易い場所への、水質汚染または水域の自然流の

妨げを生じるような物質の、直接的あるいは間接的な排出または沈積、ま

たは、それを生じるような行為。 
 地下水を汚染するような物質の、土壌または下層土への排出または注入、

あるいは滴下を生じるような行為。但し、DENR の認可を受けた地熱プロ

ジェクトの場は、管理された上での短期間の排出（立坑試験、水放出、試運

転、ガス抜き等）、地熱流体の深部での再注入が容認される（地下水の汚染

防止のための安全策が取られること）。  
 有効認可の無所持または規約条件への違反によって認可を取り消された後

の規制 対象水汚染源を排出するような設備の運転。 
 下水汚泥または固形廃棄物法で定義される固形廃棄物の海中への無認可の

移動または遺棄。 
 危害廃棄物法で禁止されている化学薬品・物質・汚染源の移動、遺棄、排

出。 
 危害廃棄物法で禁止されている化学薬品・物質・汚染源の、水域への、また

はそれらが表層水、地面、海岸、海水に流され易い場所への排出あるいは滴

下をもたらすような故意または過失による設備の運転。 
 法律に違反した活動、プロジェクトの展開、拡張、排水/下水設備の運転。 
 水質浄化法準拠の有効認可の無所持または条件規約への違反によって認可

を取り 消された後の規制対象水汚染源の排出。 
 

148 NITE（2017）アジア諸国等の化学物質管理制度等に関する調査報告書－フィリピン 参照 

https://www.nite.go.jp/data/000085430.pdf （2020 年 3 月 4 日アクセス） 
149 NITE（2010）アジア諸国における化学物質管理制度の現状に関する調査－フィリピン 引用 

http://www.nite.go.jp/chem/kanren/asia_kanren/asia_kanren_h22-02.html  
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 2016 年 DENR 行政命令第 08 号「水質基準ガイドラインおよび一般排水基準」の概要は

以下のとおりである。 
 
法令名 2016 年 DENR 行政命令第 08 号「水質基準ガイドラインおよび一般排水基準」 

DAO2016-08 Water Quality Guidelines and General Effluent Standards of 
2016 

URL http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/DAO-2016-08-WQG-
and-GES.pdf  

目的 本行政命令の目的は、以下を提供するためである（第 2 条）。 
・ フィリピン国内の水源の分類に関するガイドライン 
・ 水質の悪化または向上の段階の傾向および評価の判断基準 
・ 水質汚染の防止、管理および抑制に対する措置をとる必要性の評価 
・ 水質管理地域（WQMA）の指定 
・ 一般排水基準（GES） 

所轄官庁 ・ 環境天然資源省（DENR） 
規制対象

物質 
・ 表 3、表 4、表 5 および表 6 の水質基準ガイドラインに規定の物質 
・ 表 8：産業種別の排水基準に規定の物質 
・ 表 9：排水基準に規定の物質 

規制内容 用語の定義（第 4 条）： 
【水質ガイドライン】（dd 項） 
「水質ガイドライン（WQG：Water Quality Guidelines）」は、フィリピン国

内の全ての水域（淡水、海水、地下水）に適用され、それらの分類に使用される

ものである。分類について、淡水は Class AA、A、B、C、D の 5 種で、海水は

Class SA、SB、SC、SD の 4 種に分けられる。それぞれの分類の水域が満たす

べき具体的な水質基準値は、本行政命令の第 6 条に記載の表 3〜表 6 で規定さ

れている。 
 
【一般排水基準】（g 項） 
「一般排水基準（GES：General Effluent Standards）」は、産業種別に関わ

らず全ての排水源に適用されるものである。GES の具体的な基準値について

は、本行政命令の第 7 条に記載の表 9 で規定されているが、排出先の水域の分

類（上述の各 Class）によって排水基準値が異なる。GES のなかで、「主要排水

基準項目（significant effluent quality parameter）」と呼ばれる要件が規定さ

れているが、これは産業種別ごとに分かれて設定されており、例えば以下のと

おりである。 
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なお、下表の「PSIC カテゴリー」とは、Philippines Standard Industrial 

Classification を指し、フィリピンにおける産業分類を示すものである。 
 

PSIC 
コード 

産業分類 主要排水基準項目 

261 電子部品の

製造 
pH、COD、総懸濁固体量（TSS）、フッ化物、塩化

物、ホウ素、油・潤滑油、トリクロロエチレン、金属

類（製造している主な電子部品に対応したもの） 
2720 電池および

蓄電池の製

造 

pH、COD、総懸濁固体量（TSS）、フッ化物、セレ

ン、マンガン、鉄、ニッケル、銅、亜鉛、カドミウ

ム、水銀、鉛、油・潤滑油 
 
罰則（第 12 条）： 
 本行政命令の規定に違反した場合、水質浄化法の第 28 条に基づく罰金、損害

賠償金および罰則を科せられる。 
 
【水質ガイドライン（WQG）】 

表 3：水質ガイドライン―第 1 パラメータ 

 
表 4：水質ガイドライン―第 2 パラメータ（無機物群） 
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表 5：水質ガイドライン―第 2 パラメータ（金属群） 

 
表 6：水質ガイドライン―第 2 パラメータ（有機物群） 
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表 9：排水基準 
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運用状況 
 
 EMB の水質管理課（Water Quality Management Section）のウェブサイト等を確認し

たが、現状、運用状況に関する情報は見当たらなかった。2016 年 DENR 行政命令第 08 号

で定められた排水基準は、日本の排水基準と比べると非常に厳しい基準となっており、例え

ば以下のような基準が設定されている。 
 

物質名 
フィリピン 

（2016 年 DENR 行政命令第 08 号） 
日本 

アンチモン 0.05 mg/L 100 mg/L 
窒素 7 mg/L 120 mg/L 
リン 0.5 mg/L 16 mg/L 
クロライド 350 mg/L 規定なし 
銅 0.04 mg/L 3 mg/L 

 
 現地産業界からは、現在の実質的技術レベルでは対応できない基準値が設定されている

点や基準値の遵守のために掛かる設備改造費の懸念、DENR 自身が広範囲（企業だけでな

く、商業施設や住宅地も対象）にわたる排水者を管理できる能力を有しているか、などの問

題点が挙げられている150。2016 年 DENR 行政命令第 08 号では、新たな排水基準への遵守

期間として、5 年以下の実施猶予期間（Grace Period）を付与することができると規定され

ているが、企業は猶予期間を認めてもらうために「遵守行動計画（CAP：Compliance Action 
Plan）」を作成し、提出しなければならない（第 10 条参照）。 
 EMB は 2019 年 1 月 31 日に、「2016 年 DENR 行政命令第 08 号における 5 年以下の実

施猶予期間の付与に関する補足説明」と題した覚書回覧151を制定した。本覚書回覧では、企

業は 2019 年 12 月 31 日までに EMB 地方局から CAP の承認を受けなければならないこと

や、実施猶予期間は最長でも 2022 年 12 月 31 日までであること、猶予期間が適用される基

準は、1990 年 DENR 行政命令第 35 号で定められていた旧基準値よりも厳しい値が設定さ

れたもの、および産業部門毎に指定された排水基準パラメータである。また、対象施設は 3
ヵ月後に、EMB 地方局が行った実施および遵守検査の状況報告書を提出しなければならな

い。現在までに日系企業を含む多くの企業が CAP 提出による実施猶予期間の申請を行って

いるが、猶予期間後の排水基準遵守対応の難しさは変わらないため、今後も多様な利害関係

者と連携をとりながら、DENR との交渉を求めていくという152。 
 

 
150 本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
151 2019 年 EMB 覚書回覧第 001 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/05/MC-NO.-2019-001-WATER.pdf  
152本調査で実施した現地ヒアリング調査結果より 
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 その他、水関連の動きとしては、以下のようなものが挙げられる。 
 
 DENR は 2019 年 3 月 13 日、マニラ湾周辺の全ての施設に対し、既存の下水道に接続す

るか、または独自の下水処理施設を設置するよう義務づける 2019 年 DENR 覚書回覧第 01
号を制定した。この覚書回覧は、水質浄化法およびドゥテルテ大統領が発行した行政命令第

16 号「マニラ湾の沿岸海洋生態系の浄化および修復、ならびにマニラ湾タスクフォースの

設置」の条文に基づき発行されたものである。DENR はこれにより、マニラ湾へ排出され

る排水の水質が DENR の定める基準に適合するよう徹底することを目指す。 
 本覚書回覧の適用対象は、全ての政府機関や下位機関の施設、集合住宅、商業施設、ホテ

ル、娯楽施設、病院、市場、公共の建物、工業団地などが含まれ、190km のマニラ湾岸線

全体の他、中部ルソン地方（地方 III）からカラバルソン地方（地方 IV-A）、マニラ首都圏

にまたがる排水域、合計 1 万 7540 km2にわたるという。 
 
 2019 年 10 月 7 日に現地で報じられたところによると、フィリピンで水資源管理省

（DWRM：Department of Water Resources Management）の創設に向けた作業が進んで

いるという。DWRM の創設はドゥテルテ大統領が掲げる優先施策の一つである。DWRM
を設置する法案（以下、「本法案」）153の起草を担当する下院技術分科会（TWG）は、2019
年 11 月までに法案を最終化し、2020 年 1 月までの議会通過を目指すという（2020 年 2 月

末現在、議会を通過したという情報は確認できていない）。 
 
 TWG の議長を務める Joey Salceda 議員によると、本法案の概要は以下のとおりである。 
 本法案は「2019 年国家水法（National Water Act of 2019）」案という（法案番号は未

取得）。 
 DWRM を創設する。その所管事項は、「フィリピンにおける水資源の所有、割り当て、

利用、開発、保全および保護に関する計画、政策策定、管理を包括的かつ統合的に行う

とともに、家庭・都市用水の供給、衛生、灌漑、水力発電、工業、航行、洪水管理、レ

クリエーション、漁業／水産養殖のために水資源の最適な利用を確保すること」である。 
 DWRM は、僻地や紛争の影響を受けた地域への給水ラインの提供を優先課題および廃

水処理施設の建設を優先的に実施する。（現在家庭から出る排水のうちマニラウォータ

ー社やマイニラッド社の下水処理施設で処理されているものは 24%にすぎない。） 
 DWRM を創設するとともに、DENR の傘下に「水規制委員会（WRC：Water Regulatory 

Commission）」を設置する。WRC は官民問わず、下水道および下水処理のサービスプ

ロバイダー（家庭用／工業･商業用含む）を規制する権限を有する。 
 

 
153 法案第 4944 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.congress.gov.ph/legisdocs/basic_18/HB04944.pdf  
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 Salceda 議員は、WRC に対し貧しい人々に無料で水を供給するよう求めていくと話した。

同 TWG は「全ての水資源は国家に属し、人々のために使用されなければならない」「水は

基本的な人権である」との基本理念を採用することに合意している。なお、DWRM および

WRC の初年度予算は、20 億ペソ（約 43 億円）および 3 億ペソ（約 6 億 5000 万円）とな

る見込みだという。 
 
 
今後の予定 
 

2020 年 2 月末現在、水質に関する排水基準の法令が新たに発表される、または既存の法

令の改正等の情報は確認できていない。現在、2016 年 DENR 行政命令第 08 号の排水基準

への遵守猶予期間を取得している企業もあり、また今後も、産業界含め多くの利害関係者が

DENR への基準値緩和の交渉を行うことが予想されるため、動向を注視する必要がある。 
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【土壌】 
 
 フィリピンでは、2020 年 2 月末現在、土壌汚染に特化した法令は定められていないが、

2017 年に土壌汚染の特定および浄化技術に関する以下のガイドラインを定めた法令が公布

されている。 
 

 2017 年 EMB 覚書回覧第 003 号「サイトの特性化に関するガイドライン」154 
目的：ステークホルダーやサイト所有者が残留性有機汚染物質に汚染されたサイト

を系統的に特定することをサポートするため 
 2017 年 EMB 覚書回覧第 004 号「サイトの浄化に関するガイドライン」155 

目的：残留性有機汚染物質に汚染されたサイトに対処するため利用可能な浄化技術

を示すため、および、浄化中および浄化後における監督プログラムを示すため 
 

 
サイトの特性化に関するガイドライン 

 

 
154 2017 年 EMB 覚書回覧第 003 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
https://emb.gov.ph/wp-content/uploads/2018/06/MC-2017-003_Site-Characterization-Guidelines.pdf  
155 2017 年 EMB 覚書回覧第 004 号（2020 年 3 月 4 日アクセス） 
https://emb.gov.ph/wp-content/uploads/2018/06/MC-2017-004_Site-Remediation-Guidelines.pdf  
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サイトの浄化に関するガイドライン 

 
これらのガイドラインは自主的なもので、残留性有機汚染物質に汚染されたサイトの特

定や浄化に利用可能な技術の参照、監督プログラムの策定方法を示すものである。 
 
  



140 
 

参考資料 

 
（※ハイパーリンクが機能しない場合、各 URL をコピーした後、ブラウザのアドレスバー

に貼付し、アクセスしてください） 
 
政府組織 

 環境天然資源省（DENR）：https://www.denr.gov.ph  
 環境管理局（EMB）：https://emb.gov.ph/ 
 保健省（DOH）：https://www.doh.gov.ph/  
 食品医薬品局（FDA）：https://www.fda.gov.ph/  
 労働雇用省（DOLE）：https://www.dole.gov.ph/  
 労働安全衛生センター（OSHC）：http://www.oshc.dole.gov.ph/ 
 内務自治省（DILG）：https://www.dilg.gov.ph/  
 フィリピン国家警察（PNP）：http://www.pnp.gov.ph/  
 財務省（DOF）：https://www.dof.gov.ph/  
 税務局（BOC）：http://customs.gov.ph/  

 
法令等 

 The Constitution of the Republic of the Philippines（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/constitutions/1987-constitution/  

 
 1987 年大統領令第 192 号（2020 年 3 月 3 日アクセス） 

https://www.officialgazette.gov.ph/1987/06/10/executive-order-no-192-s-1987/  
 2009 年共和国法第 9711 号 

https://www.officialgazette.gov.ph/2009/08/18/republic-act-no-9711/  
 1987 年大統領令第 307 号 

http://www.oshc.dole.gov.ph/transparency-seal/executive-order-no-307  
 2019 年税関覚書令第 38 号 

http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2019/08/cmo-38-2019-
Institutionalizing_Environmental_Protection_and_Compliance_Division.pdf  

 
【化学物質一般】 

 1990 年共和国法第 6969 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/06/RA-6969-DENR.pdf  

 1992 年 DENR 行政命令第 29 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-1992-29-IRR-of-6969-
1.pdf  

 2003 年 10 月 2 日付 EMB 回覧「SQI に関するガイドライン」（2020 年 3 月 2 日アク

セス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/EMB-MEMO-2003-SQI.pdf  

 2005 年 DENR 行政命令第 27 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2005-27-PCL-List.pdf  

 2014 年 EMB 覚書回覧第 001 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/EMB-MC-2014-001-
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PICCS.pdf  
 2019 年 DENR 行政命令第 18 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 

http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201918Polymer.pdf  
 2016 年 EMB 覚書回覧第 011 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 

http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/MC-2016-011.pdf  
 2019 年 DENR 行政命令第 20 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 

http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201920MERCURY.pdf  
 1997 年 DENR 行政命令第 39 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 

http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-1997-39-CCO-
Cyanide.pdf 

 2000 年 DENR 行政命令第 02 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2000-02-CCO-
Asbestos-1.pdf  

 2004 年 DENR 行政命令第 01 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2004-01-CCO-
PCB.pdf  

 2013 年 DENR 行政命令第 24 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2013-24-CCO-
Lead.pdf  

 2013 年 DENR 行政命令第 25 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2013-25-CCO-ODS-
Revision.pdf  

 2019 年 DENR 行政命令第 17 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/11/DAO201917Arsenic.pdf  

 2018 年 BOC 覚書回覧第 228 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2018/11/cmc-228-
2018_Placing_on_Alert_Status_All_Importations_of_Chemicals.pdf  

 PICCS に新たに物質を追加する覚書回覧案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/?attachment_id=505  

 優先化学品リスト第 3 版に関する行政命令案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/?attachment_id=408  

 六価クロムおよび六価クロム化合物に関する化学品管理令案（2020 年 3 月 2 日アク

セス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-
content/uploads/2019/03/REVISED_DRAFT_DAO_CR6_02282019.pdf  

 カドミウムおよびカドミウム化合物に関する化学品管理令案（2020 年 3 月 2 日アク

セス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-
content/uploads/2019/03/Draft_Cadmium_Aug22.pdf  

 2015 年 DENR 行政命令第 09 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2015-09-
Implementation-of-GHS.pdf  

 2017 年 EMB 覚書回覧第 10 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/12/MC-2017-
010_GUIDELINES-IN-THE-IMPLEMENTATION-OF-GHS-CLASSIFICATION-
AND-LABELLING-REQUIREMENTS-FOR-HVCs.pdf  

 国際航空運送協会（IATA）および国際海上危険物規程（IMDG）の危険物リストに掲

載された化学品への GHS 分類およびラベル貼付の実施のガイドラインに関する覚書

回覧案（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2019/09/MC_-IMDG_IATA.docx  
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 制限化学物質に関する実施規則（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://customs.gov.ph/wp-content/uploads/2016/10/cmc-127-2016-Implementing-
Rules-Regulations-IRR-on-Controlled-Chemicals.pdf  

 
【PRTR】 

 2003 年行政命令第 27 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://water.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/07/DAO-2003-27.pdf  

 2003 年 EMB 覚書回覧第 008 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://pepp.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2016/06/SMR-DAO-2003-27.pdf  

 2005 年行政命令第 27 号（2020 年 3 月 2 日アクセス） 
http://chemical.emb.gov.ph/wp-content/uploads/2017/03/DAO-2005-27-PCL-List.pdf 

 
【毒物】 

 大統領令第 881 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29040/PD%20881%20-%20Household%
20Hazardous%20Act.pdf  

 1977 年行政命令第 312 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17223/ao%20312%20s%201977.pdf  

 1976 年行政命令第 303 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17285/ao%20303%20s%201976.pdf  

 1977 年行政命令第 311 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/17224/ao%20311%20s%201977.pdf  

 2019 年保健省行政命令第 0019 号の実施ガイドラインに関する食品医薬品局（FDA）

回覧案（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
 https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/649418/Draft%20Implementing%20Gui

delines%20for%20Administrative%20Order%20No.%202019-0019.pdf  
 
【労働安全衛生】 

 1974 年大統領令第 442 号【2017 年版】（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://www.dole.gov.ph/wp-
content/uploads/2017/11/LaborCodeofthePhilippines20171.pdf  

 2018 年共和国法第 11058 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
https://www.officialgazette.gov.ph/downloads/2018/08aug/20180817-RA-11058-
RRD.pdf  

 2018 年 DOLE 省令第 198 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DO-198-Implementing-Rules-and-
Regulations-of-Republic-Act-No_-11058-An-Act-Strengthening-Compliance-with-
Occupational-Safety-and-Health-Standards-and-Providing-Penalties-for-
Violations-Thereof.pdf  

 1978 年労働安全衛生基準【2020 年版】（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/OSH-Standards-2020-Edition.pdf  

 2014 年 DOLE 省令第 136 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DO_136-
14_Guidelines_for_the_Implementation_of_Globally_Harmonized_System_(GHS)_i
n_Chemical_Safety_Program_in_the_Workplace.pdf  

 2016 年 DOLE 省令第 154 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 
http://www.oshc.dole.gov.ph/images/Files/DepartmentOrderNo154.pdf  
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【消防】 
 2008 年共和国法第 9514 号（2020 年 3 月 5 日アクセス） 

https://www.officialgazette.gov.ph/2008/12/19/republic-act-no-9514/  
 フィリピン共和国消防規約の実施規則【2019 年改訂版】（2020 年 3 月 5 日アクセ

ス） 
http://bfp.gov.ph/wp-content/uploads/2019/10/RA9514-RIRR-rev-2019.pdf  

 
【家庭用品】 

 大統領令第 881 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
https://ww2.fda.gov.ph/attachments/article/29040/PD%20881%20-%20Household%
20Hazardous%20Act.pdf  

 2019 年行政命令第 0019 号（2020 年 3 月 6 日アクセス） 
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